
 
  

【表紙】

【提出書類】 有価証券報告書

【根拠条文】 証券取引法第24条第１項

【提出先】 中国財務局長

【提出日】 平成19年６月27日

【事業年度】 第153期(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日)

【会社名】 広島ガス株式会社

【英訳名】 HIROSHIMA GAS CO., LTD.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  深 山 英 樹

【本店の所在の場所】 広島市南区皆実町二丁目７番１号

【電話番号】 広島(082)251-2151(代表)

【事務連絡者氏名】 経理グループマネジャー  泉  博 之

【最寄りの連絡場所】 広島市南区皆実町二丁目７番１号

【電話番号】 広島(082)251-2151(代表)

【事務連絡者氏名】 経理グループマネジャー  泉  博 之

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

 (東京都中央区日本橋兜町２番１号)



第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれていない。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、平成17年３月期、平成18年３月期及び平成19年３月期は

潜在株式が存在しないため記載していない。 

３ 純資産額の算定にあたり、平成19年３月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業

会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指

針第８号)を適用している。 

４ 平成19年３月期から、改正後の「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準委員会 最終改

正平成18年１月31日 企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企

業会計基準委員会 最終改正平成18年１月31日 企業会計基準適用指針第４号）を適用している。 

５ 従来、千円単位で記載していたが、平成19年３月期から百万円単位で記載することに変更した。なお、比較

を容易にするため、平成18年３月期以前についても百万円単位に組替表示している。  

  

第一部 【企業情報】

回次 第149期 第150期 第151期 第152期 第153期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高 (百万円) 66,620 67,965 73,275 78,913 80,942

経常利益 (百万円) 4,137 4,279 3,245 1,803 2,040

当期純利益 (百万円) 1,480 2,008 1,940 796 1,136

純資産額 (百万円) 26,240 28,505 28,776 29,779 37,967

総資産額 (百万円) 97,595 94,885 110,207 119,742 114,544

１株当たり純資産額 (円) 430.73 458.59 500.72 518.75 622.27

１株当たり当期純利益 (円) 22.84 31.29 31.10 12.46 19.55

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) 18.03 24.60 ― ― ―

自己資本比率 (％) 26.9 30.0 26.1 24.9 32.2

自己資本利益率 (％) 5.75 7.34 6.77 2.72 3.41

株価収益率 (倍) 11.51 8.79 12.06 37.00 17.70

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 8,066 9,228 6,512 11,435 5,882

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △5,904 △1,636 △11,695 △10,317 △8,328

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △3,424 △7,782 4,985 895 68

現金及び現金同等物の 
期末残高

(百万円) 5,328 5,138 4,961 7,009 4,632

従業員数 (名) 1,368 1,339 1,329 1,362 1,335



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれていない。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、平成17年３月期、平成18年３月期及び平成19年３月期は

潜在株式が存在しないため記載していない。 

３ 平成15年３月期の１株当たり配当額６円には、天然ガス転換完了記念配当１円を含んでいる。 

４ 純資産額の算定にあたり、平成19年３月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業

会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指

針第８号)を適用している。 

５ 平成19年３月期から、改正後の「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準委員会 最終改

正平成18年１月31日 企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企

業会計基準委員会 最終改正平成18年１月31日 企業会計基準適用指針第４号）を適用している。 

６ 従来、千円単位で記載していたが、平成19年３月期から百万円単位で記載することに変更した。なお、比較

を容易にするため、平成18年３月期以前についても百万円単位に組替表示している。 

  

回次 第149期 第150期 第151期 第152期 第153期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高 (百万円) 41,975 42,145 42,777 46,617 50,192

経常利益 (百万円) 2,620 2,842 1,935 809 1,542

当期純利益 (百万円) 795 1,334 1,379 510 1,031

資本金 (百万円) 3,121 3,291 3,291 3,291 3,291

発行済株式総数 (株) 60,726,959 61,995,590 61,995,590 61,995,590 61,995,590

純資産額 (百万円) 17,426 19,233 18,990 19,790 26,955

総資産額 (百万円) 80,361 75,819 88,021 98,201 91,305

１株当たり純資産額 (円) 286.71 310.15 331.23 345.70 454.28

１株当たり配当額
(円)

6.00 5.00 5.00 5.00 5.00
(内１株当たり 
中間配当額)

(―) (―) (―) (2.50) (2.50)

１株当たり当期純利益 (円) 12.67 21.50 22.98 8.92 17.76

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) 10.18 17.02 ― ― ―

自己資本比率 (％) 21.7 25.4 21.6 20.2 29.5

自己資本利益率 (％) 4.61 7.28 7.22 2.63 4.42

株価収益率 (倍) 20.76 12.79 16.32 51.68 19.48

配当性向 (％) 47.4 23.3 21.8 56.1 28.2

従業員数 (名) 723 708 692 679 660



２ 【沿革】 

  

 
  

明治42年10月 広島市材木町に資本金1,500千円をもって広島瓦斯株式会社を設立

  43年10月 尾道瓦斯株式会社と合併

大正２年12月 呉瓦斯株式会社と合併

  ６年８月 広島電気軌道株式会社と合併し、商号を広島瓦斯電軌株式会社に変更

  10年６月 阿賀工場操業開始

昭和17年４月 電鉄部門を広島電鉄株式会社として分離、商号を広島瓦斯株式会社に変更

  24年６月 広島証券取引所に上場

  33年11月 海田工場操業開始

  35年７月 広島瓦斯燃料株式会社(昭和34年７月設立)を吸収合併し、プロパン部門を広島瓦斯株

式会社直営兼業方式に切り換え

  37年１月 中国プロパン瓦斯株式会社(昭和29年９月設立)を吸収合併

  44年３月 プロパン部門を広島ガスプロパン株式会社として分離(現・連結子会社)

  45年３月 広島瓦斯株式会社から広島ガス株式会社に商号変更

  45年４月 ガス工事、住宅設備等の施工を事業目的として株式会社広ガス開発(現行商号広島ガス

開発株式会社)設立(現・連結子会社)

  47年４月 需要家の消費機器保安調査等を事業目的として広島ガスサービス株式会社設立(現・連

結子会社)

  50年４月 集金・検針業務を事業目的として広島ガス集金株式会社(現行商号広島ガスメイト株式

会社)設立

  50年５月 ガス器具販売部門を広島ガス器具販売株式会社(現行商号広島ガスリビング株式会社)

として分離(現・連結子会社)

  57年４月 尾道新工場操業開始

平成７年６月 天然ガス転換開始

  ８年３月 廿日市工場(ＬＮＧ受入基地)操業開始、インドネシアよりＬＮＧの導入を開始

  ９年４月 お客さま戸数40万戸突破

  10年６月 機械装置及びエネルギー関連設備の設計・施工等を事業目的として広島ガステクノ株

式会社設立(現・連結子会社)

  11年４月 備後工場操業開始

  11年10月 広島ガス集金株式会社と広島ガス興産株式会社(昭和53年４月設立)が合併し、商号を

広島ガスメイト株式会社に変更(現・連結子会社)

  12年３月 広島証券取引所が東京証券取引所に合併されたことに伴い、東京証券取引所市場第二

部に上場

  12年10月 情報流通事業を目的として株式会社ラネットを設立(現・連結子会社)

  13年５月 海田工場操業停止

  13年６月 高齢者向けサービス事業を目的として株式会社ビー・スマイルを設立(現・連結子会

社)

  13年12月 阿賀製造所操業停止

  14年４月 尾道工場操業停止

天然ガス転換完了

  15年５月 福山瓦斯株式会社と共同で瀬戸内パイプライン株式会社を設立(現・連結子会社)

  15年12月 連結子会社であった広島ガス不動産株式会社(昭和45年４月設立)を吸収合併

  17年２月 ＬＮＧ船の所有を事業目的として株式会社商船三井と共同でMAPLE LNG TRANSPORT 

INC.を設立

ＬＮＧ船の運航管理を事業目的としてHG LNG Shipping Corporation Limitedを設立

(現・非連結子会社)

  18年４月 サハリン・エナジー・インベストメント社とＬＮＧ売買契約調印(サハリンⅡプロジェ

クト)



３ 【事業の内容】 

当社グループ(当社、子会社33社及び関連会社14社により構成)においては、ガス、工事・器具、ＬＰ

Ｇ、その他の４つの事業を主として行っている。各事業における当社及び関係会社の位置付け等は次のと

おりである。 

なお、次の４つの事業は「第５ 経理の状況 １ (1) 連結財務諸表 注記事項」に掲げる事業の種類

別セグメント情報の区分と同一である。 

 
  

〔ガス事業〕 ： 広島ガス㈱は、広島県内の広島市、廿日市市、呉市、尾道市、三原市を主

な供給エリアとして、都市ガスの製造・供給及び販売を行っている。また、

他ガス事業者等への卸供給を行っており、瀬戸内パイプライン㈱へ託送供給

を委託している。 

 広島ガスプロパン㈱は、広島市を中心とした広島ガス㈱の供給区域外の団

地において、ＬＰＧを原料とした簡易ガス事業を行っている。

〔工事・器具事業〕 ： 広島ガス㈱は、ガス機器の販売及びこれに関するガス設備工事の施工を行

っている。 

 ガス機器の販売については、広島ガスリビング㈱から主にガス機器を仕入

れ、広島ガス西部ショップ㈱等ガスショップ12店舗に販売している。 

 広島ガス西部ショップ㈱等ガスショップ12店舗は、お客さまにガス機器を

販売している。 

 ガス設備工事については、広島ガス西部ショップ㈱等ガスショップ12店舗

等を通じて工事を受け付け、お客さま負担の内管工事の施工を行っている。

工事の施工については、広島ガス開発㈱が行っている。 

 また、広島ガスプロパン㈱及び広島ガス佐伯宮島販売㈱等31社は、ＬＰＧ

機器の販売並びにＬＰＧ配管工事の施工を行っている。 

[上記掲載以外の主な関係会社] 

㈱ガスショップ尾道、広島ガス呉ショップ㈱

〔ＬＰＧ事業〕 ： ガス事業における都市ガス及び簡易ガスの未供給区域においては、広島ガ

ス佐伯宮島販売㈱等がＬＰＧの販売を行っている。 

 なお、広島ガスプロパン㈱は、購入したＬＰＧを広島ガス㈱の貯槽設備等

を使用して、広島ガス佐伯宮島販売㈱を始めとするＬＰＧ販売会社に卸売を

行っている。 

[上記掲載以外の主な関係会社] 

広島ガスエナジー㈱、広島ガス東中国㈱、広島ガスエネルギー㈱

〔その他の事業〕 ： 広島ガス開発㈱は、管工事を中心とした建設工事を行っている。 

 広島ガスサービス㈱は、広島ガス㈱から委託を受け、保安点検業務を行っ

ている。 

 広島ガスリビング㈱は、住宅関連機器等の販売を行っている。 

 広島ガスメイト㈱は、広島ガス㈱から委託を受け、検針業務を行ってい

る。また、主に広島ガス㈱に対して労働者派遣業務を行っている。 

 広島ガステクノ㈱は、機械器具設置工事及び産業廃棄物再資源化事業を行

っている。 

 広島ガス西部ショップ㈱等ガスショップ12店舗は、広島ガス㈱から委託を

受け、お客さまサービス業務を行っている。 

 広島ガスプロパン㈱は、㈱ファミリーガス広島へＬＰＧの充填業務を委託

し、広島ガスプロパン工業㈱が、これを行っている。さらに、広島ガスプロ

パン工業㈱は、広島ガスプロパン㈱から委託を受け、容器の再検査業務等を

行っている。



事業の系統図は次のとおりである。 

  
 

  

(注) 連結子会社である広島ガス東中国㈱と広島ガス府中芦品販売㈱は、平成19年１月１日付で広島ガス東中国㈱

を存続会社として合併しており、平成19年３月31日現在は子会社32社、関連会社14社となっている。 

  



４ 【関係会社の状況】 

  

名称 住所
資本金 

(百万円)
主要な事業
の内容

議決権の
所有割合(％)

関係内容

(連結子会社)

広島ガスプロパン㈱(注)５ 広島市南区 300 ＬＰＧ事業 100.00

事務所等の賃貸、貯槽設備の賃
貸、業務受託 
役員の兼任等 兼任５人、 
出向３人、転籍３人

広島ガス開発㈱(注)５ 広島市南区 84 その他の事業
61.96
[34.00]

設備工事の発注、器具の仕入、土
地の賃借、事務所の賃貸、 
業務受託 
役員の兼任等 兼任４人、 
転籍２人

広島ガスサービス㈱(注)６ 広島市南区 20 その他の事業
50.00
(18.75)
[50.00]

保安業務の委託、事務所の賃貸、
業務受託 
役員の兼任等 兼任３人、 
出向１人、転籍１人

広島ガスリビング㈱(注)２，６ 広島市中区 20
工事・
器具事業

50.00
(10.00)
[50.00]

器具の仕入、事務所の賃貸、業務
受託 
役員の兼任等 兼任４人、 
出向２人、転籍１人

広島ガスメイト㈱ 広島市南区 20 その他の事業 100.00

検針業務の委託、派遣労働者の受
入、業務受託 
役員の兼任等 兼任３人、 
出向１人、転籍１人

広島ガステクノ㈱(注)６
広島県 
安芸郡海田町

80 その他の事業
50.00
[50.00]

設備工事の発注 
役員の兼任等 兼任２人、 
出向３人、転籍１人

広島ガス佐伯宮島販売㈱
広島県 
廿日市市

40 ＬＰＧ事業
90.00
(83.75)

広島ガスプロパン㈱からの液化石
油ガスの購入 
役員の兼任等 兼任４人、 
転籍１人

広島ガスエナジー㈱ 鳥取県米子市 36 ＬＰＧ事業
58.33
(2.08)

広島ガスプロパン㈱からの液化石
油ガスの購入 
役員の兼任等 兼任４人

広島ガスプロパン工業㈱
広島県 
安芸郡海田町

24 その他の事業
100.00
(93.75)

広島ガスプロパン㈱からの液化石
油ガスの充填、容器の再検査業務
の受託 
役員の兼任等 兼任７人、 
出向２人

広島ガス西部ショップ㈱ 広島市佐伯区 22
工事・
器具事業

50.45

都市ガス工事の設計・見積、お客
さまへのサービス及び保安に関す
る業務委託、事務所の賃貸 
役員の兼任等 兼任２人

広島ガス東中国㈱(注)７ 広島県福山市 50 ＬＰＧ事業
64.65
(44.39)

広島ガスプロパン㈱からの液化石
油ガスの購入 
役員の兼任等 兼任５人

広島ガスエネルギー㈱
広島県 
安芸郡海田町

20 ＬＰＧ事業
100.00
(100.00)

広島ガスプロパン㈱からの液化石
油ガスの購入 
役員の兼任等 兼任４人、 
出向１人

広島ガス可部販売㈱
広島市 
安佐北区

12 ＬＰＧ事業
58.33
(58.33)

広島ガスプロパン㈱からの液化石
油ガスの購入 
役員の兼任等 兼任４人

広島ガス府中芦品販売㈱(注)７ 広島県府中市 20 ＬＰＧ事業
67.92
(0.67)

広島ガスプロパン㈱からの液化石
油ガスの購入 
役員の兼任等 兼任４人

瀬戸内パイプライン㈱ 広島市南区 150 ガス事業  67.00
天然ガス託送供給の委託、業務受
託、資金の貸付、債務保証 
役員の兼任等 兼任３人

㈱ラネット
広島市 

安佐南区
30 その他の事業

75.00
[25.00]

事務所等の賃貸、業務受託 
役員の兼任等 兼任１人、 
出向２人

㈱ビー・スマイル 広島市南区 50 その他の事業 70.00
土地の賃貸、業務受託 
役員の兼任等 兼任１人、 
出向２人

(持分法適用関連会社)

広島ガス北部販売㈱ 広島市東区 25 ＬＰＧ事業
50.00
(20.00)

広島ガスプロパン㈱からの液化石
油ガスの購入 
役員の兼任等 兼任５人

その他３社 ― ― ― ― ―



(注) １ 主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載している。 

２ 特定子会社に該当する。 

３ 有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はない。 

４ 議決権の所有割合欄の(内書)は間接所有割合であり、［外書］は緊密な者等の所有割合である。 

５ 広島ガスプロパン㈱及び広島ガス開発㈱については、売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)の連結売

上高に占める割合が10％を超えている。 

主要な損益情報等 

 
６ 持分は、100分の50以下であるが、実質的に支配しているため子会社としている。 

７ 連結子会社である広島ガス東中国㈱と広島ガス府中芦品販売㈱は、平成19年１月１日付で広島ガス東中国㈱

を存続会社として合併している。 

  

５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社における状況 

平成19年３月31日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員である。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員である。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでいる。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社グループ(当社及び連結子会社)には、広島ガスグループ協議会(広島ガス労働組合(出向社員を含

む)、広島ガス開発労働組合、広島ガスサービス労働組合)が組織されており、全国ガス労働組合連合会

に所属している。グループ内の組合員数は674人でユニオンショップ制である。 

なお、労使関係について特に記載すべき事項はない。 

  

広島ガスプロパン㈱ 広島ガス開発㈱

①売上高 11,301百万円 ①売上高 15,974百万円

②経常利益 214百万円 ②経常利益 140百万円

③当期純利益 130百万円 ③当期純利益 14百万円

④純資産額 5,400百万円 ④純資産額 1,239百万円

⑤総資産額 7,923百万円 ⑤総資産額 7,895百万円

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

ガス事業 579

工事・器具事業 79

ＬＰＧ事業 166

その他の事業 327

全社 184

合計 1,335

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

660 39.8 17.8 5,699



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度における日本経済は、企業収益の改善を背景に設備投資が増加するとともに、雇用・

所得環境の回復が緩やかに進んだことにより個人消費にも明るさが見られるなど、堅調に推移した。  

 一方、エネルギー業界においては、原油価格の高騰に伴う原料費の上昇に加え、規制緩和の進展によ

り、業種や地域といった既存の枠組みを越えてのサービス、価格競争が一段と激しくなっている。  

 このような情勢のもと、当社グループ(当社、連結子会社及び持分法適用会社)は、都市ガス・ＬＰ

Ｇ、また複合エネルギーとしての電気・熱を、ワンストップで供給できる総合エネルギー供給事業の構

築等、持続的に成長し続けるための事業基盤の強化を目指し、懸命な努力を重ねてきた。  

 当連結会計年度の売上高は、ガス事業の売上高増加等により、前連結会計年度に比べ2,028百万円増

加(＋2.6％)の80,942百万円となった。  

 利益については、原材料費の増加はあったものの、経営全般にわたる効率化等により、営業利益が前

連結会計年度に比べ185百万円増加(＋12.1％)の1,722百万円、経常利益が前連結会計年度に比べ237百

万円増加(＋13.2％)の2,040百万円となった。当期純利益は前連結会計年度に比べ339百万円増加(＋

42.7％)の1,136百万円となった。  

  

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりである。 

① ガス事業 

ガス事業は、都市ガス事業と簡易ガス事業によって構成されているが、都市ガス事業がその大半を

占めている。 

都市ガス事業におけるお客さま戸数は、前連結会計年度末に比べ1,080戸増加(＋0.3％)の428,330

戸となった。  

 都市ガス販売量は、前連結会計年度に比べ35百万ｍ3増加(＋8.4％)の453百万ｍ3となった。  

 都市ガス販売量のうち、家庭用については、暖冬の影響はあったものの、春先から夏場にかけて気

温及び水温が低めに推移したこと等により、0.2％増加の109百万ｍ3となった。 

 一方、業務用(商業用・公用及び医療用・工業用)については、大口を中心とした既存のお客さまの

販売量増加により、31百万ｍ3増加(＋10.1％)の339百万ｍ3となった。  

 また、当連結会計年度より開始した、他ガス事業者等への卸供給等については、3百万ｍ3となっ

た。  

 以上の結果、売上高は、販売量の増加や原料費調整制度適用により、前連結会計年度に比べ4,256

百万円増加(＋10.4％)の45,345百万円となった。  

 費用については、原材料費の増加等により、3,764百万円増加(＋10.0％)の41,474百万円となり、

営業利益は492百万円増加(＋14.6％)の3,871百万円となった。   

  

② 工事・器具事業 

工事・器具事業は、給湯関連機器及び空調機器を中心とした総合的な提案営業活動を展開したが、

売上高は前連結会計年度に比べ912百万円減少(△11.9％)の6,782百万円となった。費用については、

795百万円減少(△10.8％)の6,601百万円となり、営業利益は116百万円減少(△39.1％)の181百万円と

なった。  

  



③ ＬＰＧ事業 

ＬＰＧ事業は、積極的な営業活動を行った結果、販売量が増加し、売上高は前連結会計年度に比べ

808百万円増加(＋8.8％)の10,035百万円となった。費用については、原料価格の上昇等により、841

百万円増加(＋10.0％)の9,286百万円となり、営業利益は33百万円減少(△4.3％)の748百万円となっ

た。 

  

④ その他の事業 

その他の事業は、建設工事の減少等により、売上高は前連結会計年度に比べ2,141百万円減少(△

9.1％)の21,505百万円となった。費用については、1,912百万円減少(△8.4％)の20,887百万円とな

り、営業利益は229百万円減少(△27.1％)の617百万円となった。 

  

事業の種類別セグメントの売上高及び構成比 

  

 
(注) １ ガス量は本書面ではすべて、１立方メートル当たり46.04655メガジュール(11,000キロカロリー)換算量で表

している。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、前連結会計年度末に比べ

2,377百万円減少(△33.9％)の4,632百万円となった。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動における資金収支は、前連結会計年度に比べ5,553百万円減少の5,882百万円となった。これ

は、主に預り金残高の減少によるものである。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動における資金収支は、前連結会計年度に比べ1,988百万円増加の△8,328百万円となった。こ

れは、主に有形固定資産の取得による支出が減少したことによるものである。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動における資金収支は、前連結会計年度に比べ826百万円減少の68百万円となった。これは、

主にコマーシャル・ペーパーが減少したことによるものである。 

  

事業の種類別 
セグメントの名称

当連結会計年度
前年同期比 

(％)
金額(百万円) 構成比(％)

ガス事業 45,345 54.2 ＋10.4

工事・器具事業 6,782 8.1 △11.9

ＬＰＧ事業 10,035 12.0 ＋8.8

その他の事業 21,505 25.7 △9.1

計 83,668 100.0 ＋2.5

消去又は全社 (2,726) ― △0.7

連結 80,942 ― ＋2.6



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

当社グループ(当社及び連結子会社)連結決算においては、「ガス事業」が当社グループ業績におけるウ

エイトが高く、当該事業が当社グループの生産、受注及び販売活動の中心となっている。 

以下は、「ガス事業」について記載している。 

(1) 生産実績 

「ガス事業」における主要製品であるガスの生産実績は次のとおりである。 

(都市ガス事業) 

  

 
  

(簡易ガス事業) 

  

 
  

(2) 受注実績 

「ガス事業」については、事業の性格上受注生産は行っていない。 

  

(3) 販売実績 

当社は広島県内の広島市、廿日市市、呉市、尾道市、三原市を主な供給エリアとして都市ガス事業を

行い、導管を通じ直接お客さまに販売している。また、他ガス事業者等への卸供給等を行っている。 

 連結子会社である広島ガスプロパン㈱は、広島市を中心とした団地において、ＬＰＧを原料として簡

易ガス事業を行っている。 

① ガス販売実績 

ガス販売実績は次のとおりである。 

(都市ガス事業) 

  

 
(注) １ 業務用は、工業用、商業用、医療用、公用等の総括である。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

  

区分 当連結会計年度(千ｍ3) 前年同期比(％)

ガス 469,537 ＋7.5

区分 当連結会計年度(ｔ) 前年同期比(％)

ガス 5,290 △3.0

区分
当連結会計年度

数量(千ｍ3) 前年同期比(％) 金額(百万円) 前年同期比(％)

ガス販売量

家庭用 109,732 ＋0.2 23,887 ＋3.7

業務用 339,619 ＋10.1 20,225 ＋18.6

 卸供給等 3,767 ― 191 ―

計 453,119 ＋8.4 44,304 ＋10.5

月平均調定件数(件) 389,889 ＋0.0

調定件数１件当たり 

月平均販売量(ｍ3)
96.0 ＋7.5



(簡易ガス事業) 

  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

  

② 地区別ガス普及状況 

平成19年３月末の地区別ガス普及状況は次のとおりである。 

(都市ガス事業) 

  

 
(注) １ お客さま戸数とはガスメーター取付数をいう。 

２ 供給区域内世帯数は供給区域の住民基本台帳による一般世帯数である。 

  

(簡易ガス事業) 

  

 
(注) １ お客さま戸数とはガスメーター取付数をいう。 

２ 許可地点数とは、事業許可がおりた供給可能地点数である。 

  

区分

当連結会計年度

数量(ｔ) 前年同期比(％) 金額(百万円) 前年同期比(％)

ガス販売量 5,290 △3.0 1,040 ＋3.3

月平均調定件数(件) 15,080 △1.8

調定件数１件当たり 
月平均販売量(kg)

29.2 △1.4

地区 供給区域内世帯数(世帯) お客さま戸数(件) 普及率(％)

広島 438,953 354,459 80.8

可部 3,178 1,408 44.3

呉 68,388 50,444 73.8

熊野 5,990 2,862 47.8

尾道 47,760 19,157 40.1

計 564,269 428,330 75.9

地区 許可地点数(地点) お客さま戸数(件) 充足率(％)

広島 22,497 16,108 71.6



(4) ガス料金 

(都市ガス事業) 

供給約款料金に対しては、下記の料金表が適用される。なお、供給約款料金以外に、一定の条件を

満たすお客さまが選択できる選択約款料金及び大口需要家向けの料金がある。 

 当社は、ガス料金の改定を主な内容とする一般ガス供給約款及び選択約款の変更について、平成18

年７月27日に中国経済産業局長に届出を行い、平成18年９月１日から実施している。 

   ① 平成18年８月31日までの適用料金(供給約款料金) 

下記区分によるａ基本料金及びｂ従量料金の合計とし、各月の使用量に応じてＡ・Ｂ・Ｃ・Ｄの

いずれかの料金表が適用される。 

ａ  基本料金 

基本料金は、１か月につき次のとおりとする。 
  

 
  

ｂ  従量料金 

従量料金は、使用量に次の単位料金を乗じて算定する。 
  

 
(注) １ 上記早収料金は検針日の翌日から20日以内に支払われたときに適用し、同期間経過後は早収料金を３％割増

した遅収料金を適用する。 

２ ガス料金の算定は、税抜の基本料金及び単位料金を用いて算定され、早収料金又は遅収料金に消費税等相当

額が加算される。 

３ 上記の料金は、為替レートや原油価格といった原料費の変動を四半期ごとに従量料金に反映させる原料費調

整制度を採用しており、原料費調整の必要が生じた場合には、上記従量料金単価(基準単位料金)に替えて調整

単位料金が適用される。 

  なお、平成18年４月から平成18年８月までの検針分の従量料金については、次のとおりの調整を行った調整

単位料金が適用されている。 
  

 

地区 料金表種別 １か月の使用量
基本料金(円) (税抜) 

(ガスメーター１個につき)

46.04655メガジュール地区 
(11,000キロカロリー)

Ａ ０ｍ3から10ｍ3まで 816

Ｂ 10ｍ3をこえ25ｍ3まで 868

Ｃ 25ｍ3をこえ100ｍ3まで 1,220

Ｄ 100ｍ3をこえる場合 1,460

100.4652メガジュール地区 
(24,000キロカロリー) 
(熊野・可部)

Ａ ０ｍ3から４ｍ3まで 816

Ｂ ４ｍ3をこえ11ｍ3まで 868

Ｃ 11ｍ3をこえ45ｍ3まで 1,220

Ｄ 45ｍ3をこえる場合 1,460

地区 料金表種別 １か月の使用量
基準単位料金(円) (税抜)

(１ｍ3につき)

46.04655メガジュール地区 
(11,000キロカロリー)

Ａ ０ｍ3から10ｍ3まで 185.00

Ｂ 10ｍ3をこえ25ｍ3まで 179.80

Ｃ 25ｍ3をこえ100ｍ3まで 165.72

Ｄ 100ｍ3をこえる場合 163.32

100.4652メガジュール地区 
(24,000キロカロリー) 
熊野地区

Ａ ０ｍ3から４ｍ3まで 359.52

Ｂ ４ｍ3をこえ11ｍ3まで 346.52

Ｃ 11ｍ3をこえ45ｍ3まで 314.52

Ｄ 45ｍ3をこえる場合 309.19

100.4652メガジュール地区 
(24,000キロカロリー) 
可部地区

Ａ ０ｍ3から４ｍ3まで 382.52

Ｂ ４ｍ3をこえ11ｍ3まで 369.52

Ｃ 11ｍ3をこえ45ｍ3まで 337.52

Ｄ 45ｍ3をこえる場合 332.19

料金適用期間(検針分)
１ｍ3あたり調整額(円) (税抜)

46.04655メガジュール地区
(11,000キロカロリー)

100.4652メガジュール地区 
(24,000キロカロリー)

平成18年４月～平成18年６月 ＋12.43 ＋27.08
平成18年７月～平成18年８月 ＋13.69 ＋29.82



   ② 平成18年９月１日からの適用料金(供給約款料金) 

下記区分によるａ基本料金及びｂ従量料金の合計とし、各月の使用量に応じてＡ・Ｂ・Ｃ・Ｄの

いずれかの料金表が適用される。 

ａ  基本料金 

基本料金は、１か月につき次のとおりとする。 

  

 
  

ｂ  従量料金 

従量料金は、使用量に次の単位料金を乗じて算定する。 

  

 
(注) １ 平成18年12月１日から「早収・遅収料金制度」を廃止し、「延滞利息制度」を導入した。これは、支払期限

日(検針日の翌日から起算して30日目)を経過した後に支払われる場合には、その経過日数に応じて１日当たり

0.0274％の延滞利息が賦課される制度である。 

２ ガス料金の算定は、税抜の基本料金及び単位料金を用いて算定した料金に消費税等相当額を加算していた

が、平成18年12月分からは消費税等相当額を含む税込の基本料金・従量料金をもとに算定する方法に変更して

いる。 

３ 上記の料金は、為替レートや原油価格といった原料費の変動を四半期ごとに従量料金に反映させる原料費調

整制度を採用しており、原料費調整の必要が生じた場合には、上記従量料金単価(基準単位料金)に替えて調整

単位料金が適用される。 

  平成19年１月から平成19年３月までの検針分の従量料金については、次のとおりの調整を行った調整単位料

金が適用されている。 

 なお、平成18年９月から平成18年12月までの検針分の従量料金については、調整単位料金の適用は行わなか

った。 
  

 
  

地区 料金表種別 １か月の使用量
基本料金(円) 

(ガスメーター１個につき)

税込 税抜

46.04655メガジュール地区 
(11,000キロカロリー)

Ａ ０ｍ3から10ｍ3まで 856.80 816.00

Ｂ 10ｍ3をこえ25ｍ3まで 911.40 868.00

Ｃ 25ｍ3をこえ100ｍ3まで 1,281.00 1,220.00

Ｄ 100ｍ3をこえる場合 1,533.00 1,460.00

100.4652メガジュール地区 
(24,000キロカロリー) 
(熊野・可部)

Ａ ０ｍ3から４ｍ3まで 856.80 816.00

Ｂ ４ｍ3をこえ11ｍ3まで 911.40 868.00

Ｃ 11ｍ3をこえ45ｍ3まで 1,281.00 1,220.00

Ｄ 45ｍ3をこえる場合 1,533.00 1,460.00

地区 料金表種別 １か月の使用量

基準単位料金(円)

(１ｍ3につき)

税込 税抜

46.04655メガジュール地区 
(11,000キロカロリー)

Ａ ０ｍ3から10ｍ3まで 208.25 198.34

Ｂ 10ｍ3をこえ25ｍ3まで 202.79 193.14

Ｃ 25ｍ3をこえ100ｍ3まで 188.01 179.06

Ｄ 100ｍ3をこえる場合 185.49 176.66

100.4652メガジュール地区 
(24,000キロカロリー) 
熊野地区

Ａ ０ｍ3から４ｍ3まで 408.05 388.62

Ｂ ４ｍ3をこえ11ｍ3まで 394.40 375.62

Ｃ 11ｍ3をこえ45ｍ3まで 360.80 343.62

Ｄ 45ｍ3をこえる場合 355.20 338.29

100.4652メガジュール地区 
(24,000キロカロリー) 
可部地区

Ａ ０ｍ3から４ｍ3まで 432.20 411.62

Ｂ ４ｍ3をこえ11ｍ3まで 418.55 398.62

Ｃ 11ｍ3をこえ45ｍ3まで 384.95 366.62

Ｄ 45ｍ3をこえる場合 379.35 361.29

料金適用期間(検針分)

１ｍ3あたり調整額(円)

46.04655メガジュール地区
(11,000キロカロリー)

100.4652メガジュール地区 
(24,000キロカロリー)

税込 税抜 税込 税抜
平成19年１月～平成19年３月 ＋5.20 ＋4.95 ＋11.39 ＋10.85



３ 【対処すべき課題】 

(1) 経営戦略について 

当社グループ(当社及び連結子会社)を取り巻くエネルギー業界は、原油価格の動向が依然として先行

き不透明な状況であることに加え、本年４月からガスの小売自由化対象範囲が拡大されるなど、業種の

垣根を越えたエネルギー間競争の更なる激化が予想される。  

 このような経営環境のもと、当社グループは、総合エネルギー供給事業をコア事業と位置付け、経営

資源を集中させるとともに、更なる経営効率化を推進し、収益性の向上に努めていく。  

家庭用市場においては、家庭用暖房契約等の料金メニューやガス機器のリースを積極的に活用し、ガ

スによる快適な生活を提案できる商品の普及と利用促進に取り組んでいく。また、お客さま訪問活動や

地域におけるイベントを推進するなど、お客さまと接する機会を一層充実させ、お客さまのニーズを迅

速かつ的確にサービスに反映することにより、信頼関係の着実な強化に努めていく。  

 業務用・産業用市場においては、ガス空調やコージェネレーションシステムの普及を進めるととも

に、天然ガスによる省エネルギーの実現やメンテナンス等の付加価値を付けたサービスを提供してい

く。  

ガス事業者の使命である保安の確保・安定供給については、エネルギー供給者として最優先の課題と

位置付けている。経年ガス導管については、入替えの促進を図るとともに、保安点検のレベルを引き上

げていく。ガス消費機器については、安全機能を強化した機器への取替促進や保安点検、周知活動の強

化に徹底して取り組んでいく。また、世界的に天然ガスの需給が逼迫する中、今後の需要増加に対応す

るため、原料調達先の多様化を進め、原料ソースの安定的な確保に努めるとともに、引き続き製造供給

体制の効率的な整備・運用を図っていく。 

環境問題への取り組みについては、環境特性に優れた天然ガスの普及拡大を図るとともに、事業所に

おける省エネルギー活動の推進、再生可能資源の利用促進等に積極的に取り組んでいく。  

 また、継続的な企業価値の向上を図るため、コンプライアンス体制の充実等を通じて内部統制機能を

強化し、適正かつ効率的な経営の実現に努めていく。  

 このような事業展開を通じて、当社グループは、株主の皆さま、お客さま、地域社会等全てのステー

クホルダーから信頼され、選ばれ続ける企業グループを目指し、全力を傾注してまいる所存である。  

  

(2) 買収防衛策について 

Ⅰ. 当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針 

当社は、株主に関する基本的在り方として、株主は市場での自由な取引によって決まるべきもので

あり、当社株式に対する公開買付についても、公開買付の実施、また同公開買付に応じるか否かの決

定は、原則として株主の皆さまの自由な判断によるべきものと考えている。  

 他方で、当社の事業は、都市ガスの安定的かつ安全な供給を実現するため、極めて公共性の高い社

会的責任を有しており、お客さまによる当社製品及びサービスの利用を獲得維持するためには、当社

に対する信頼が不可欠となる。当社は、地域の皆さまからの信頼を得るために、長期的なガス需要を

見越し、安定的かつ安全なガス供給を可能とする製造設備を備えるとともに、技術革新、機器開発、

従業員の教育・訓練等に多大の投資を行っている。  

また、当社事業の公共性等を考慮すると、長期的視点での事業計画が必要であり、短期的利益を追

い求めるような経営は許されないと考える。特に都市ガスの安定的かつ安全な供給を目的とする当社

の事業を継続するためには、人的・物的資源の維持、発展が不可欠であり、原料供給者、お客さま、

従業員等のステークホルダーに対する配慮がない限り、当社の企業価値は損なわれることになる。 

そこで、当社は、当社の経営に対して重大な影響を与えることとなる、株券等の保有割合を20％以

上とすることを目的とした当社株券等の買収行為が行われようとする場合に、株主の皆さまに対する

十分な情報提供がなされる機会を確保しつつ、株主の皆さまの利益及び当社グループ事業の公共性を

踏まえ、買収行為の目的、内容を事前に検証し、当該買収行為が当社の株主全体の利益に反し、又は

当社の事業目的である都市ガス等の安定的かつ安全な供給を妨げるものである場合にはこれを未然に

防ぎ、併せて買収者と取締役会とが交渉を行う機会を設け当社の企業価値をより向上させる事業計画

を提案させることを目的として、当社の株券等の濫用的な買収行為に対する防衛策である「停止条件

付ライツ・プラン」(以下、「本ライツ・プラン」という。)の再導入を、平成19年６月26日開催の定

時株主総会において、下記のとおり再導入することを決議した。 



なお、現在、当社が具体的に上述のような買収の提案を受けている事実はない。また、平成19年３

月31日現在における当社の大株主の状況は「第４ 提出会社の状況 １ 株式等の状況 (6) 大株主

の状況」のとおりである。 

  

Ⅱ. 当社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針の実現に資する特別な取り組み

数度にわたるガス事業法の改正により、規制緩和による新規参入への道が開かれ、電気事業法等の

改正もあって、エネルギー間での熾烈な競争が続いている。2005年２月の京都議定書の発効以降、環

境保護への認識は一層高まり、クリーンエネルギーとして、また石油代替燃料として、天然ガスへの

関心は更に高まっている。こうしたなか、当社は、地域と共に発展してきた公益事業者としての原点

に立ち返り、広島ガスグループの企業価値を継続的に向上させるための基盤づくり、新たなグループ

経営体制の構築への取り組み方針を掲げた新３ヶ年計画「創生２００５」の改訂を行った。原油価格

の高騰継続という環境のなかでも、利益を確保できる経営基盤を確立し、その結果生み出された経営

成果を株主の皆さまへ利益還元をしていく所存である。 

 当該計画の最終年である2007年度における具体的な取り組み及び株主の皆さまへの利益還元方針を

下記のとおり定めた。 

１．2007年度の具体的な取り組み 

(1) エネルギー市場でのシェアを維持・向上する  

① 経営基盤を支える家庭用需要の防衛・増大策を展開するため、広島ガスグループ全社員が

お客さまとの接点機会を通じて、信頼関係の強化に向け地道な活動をする。   

② 業務用・産業用分野では、天然ガスの環境優位性、省エネ・省コスト性を十分に活かした付加

価値を提案し、天然ガスの普及促進に努めていく。 

③ 国のエネルギー政策の柱の一つである天然ガス普及拡大のため、また、お客さまへの安定供給

確保のため、インフラ整備（製造設備の増強・導管敷設）を計画的に進めていく。 

(2) 更なる経営効率化を推進し、収益性を高める 

① 今後もお客さまに都市ガス等を選択していただくために、競合エネルギーに対抗できる経営体

力を構築し、グループを挙げての経営効率化により、コスト削減を達成する。 

② 経営効率化の成果を株主価値の増大、お客さまへの還元、従業員への配分に振り向けていく。

(3) お客さま・地域社会の皆さまの信頼にお応えする 

① 常に視点をお客さまの側に置き、お客さまの声を聞き、迅速にサービスへ反映していく。 

② 保安の確保、安定供給のための設備の効果的な形成と効率的な運用を図り、公益事業者として

お客さまに「安定・安全・安心」を実感いただけるサービスを提供していく。 

③ 燃料電池等、天然ガスの利用技術の蓄積を行い、地域での天然ガス普及に貢献する。 

２．株主の皆さまへの利益還元方針 

従来、当社は、株主の皆さまへの利益還元を経営上の重要な政策と位置付け、安定配当の継続を

基本方針としてきた。今後も改訂「創生２００５」の実行による市場シェアの拡大や経営効率化の

成果を、将来を見据えた設備投資や研究開発、財務状態や利益水準等を総合的に勘案しつつ、株主

の皆さまに還元していく所存である。 

  

Ⅲ. 会社支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配

されることを防止するための取り組み 

１．本ライツ・プランの内容 

(1) 本ライツ・プランの概要 

本ライツ・プランは、単独又は複数で株券等の保有割合を20％以上とすることを目的とした当社

株券等の買収行為若しくは結果として単独又は複数で株券等の保有割合が20％以上となるような当

社株券等の買収行為を行い、又はこれらの提案（以下、総称して「買収行為」という。）を行おう

とする買収者に対して適用される。 

本ライツ・プランは、当社のガス事業の安全性及び安定性を確保し、当社の企業価値及び株主共

同の利益を確保、向上させることを目的として、買収行為に先立ち、買収者及び当社取締役会に対

して、買収行為に関する必要かつ十分な情報提供を求めるとともに、当社の社外取締役及び中立公

正な委員によって構成される独立委員会がこれらの買収行為に関する情報を評価、検討し、あるい

は買収者と当社取締役会との協議、代替案等の検討をするために必要な期間の確保を要請する。 



買収者は、(資料２)「停止条件付ライツ・プランの運用に関するガイドライン」(以下、「本ガ

イドライン」という。)及び独立委員会の要請に従い、買収行為に関する必要かつ十分な情報提供

を行い、かつ独立委員会による合理的な協議検討のための期間が確保された場合には、当該期間経

過後に買収行為を開始することができる。 

これに対し、当社取締役会は、買収者が本ガイドライン又は独立委員会の要請に違反し、若しく

は買収者による買収行為が当社のガス事業の安全性又は安定性を害し、当社の企業価値及び株主共

同の利益を毀損すると認められる場合には、当該買収行為への対抗措置を講ずることができるもの

とする。  

 本ライツ・プランでは、当該買収行為への対抗措置として、当該買収者等による権利行使を認め

ない旨の行使条件を付した新株予約権(以下、「本新株予約権」という。)を新株予約権無償割当て

の方法により、全株主に割り当てる(以下、「本ライツ・プランの発動」という。)。  

本ライツ・プランの発動又は不発動の判断については、買収者が必要情報を提供せずに買収行為

を開始する場合を除き、当社取締役会の恣意的判断を排除するために、独立委員会の判断を経なけ

ればならないものとする。 

 なお、本ライツ・プランの詳細については、本ガイドラインに記載している。 

(2) 本新株予約権の概要 

新株予約権無償割当ての方法により割当てをする予定の本新株予約権の主な条件等は、以下のと

おりである。なお、本新株予約権の概要の詳細については、(資料１)「発行予定の新株予約権の概

要」(以下、「新株予約権概要」という。)に記載している。 

① 割当対象株主 

新株予約権無償割当てを決定する取締役会の決議(以下、「新株予約権無償割当て決議」とい

う。)において当社取締役会が割当期日として定める日(以下、「割当期日」という。)における

最終の株主名簿又は実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、その保有株式１株につき１

個の割合で本新株予約権を無償で割り当てる。 

②  新株予約権の目的となる株式の種類及び数 

新株予約権の目的となる株式の種類は当社普通株式とし、新株予約権１個当たりの目的となる

株式の数は２株を上限とする。 

③  新株予約権の行使に際して出資される財産及びその価額 

新株予約権１個当たり２円を上限とする。 

④  新株予約権の譲渡制限 

新株予約権を譲渡するには当社取締役会の承認を要するものとする。 

⑤  行使期間 

新株予約権無償割当て決議において、当社取締役会が定める日を初日とし、１ヵ月を越えない

範囲で当社取締役会が定める期間とする。 

⑥  行使条件 

(a)特別大量保有者、(b)その共同保有者、(c)特定大量買付者、(d)その特別関係者、若しくは

(e)上記(a)ないし(d)に該当する者から本新株予約権を当社取締役会の承認を得ることなく譲受

け、若しくは承継した者、又は(f)上記(a)から(e)の関連者は、原則として本新株予約権を行使

することができない。なお、上記に用いられる用語の定義及び詳細については新株予約権概要に

記載している。 

⑦  取得条件等 

当社は、新株予約権無償割当て決議において定める日(以下、「取得日」という。)が到来した

ときに、新株予約権(ただし、上記⑥の規定に従い新株予約権を行使できない者及び取得日まで

に当社所定の書式による書面(新株予約権者が上記⑥に記載する者でないことについての表明保

証条項、補償条項及び違約金条項等を含む書式によるものとする。)を提出しない者(ただし、当

社がかかる書面の提出を求めなかった者を除く。)が有する新株予約権を除く。)を取得すること

ができる。この場合、当社は、新株予約権の取得と引き換えに、新株予約権１個につき、当社普

通株式２株を上限として交付する。 

上記の他、当社は、新株予約権無償割当て決議において、新株予約権の取得に関する条件及び

手続き等を定めることとする。  



また、下記(3)①から④のような事情がある場合には、当社は、本新株予約権の割当期日以

降、行使期間開始日までの間において、無償取得の方法による新株予約権の消却を含む新たな措

置を行うことを決定することができるものとする。  

(3) 本ライツ・プランの発動の中止等 

当社取締役会は、本ライツ・プランの発動を決議した場合であっても、以下の場合においては、

独立委員会の意見又は勧告を尊重した上で、本新株予約権の割当期日までの間は新株予約権の発行

の中止を、本新株予約権の割当期日以降、行使期間開始日までの間は無償取得の方法による新株予

約権の消却を含む新たな措置を行うことを決定することができるものとする。 

① 買収者から合理的かつ妥当な買収提案がなされたと自ら判断し、又は独立委員会からかかる勧

告がなされた場合 

② 当社取締役会が買収者との間で本ライツ・プランを発動しない旨の合意又は本ライツ・プラン

の発動による対抗措置を中止する旨の合意に至った場合 

③ 買収者が買付行為の撤回をした場合、その他買付行為が存在しなくなった場合 

④ 本ライツ・プランの発動決定の判断の前提となった事実関係に変動が生じ、買収者による買付

行為が当該発動の条件を満たさないことになった場合若しくは当該発動の条件を満たしていて

も、新株予約権を発行又は行使させることが相当でないと当社取締役会が判断するに至った場合

(4) 本ライツ・プランの有効期間、廃止及び変更 

本ライツ・プランの有効期間は、平成22年３月期の事業年度に関する定時株主総会の終結までの

３年間とする。ただし、本ライツ・プランの有効期間中であっても、当社株主総会又は当社取締役

会において、本ライツ・プランを廃止する旨の決議を行った場合には、その時点で本ライツ・プラ

ンは廃止されるものとする。  

 本ライツ・プランの有効期間中であっても、当社取締役会は、本ライツ・プランの趣旨に反しな

い限り、独立委員会の承認を得た上で、本ライツ・プランを変更することができるが、会社法、証

券取引法その他の法令若しくは証券取引所規則の変更又はこれらの解釈・運用の変更、又は税制、

裁判例等の変更等により合理的に必要と認められる範囲を超えて、本ライツ・プランを変更するこ

とはできないこととする。  

また、独立委員会は随時本ライツ・プランの合理性について検討することとし、独立委員会が本

ライツ・プランの変更が必要と判断した際には、直ちに当社取締役会にその旨を勧告することとす

る(詳細については、本ガイドライン第１第６項に記載している。)。この場合、当社取締役会は、

独立委員会の勧告に従って本ライツ・プランの変更を行うことができるが、会社法、証券取引法そ

の他の法令若しくは証券取引所規則の変更又はこれらの解釈・運用の変更、又は税制、裁判例等の

変更等により合理的に必要と認められる範囲を超えて、本ライツ・プランを変更することはできな

いこととする。  

 なお、当社取締役会は、本ライツ・プラン又は本ガイドラインの規定において曖昧若しくは誤解

を生じる可能性のある規定や齟齬若しくは瑕疵のある規定を是正するために、適宜独立委員会の承

諾又は勧告なくして本ライツ・プラン又は本ガイドラインの変更をできることとする。  

  

Ⅳ. 本ライツ・プランが会社支配に関する基本方針に沿うものであり、株主共同の利益を損なうもので

はないこと、会社役員の地位の維持を目的とするものではないこと及びその理由 

１．本ライツ・プランの合理性 

(1) 株主の総体的意思を反映するものであること 

この度の本ライツ・プランの再導入は、株主の皆さまの意思を反映させるべく、平成19年６月26

日開催の定時株主総会において株主の皆さまからのご承認を得て発効した。また、本ライツ・プラ

ンの有効期間は、平成22年３月期の事業年度に関する定時株主総会の終結の時までの３年間である

が、たとえ本ライツ・プランの有効期間の満了前であっても、当社取締役の任期は１年となってい

るため、取締役の選任を通じて株主の皆さまの意思を反映させることができる。また、本ライツ・

プランは、その有効期間の満了前であっても、株主総会において本ライツ・プランを廃止する旨の

決議が行われた場合には、本ライツ・プランはその時点で廃止されることになるため、本ライツ・

プランの継続又は廃止の判断が株主の皆さまに委ねられているという意味において、株主の皆さま

の意思が反映される仕組みになっている。 



(2) 取締役会の恣意的判断の排除 

当社は、本ライツ・プランの再導入にあたり、取締役会の恣意的判断を排除し、当社の企業価値

及び株主の皆様の共同利益を向上、確保するために、昨年に引き続き、独立委員会を設置してい

る。  

 独立委員会の構成員(以下、「独立委員」という。)は、厳格な基準の下で選任され(本ガイドラ

イン第２第８項を参照)、また独立委員を解任するには当社取締役会において出席取締役の３分の

２以上の賛成によらなければならないため(本ガイドライン第２を参照)、当社取締役会の恣意的な

判断を遮断する高度な独立性、公平性が確保されている。また、独立委員会は、買収者が出現した

場合、当社の費用負担において、必要に応じていつでも投資銀行、証券会社、公認会計士、弁護士

等の外部専門家の助言を受けることができるため、独立委員会の実質的な判断の独立性、公平性及

び客観性も担保されている。  

 そして、当社取締役会は、本ライツ・プランの発動の決定に先立ち、独立委員会の勧告を経る必

要があり、また独立委員会が本ライツ・プランの不発動の勧告をした場合であっても、当社取締役

会はかかる独立委員会の勧告を最大限尊重しなければならず、これにより、当社取締役会による恣

意的判断が排除されることになる。なお、独立委員の略歴については、(資料３)「独立委員略歴」

に記載している。  

(3) 合理的な客観的要件の設定 

当社取締役会は、本ガイドライン第１第３項(2)記載のとおり、合理的かつ客観的な要件が充足

されなければ、本ライツ・プランを発動させることができず、当社取締役会の恣意的な判断に基づ

く本ライツ・プランの発動を防止するための措置が講じられているものといえる。 

２．本ライツ・プランの導入、発動による株主・投資者の皆さまへの影響等 

(1) 導入時に株主・投資者の皆さまに与える影響 

本ライツ・プランの導入時においては、株主総会決議に基づいて、新株予約権無償割当ての決定

権限が取締役会に対して委任されるにすぎず、新株予約権の無償割当て自体が行われるわけではな

いため、導入時に株主・投資者の皆さまに直接具体的な影響が生じることはない。 

(2) 発動時に株主・投資者の皆さまに与える影響 

本ライツ・プランでは、新株予約権無償割当ての方法により、割当期日における株主に対し、そ

の保有株式１株につき１個の割合で本新株予約権が割り当てられる。そして、当社が本新株予約権

の取得の手続を取ることにより、買収者以外の株主の皆さまは、本新株予約権の行使価額相当の金

銭を払い込むことなく、当社による本新株予約権の取得の対価として当社の株式を受領するため、

不利益は発生しない。ただし、割当期日において名義書換未了の株主の皆さま(証券保管振替機構

に対する預託を行っている株券の株主を除く。)、及び当社が本新株予約権を取得する日までに、

一定の買収者でないこと等を誓約する当社所定の書式による書面をご提出しない株主の皆さま(当

社がかかる誓約書の提出を求めた場合に限る。)に関しては、他の株主の皆さまが当該新株予約権

の無償割当てを受け、本新株予約権と引換えに当社株式を受領することに比して、結果的に、その

法的権利又は経済的側面において不利益が発生する可能性がある。 

なお、当社が、本ライツ・プランの発動の中止又は割り当てた本新株予約権の無償取得を行う場

合には、１株当たりの株式の価値の希釈化は生じないため、当社株式の価値の希釈化が生じること

を前提に当社株券等の売買を行った株主又は投資者の皆さまは、株価の変動により不測の損害を被

る可能性がある。 

(3) 発動に伴って必要となる株主の手続 

本ライツ・プランが発動され、新株予約権無償割当ての方法により本新株予約権の割当てが行わ

れる場合、株主の皆さまは、引受けの申込みを要することなく本新株予約権の割当てを受けること

ができるため、本新株予約権の申込み手続は必要とならない。また、当社が本新株予約権の取得条

項に基づき取得の手続をとることにより、行使価額相当の金銭を払い込むことなく、当社による本

新株予約権の取得の対価として当社株券を受領することになるため、払込み等の手続は必要となら

ない(もっとも、当社が本新株予約権の取得の手続きをとらなかった場合には、新株予約権の行使

により新株を取得するために所定の期間内に一定の金額の払込みを行っていただく必要があ

る。)。  

 ただし、この場合、株主の皆さまには、別途、ご自身が所定の買収者ではないこと等を誓約する

当社所定の書式による書面を提出いただくことがある。  



また、名義書換未了の株主の皆さまに関しては、新株予約権の割当てを受けるためには、別途当

社取締役会が決定し公告する本新株予約権の割当期日までに、名義書換を完了していただく必要が

ある(証券保管振替機構に対する預託を行っている株券については、名義書換手続は不要であ

る。)。  

 これらの手続の詳細については、実際に本新株予約権の無償割当てを行うことになった際に、法

令及び東京証券取引所の上場規則に基づき別途開示する。  

  

(資料１) 発行予定の新株予約権の概要 

 当社は事前警告型防衛策として「停止条件付ライツ・プラン」(以下、「本ライツ・プラン」とい

う。)を再導入した。本ライツ・プランは、以下の要領による新株予約権の発行を目的としている。 

１．新株予約権の名称 

 第１回新株予約権 

２．株主に割り当てる新株予約権の総数 

 新株予約権無償割当てを決定する当社取締役会の決議(以下、「新株予約権無償割当て決議」と

いう。)において当社取締役会が割当期日として定める日(以下、「割当期日」という。)における

当社の最終の発行済株式総数(ただし、同時点において当社の有する当社株式の数を除く。)を上限

とする。  

３．割当方法 

 割当期日における最終の株主名簿又は実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、その保有

株式(ただし、同時点において当社の有する当社株式の数を除く。)１株につき１個の割合で、新た

に払込みをさせないで新株予約権を割り当てる。 

４．新株予約権無償割当てがその効力を生ずる日 

 新株予約権無償割当て決議において当社取締役会が定める。 

５．新株予約権の目的となる株式の種類及び数 

(1) 新株予約権の目的となる株式の種類 

当社普通株式とする。 

(2) 新株予約権の目的となる株式の数 

① 新株予約権１個当たりの目的となる株式の数(以下、「対象株式数」という。)は、２株を上限

とする。ただし、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、対象株式数は次の算式により調整さ

れるものとし、調整の結果生ずる１株未満の端数は切り捨てるものとし、現金による調整は行わ

ない。 

 調整後対象株式数＝調整前対象株式数×分割・併合の比率 

② 調整後対象株式数は、株式分割又は株式併合の効力を生ずる日の翌日以降、これを適用する。

③ 上記①に定めるほか、合併、会社分割等を行う場合その他これらに準ずる場合で、対象株式数

の調整を必要とするときには、合併、会社分割等の条件等を勘案の上、対象株式数につき合理的

な調整を行うものとする。 

６．新株予約権の行使に際して出資される財産及びその価額 

 各新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とし、その価額は、各新株予約権の行使に際

して出資をなすべき当社普通株式の１株当たりの額(以下、「行使価額」という。)に対象株式数を

乗じた金額とする。行使価額は１円とする。 

７．新株予約権の行使に際して出資される金銭払込取扱場所 

 新株予約権無償割当て決議において当社取締役会が定める。 

８．新株予約権の行使期間 

 新株予約権無償割当て決議において、当社取締役会が定める日を初日とし、１ヵ月を越えない範

囲で当社取締役会が定める期間とする。  



９．新株予約権の行使条件 

(1) (i)特別大量保有者、(ⅱ)その共同保有者、(ⅲ)特定大量買付者、(ⅳ)その特別関係者、若しく

は(v)上記(i)ないし(ⅳ)記載の者から新株予約権を当社取締役会の承認を得ることなく取得し若し

くは譲受け若しくは承継した者、又は、(ⅵ)上記(i)ないし(v)記載の者の関連者は、新株予約権を

行使することができない。  

 なお、上記に用いられる用語は次のとおり定義される。  

① 「特別大量保有者」とは、当社が発行者である株券等(証券取引法第27条の23第１項に定義さ

れる。以下別段の定めがない限り同じ。)の保有者(同法第27条の23第３項に基づき保有者に含ま

れる者を含む。)で、当該株券等に係る株券等保有割合(同法第27条の23第４項に定義される。)

が20％(又は、当社取締役会が別途これより高い割合を決定し、公表した場合には当該割合)以上

である者若しくは20％(又は、当社取締役会が別途これより高い割合を決定し、公表した場合に

は当該割合)以上であると当社取締役会が認めた者をいう。 

② 「共同保有者」とは、証券取引法第27条の23第５項に定義される者及び同条第６項に基づき共

同保有者とみなされる者(当社取締役会がこれらに該当すると認めた者を含む。)をいう。 

③ 「特定大量買付者」とは、公開買付け(証券取引法第27条の２第６項に定義される。)によって

当社が発行者である株券等(同法第27条の２第１項に定義される。以下同じ。)の買付け等(同法

第27条の２第１項に定義される。以下同じ。)の公告を行った者で、当該買付け等の後における

その者の所有(これに準ずるものとして証券取引法施行令第７条第３項に定める場合を含む。)に

係る株券等の所有割合(同法第27条の２第８項に定義される。以下同じ。)とその者の特別関係者

の株券等所有割合とを合計して20％(又は、当社取締役会が別途これより高い割合を決定し、公

表した場合には当該割合)以上となる者(当社取締役会がこれに該当すると認めた者を含む。)を

いう。 

④ 「特別関係者」とは、証券取引法第27条の２第７項に定義される者(当社取締役会がこれに該

当すると認めた者を含む。)をいう。ただし、同項第１号に掲げる者については、発行者以外の

者による株券等の公開買付けの開示に関する内閣府令第３条第１項で定める者を除く。 

⑤ 「関連者」とは、実質的にその者を支配し、その者に支配され若しくはその者と共同の支配下

にある者として当社取締役会が認めた者、又はその者と協調して行動する者として当社取締役会

が認めた者をいう。なお、「支配」とは、他の会社等の「財務及び事業の方針の決定を支配して

いる場合」(会社法施行規則第３条第３項に定義される。)をいう。 

(2) 上記(1)にかかわらず、下記①ないし④の各号に記載される者は、特別大量保有者又は特定大量

買付者に該当しないものとする。 

① 当社、当社の子会社(財務諸表等の用語、株式及び作成方法に関する規則第８条第３項に定義

される。)又は当社の関連会社(同規則第８条第５項に定義される。) 

② 当社を支配する意図がなく上記(1)(i)に記載する要件に該当することになった者である旨当社

取締役会が認めた者であって、かつ、上記(1)(i)に記載する要件に該当することになった後10日

間(ただし、当社取締役会はかかる期間を延長することができる。)以内にその保有する当社の株

券等を処分等することにより上記(1)(i)に記載する要件に該当しなくなった者 

③ 当社による自己株式の取得その他の理由により、自己の意思によることなく、上記(1)(i)に記

載する要件に該当することになった者である旨当社取締役会が認めた者(ただし、その後、自己

の意思により当社の株券等を新たに取得した場合を除く。) 

④ その者が当社の株券等を取得・保有することが当社の企業価値又は株主共同の利益に反しない

と当社取締役会が認めた者(当社取締役会は、いつでもこれを認めることができる。また、一定

の条件の下に当社の企業価値又は株主共同の利益に反しないと当社取締役会が認めた場合には、

当該条件が満たされている場合に限る。) 

(3) 適用のある外国の法令上、当該法令の管轄地域に所在する者が新株予約権を行使するに際し、当

該法令の規定する手続の履行その他条件の成就等(以下、「準拠法遵守要件」という。)が必要とさ

れる場合には、当該管轄地域にある者は、準拠法遵守要件を全て充足した場合に限り、新株予約権

を行使することができる。この場合、当社は、準拠法遵守要件を充足するために必要な手続き等を

行う義務を負わないものとする。独立委員会が当該管轄地域にある者に対して、準拠法遵守要件を

全て充足していることを示す書類(以下、「準拠法遵守確認書類」という。)の提出を求めた場合に

おいて、提出を要求後10日間以内に準拠法遵守確認書類の提出をしない者は、新株予約権を行使す

ることができないものとする。 



(4) 新株予約権を有する者が本項の規定により新株予約権を行使することができない場合であって

も、当社は、当該新株予約権者に対して、損害賠償責任その他の責任を一切負わないものとする。

10．当社が新株予約権を取得することができる事由及び取得の条件 

(1) 当社は、新株予約権無償割当て決議において定める日(以下、「取得日」という。)が到来したと

きに、新株予約権(ただし、上記９(1)の規定に従い新株予約権を行使できない者及び取得日までに

当社所定の書式による書面(新株予約権者が上記９(1)(i)ないし(ⅵ)に記載する者でないことにつ

いての表明保証条項、補償条項及び違約金条項等を含む書式によるものとする。)を提出しない者

(ただし、当社がかかる書面の提出を求めなかった者を除く。)が有する新株予約権を除く。)を取

得することができる。この場合、当社は、新株予約権の取得と引き換えに、新株予約権１個につ

き、当社普通株式２株を上限として交付する。 

(2) 上記(1)の他、当社は、新株予約権無償割当て決議において、新株予約権の取得に関する条件及

び手続き等を定める。 

(3) 当社は、以下の場合においては、本新株予約権の割当日以降、行使期間開始日までの間に、独立

委員会の意見又は勧告を尊重した上で、無償取得の方法による新株予約権の消却を含む新たな措置

を行うことができる。 

① 買収者から合理的かつ妥当な買収提案がなされたと自ら判断し、又は独立委員会からかかる勧

告がなされた場合 

② 当社取締役会が買収者との間で本ライツ・プランを発動しない旨の合意又は本ライツ・プラン

の発動による対抗措置を中止する旨の合意に至った場合 

③ 買収者が買付行為の撤回をした場合、その他買付行為が存在しなくなった場合又は変更を行う

など、本ライツ・プランの発動が適切でないと判断した場合 

④ 本ライツ・プランの発動決定の判断の前提となった事実関係に変動が生じ、買収者による買付

行為が当該発動の条件を満たさないことになった場合若しくは当該発動の条件を満たしていて

も、新株予約権を発行又は行使させることが相当でないと当社取締役会が判断するに至った場合

11．組織再編の場合の新株予約権の承継 

 当社が吸収合併消滅会社となる吸収合併、新設合併消滅会社となる新設合併、吸収分割会社とな

る吸収分割、新設分割会社となる新設分割、株式交換完全子会社となる株式交換、又は株式移転完

全子会社となる株式移転を行う場合は、当該時点において行使されておらず、かつ当社により取得

されていない新株予約権に代わり、それぞれ吸収合併存続会社、新設合併設立会社、吸収分割承継

会社、新設分割設立会社、株式交換完全親会社又は株式移転設立完全親会社は、当社が新株予約権

無償割当て決議において定める決定方針に基づき新株予約権者に新たに新株予約権を交付すること

ができるものとする。 

12．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金 

 新株予約権の行使により当社普通株式を発行する場合、新株予約権の行使に際して払い込まれた

行使価額の全額を資本金として計上するものとし、資本準備金は増加しないものとする。  

13．新株予約権の行使の方法及び行使の請求場所 

 新株予約権の行使は、当社所定の新株予約権行使請求書(新株予約権者が上記９(1)(i)ないし

(ⅵ)に記載する者でないことについての表明保証条項、補償条項及び違約金条項等を含む書式によ

るものとする。)に行使する新株予約権の個数、対象株式数及び住所等の必要事項を記載し、これ

に記名捺印したうえ、必要に応じて別に定める新株予約権行使に要する書類並びに会社法、証券取

引法その他の法令及びその関連法規(日本証券業協会及び本邦証券取引所の定める規則等を含む。)

上その時々において要求されるその他の書類(以下「添付書類」という。)並びに(新株予約権に係

る新株予約権証券(以下「新株予約権証券」という。)が発行された場合には)新株予約権証券を添

えて払込取扱場所に提出し、かつ、行使価額全額に相当する金銭を払込取扱場所に払い込むことに

より行われるものとする。 

14．新株予約権行使請求の効力発生時期 

 新株予約権の行使請求の効力は、上記13の規定に従い、行使に係る新株予約権行使請求書及び添

付書類並びに(新株予約権証券が発行された場合には)新株予約権証券が払込取扱場所に到着し、行

使価額全額に相当する金銭が払い込まれた時に発生するものとする。 

15．新株予約権の譲渡制限 

 新株予約権を譲渡するには当社取締役会の承認を要する。 



16．新株予約権証券の発行制限 

 新株予約権証券は、新株予約権無償割当て決議において当社取締役会が別途定めた場合を除き、

新株予約権者の請求あるときに限り発行する。 

17．新株予約権証券喪失の場合等 

(1) 新株予約権証券を喪失した者が、遅滞なくその記番号及び喪失の事由等を当社に届出て、かつ、

公示催告の手続をし、除権判決の確定謄本を添えて代り証券の交付を請求したときは、当社はこの

者に代り証券を交付することができる。ただし、会社法その他関連法規が別段の規定を定める場合

はそれに従う。 

(2) 新株予約権証券を毀損又は汚損したときは、当該証券を提出して代り証券交付の請求をすること

ができる。この場合、当社は、当該証券と引換えに代り証券を交付する。ただし、その真偽の鑑別

が困難なときには、上記(1)を準用する。 

(3) 上記(1)又は(2)に基づいて代り新株予約権証券を交付する場合には、当社は、これに要した実費

を徴収する。  

18．新株予約権者に対する通知 

(1) 新株予約権者に対する通知は、新株予約権原簿に記載された新株予約権者の住所宛に書面により

行うものとし、かかる通知は通常到達すべかりし時に到達したものとみなす。 

(2) 通知内容等の承諾については、新株予約権者に、その承諾を求める旨の通知が到達したとみなさ

れた日から14日以内に、新株予約権者により当社に対して別段の意思表示がなされない場合には、

当社は新株予約権者がこれを承諾したものとみなすことができる。 

19．雑則 

 当社が定める基準日後に、新株予約権の行使又は当社による本新株予約権の取得により新たに当

社株式の交付を受けた当該株主は、株主総会において議決権を行使することができるものとする。

20．法令の改正等による修正 

 法令(証券取引法を含む。)の新設、改廃又は施行等により、上記各項に定める条項ないし用語の

意義等に修正を加える必要が生じた場合その他当社取締役会により必要と判断された場合において

は、当該新設、改廃又は施行等の趣旨を考慮の上、上記各項に定める条項ないし用語の意義等を適

宜合理的な範囲内で読み替えるものとする。 

  

(資料２) 停止条件付ライツ・プランの運用に関するガイドライン 

 本ガイドラインは、当社株主総会が決議した、事前警告型防衛策である「停止条件付ライツ・プラ

ン」(以下、「本ライツ・プラン」という。)に基づく新株予約権の発行(以下、「本ライツ・プランの

発動」という。)に関する条件、手続及び運用指針を規定する。なお、本ガイドラインに定めのない用

語の定義は、(資料１)「発行予定の新株予約権の概要」(以下、「新株予約権概要」という。)での定

義による。 

 第１ 本ライツ・プランの発動・解除の手続 

１．情報提供の要請 

(1) 買収者に対する情報提供の要請 

買収者(買収者とは、単独若しくは複数で株券等の保有割合を20％以上とすることを目的とした

当社株券等の買収行為、若しくは結果として単独若しくは複数で株券等の保有割合が20％以上とな

るような当社株券等の買収行為を行い、又はこれらの提案を行おうとする者をいう。ただし、当社

取締役会が書面で同意した者を除く。)は、当社取締役会に対して書面にて買収意思を表明した

後、当社取締役会の書面による同意がある場合を除き、当社に対して、以下に定める情報その他の

関連資料(以下、「必要情報」という。)を提出しなければならない。当社は、買収者が当社に対し

て提供した必要情報を独立委員会に交付するものとする。独立委員会は、必要情報の提供が不十分

であると判断した場合又は下記２の検討期間内における検討若しくは協議の過程で新たに必要であ

ると判断した場合には、独立委員会自ら又は当社取締役会を通じて、買収者に対して、必要情報の

追加提出を求めることができる。なお、買収者は、独立委員会の指定した期間内に当該必要情報の

追加提供ができない場合、独立委員会に対し、必要情報の提出期限の延長を申し出ることができ

る。この場合、独立委員会は、必要かつ合理的な範囲内において、当該提出期限を延長するものと

する。 



① 買収者及びそのグループ(共同保有者、特別関係者、株主、組合員その他の構成員等)の名称、

本店所在地、資本構成、財務内容 

② 買収の目的、方法及び内容(買収対価の種類及び価額、買収の時期、買収及びこれに関連する

スキームの概要等) 

③ 買収の対価の算定根拠(算定方法、算定に用いた数値情報等) 

④ 買収資金の調達方法(買収資金の提供者がいる場合には、その名称、調達方法、担保提供の有

無・内容等) 

⑤ 買収後の当社グループの経営方針、資本政策、配当政策及び事業計画 

⑥ 買収後における当社の従業員、取引先、顧客その他当社の利害関係者の処遇 

⑦ 本ガイドラインが定める買収手続を遵守する旨の誓約書 

⑧ 秘密保持誓約書(ただし、法令、東京証券取引所の上場規則及び独立委員会の判断等に基づき

開示を行う旨の適用除外条項を含む。) 

⑨ その他独立委員会が合理的に必要と判断する情報及び資料 

(2) 取締役会に対する情報提供の要請 

独立委員会は、買収者から必要かつ十分な必要情報の提出がなされた後、当社取締役会に対し

て、独立委員会が定める期間内に、以下に定める情報その他の関連資料の提出を求めることができ

る。独立委員会は、当社取締役会による当該資料等の提供が不十分であると判断した場合又は下記

２の検討期間内における検討若しくは協議の過程で新たに必要であると判断した場合には、当社取

締役会に対して、追加情報の提供を求めることができる。なお、当社取締役会は、独立委員会の指

定した期間内に独立委員会が提出を求めた資料等の提供ができない場合、独立委員会に対し、当該

資料等の提出期限の延長を申し出ることができる。この場合、独立委員会は、必要かつ合理的な範

囲内において、当該提出期限を延長することができる。 

① 買収提案に対する意見及びその根拠となる資料等 

② 当社取締役会による経営方針、資本政策、配当政策及び事業計画 

③ 秘密保持誓約書(ただし、法令、東京証券取引所の上場規則及び独立委員会の判断等に基づき

開示を行う旨の適用除外条項を含む。) 

④ その他独立委員会が合理的に必要と判断する情報及び資料 

２．独立委員会による検討 

独立委員会は、買収者が必要情報等の提供を完了した日(当社取締役会に必要情報等の提供を求

めた場合は、当社取締役会が提供を完了した日)の翌日から以下に定める期間(以下、「検討期間」

という。)において、買収者による買収価格及び買収提案の内容の検討、買収者と当社取締役会と

の経営方針、資本政策、配当政策、事業計画の比較検討を行う。独立委員会は、必要に応じて、買

収者及び当社取締役会に対して協議を行うよう要請することができる。また、独立委員会は、当社

の重要な取引先及び従業員に対して、買収者及び当社取締役会の提示する事業計画等についての意

見を求めることができる。さらに、独立委員会は、必要に応じて、買収者又は当社取締役会と協議

を行い、買収者及び当社取締役会に対して、提示した買収提案、事業計画等の変更又は代替案の提

示を求めることができる。なお、独立委員会は、買収提案の検討状況及び協議の進捗状況等を勘案

し、検討期間内に十分な検討、協議ができないと判断した場合又は買収者と当社取締役会が検討期

間を延長することについて合意した場合には、30日間を上限として検討期間を延長することができ

るものとし、更なる延長を要する場合も同様とする。この場合、延長する旨とその期間を速やかに

開示するものとする。独立委員会は、検討期間中に買収者が提示した上記１(1)の買収提案の修正

案が当初の買収提案よりも当社にとって実質的に不利益であると判断したときには、別途当該修正

案提出日の翌日から以下に定める区分に対応する期間において、当該修正案の検討等を行うことが

できる。 

(1) 買収者による買収提案が公開買付けによる株券等の取得の提案であり、その買付条件が、現金を

対価とし、発行済株券等の全てを対象とするものである場合には、60日間 

(2) 上記(1)以外の買収提案である場合には、90日間 



３．本ライツ・プランの発動・不発動 

(1) 独立委員会による勧告 

① 買収者が本ガイドラインを遵守した場合 

買収者が独立委員会の要請に従って、買収行為に関する必要かつ充分な情報の提供を行い、独

立委員会による協議検討のための期間が確保された場合には、独立委員会は、買収防衛策の発動

を勧告せず、前記協議検討期間の経過後は、買収者は買収行為を開始することができる。ただ

し、買収者が本ガイドラインを遵守した場合であっても、買収提案の内容から、下記(2)①から

⑤のいずれかの類型に該当し株主共同の利益又は安全かつ安定的なガス供給に重大な悪影響を及

ぼすことが合理的に推測される場合には、独立委員会は当社取締役会に対し、本ライツ・プラン

の発動を勧告する。 

② 買収者が本ガイドラインを遵守しなかった場合 

独立委員会は、買収者から提出を受けた必要情報等を総合的に考慮した上で、以下のいずれか

に該当すると判断した場合には、当社取締役会に対して、本ライツ・プランの発動を勧告する。

(ア) 買収者が、独立委員会の定める合理的期間内に、独立委員会の要請する必要情報(追加で要

請された資料等を含む。)の提供を行わない場合 

(イ) 買収者が、独立委員会の要請する当社取締役会等との協議・交渉に応じない場合 

(ウ) 買収者が、独立委員会の要請する買収提案、買収後の事業計画又は代替案等の提示に応じな

い場合 

(エ) 上記(ア)から(ウ)に定める他、買収者が本ガイドライン又は独立委員会の勧告・要請を遵守

しない場合 

③ 当社取締役会が本ガイドラインを遵守しなかった場合 

独立委員会は、以下のいずれかに該当すると判断した場合には、当社取締役会に対して、本ラ

イツ・プランの不発動を勧告する。 

(ア) 当社取締役会が、独立委員会の定める合理的期間内に、独立委員会の要請する資料等(追加

で要請された資料等を含む。)の提供を行わない場合、又は提供された場合であっても不十分

な提供である場合 

(イ) 当社取締役会が、独立委員会の要請する買収者等との協議・交渉に応じない場合 

(ウ) 当社取締役会が、独立委員会の要請する事業計画又は代替案等の提示に応じない場合 

(2) 取締役会決議 

当社取締役会は、独立委員会による上記(1)の勧告を最大限尊重し、本ライツ・プランの発動又

は不発動の決議を行う(ただし、買収者が必要情報の提出をせずに買収行為を開始した場合には、

取締役会の判断で本ライツ・プランの発動を決議することができるものとする。)ものとし、独立

委員会から、本ライツ・プランの不発動の勧告を受けた場合には、本ライツ・プランを発動しては

ならないものとする。ただし、当社取締役会は、独立委員会から本ライツ・プランの発動の勧告を

受けた場合であっても、買収者から提出を受けた必要情報等を総合的に考慮し、買収者又はその買

収提案が下記のいずれにも該当しないと判断したときは、本ライツ・プランを発動しないものとす

る。 

① (ア)株式を買い占め、その株式について当社に対して高値で買取りを要求する行為、(イ)当社

の経営を一時的に支配して、当社の重要な資産等を廉価に取得する等、当社の犠牲の下に買収者

等の利益を実現する経営を行うような行為、(ウ)当社の資産を買収者等やそのグループ会社等の

債務の担保や弁済原資として流用する行為、又は(エ)当社の経営を一時的に支配して、当社の事

業に当面関与していない資産等を処分させ、その処分利益をもって、一時的な高配当をさせる

か、若しくは一時的高配当による株価の急上昇の機会をねらって高値で売り抜ける行為等によ

り、株主共同の利益に対する明白な侵害をもたらす場合 

② 強圧的な二段階買収(最初の買収で全株式の買付を勧誘することなく、二段階目の買収条件を

最初の買収よりも株主に不利に設定し、あるいは二段階目の買収条件を明確にしないで、公開買

付け等の株式買収を行うことをいう。)等、当社株主に対し、その保有する株式の売却を事実上

強要するおそれのある場合 

③ 買収価格その他の買収条件が当社の企業価値に照らし著しく不相当である場合 

④ 買収者が大規模ガス供給事業の経験又は当該事業の公共性に関する理解が十分でなく、それを

補完するための第三者の支援、援助を受けないまま行われることが客観的に明らかである場合 



⑤ 買収後の経営方針及び事業計画が不合理又は妥当でないことが客観的に明らかである場合(買

収提案の内容につき、(ア)実現可能性に疑いがある場合、(イ) 資金面での不安がある場合、

(ウ)ガス供給の安定性、継続性に疑いがある場合、(エ)お客さまの理解が得られない可能性のあ

る事業運営・拡大を行うものである場合、(オ)原料調達先との取引条件に大幅な変更が生じる可

能性がある場合、(カ)従業員の労働条件の重大な不利益変更又は大幅なリストラを前提としてい

る場合等) 

４．本ライツ・プランの有効期間 

本ライツ・プランの有効期間は、平成22年３月期の事業年度に関する定時株主総会の終結の時ま

での３年間とする。 

５．本ライツ・プランの発動の中止等 

当社取締役会は、当社取締役会が上記３に従い本ライツ・プランの発動を決議した場合であって

も、以下の場合においては、独立委員会の意見又は勧告を尊重した上で、本新株予約権の割当期日

までの間は新株予約権の発行の中止を、本新株予約権の割当期日以降、行使期間開始日までの間は

無償取得の方法による新株予約権の消却を含む新たな措置を行うことを決定することができる。 

① 買収者から合理的かつ妥当な買収提案がなされたと自ら判断し、又は独立委員会からかかる勧

告がなされた場合 

② 当社取締役会が買収者との間で本ライツ・プランを発動しない旨の合意又は本ライツ・プラン

の発動による対抗措置を中止する旨の合意に至った場合 

③ 買収者が買付行為の撤回をした場合、その他買付行為が存在しなくなった場合 

④ 本ライツ・プランの発動決定の判断の前提となった事実関係に変動が生じ、買収者による買付

行為が当該発動の条件を満たさないことになった場合若しくは当該発動の条件を満たしていて

も、新株予約権を発行又は行使させることが相当でないと当社取締役会が判断するに至った場合

６．本ライツ・プランの廃止、変更、及び有効期間の延長(以下、「更新」という。)、並びに他の防

衛策への変更 

(1) 本ライツ・プランの廃止 

本ライツ・プランの有効期間中であっても、当社株主総会又は当社取締役会において、本ライ

ツ・プランを廃止する旨の決議を行なった場合には、その時点で本ライツ・プランは廃止される。

(2) 本ライツ・プランの合理性の調査、検討 

独立委員会は、本ライツ・プラン導入後も引き続き本ライツ・プラン及び本ガイドラインの合理

性について、最新の議論の状況、他社導入に係る防衛策の内容等に基づき検討し、必要に応じて当

社取締役会に報告する。 

(3) 本ライツ・プランの変更 

当社取締役会は、本ライツ・プランの趣旨に反しない限り、独立委員会の承認を得た上で、本ラ

イツ・プランを変更することができる。  

 また、独立委員会は、本項(2)の検討の結果、本ライツ・プラン又は本ガイドラインの変更が必

要であると判断したときには、直ちに、当社取締役会にその旨を勧告することとし、当社取締役会

は、かかる独立委員会の勧告を踏まえ、本ライツ・プラン又は本ガイドラインの変更を行うことが

できる。  

 ただし、当社取締役会は、会社法、証券取引法その他の法令若しくは証券取引所規則の変更又は

これらの解釈・運用の変更、又は税制、裁判例等の変更により合理的に必要と認められる範囲を超

えて、本ライツ・プラン又は本ガイドラインを変更することはできない。  

 なお、当社取締役会は、本ライツ・プラン又は本ガイドラインの規定において曖昧若しくは誤解

を生じる可能性のある規定や齟齬若しくは瑕疵のある規定を是正するために、適宜独立委員会の承

諾、又は勧告なくして本ライツ・プラン又は本ガイドラインの変更を行うことができる。  

(4) 更新又は他の防衛策への変更の検討 

独立委員会は、本項(2)の検討内容を踏まえ、本ライツ・プランの更新、他の防衛策への変更、

又は防衛策自体の解除、撤回についての審査を行い、遅くとも上記４の有効期間満了の１ヵ月以上

前までに、検討結果を当社取締役会に報告する。当社取締役会は、独立委員会からの報告を踏ま

え、上記４の有効期間満了に伴う本ライツ・プランの更新、他の防衛策への変更、又は本ライツ・

プランを含む防衛策自体の解除、撤回について決議する。 



７．情報開示 

独立委員会は、当社取締役会又は買収者の提供する資料及び情報のうち、一般の株主及び投資者

が、買収者の提案と当社取締役会の提案の双方の内容を比較検討し、それぞれの合理性、妥当性を

判断するために必要な情報について、適切な情報開示措置を講じるよう当社取締役会に対して勧告

することができる。当社取締役会は、当該情報が機密情報に該当する場合その他情報開示措置を講

じない正当な理由がある場合を除き、かかる勧告に基づき、速やかに適切な情報開示措置を講ずる

ものとする。 

 第２ 独立委員会 

１．当社取締役会が本ライツ・プランを濫用することを防ぐために、下記８の基準を満たす社外取締

役、社外監査役、有識者、外部専門家等によって構成される委員会(以下、「独立委員会」とい

う。)を設置する。 

２．独立委員会は、３名以上の構成員(以下、「独立委員」という。)で構成される。 

３．独立委員の選任及び解任は、当社取締役会の決議によってこれを決定する。ただし、当社取締役

会による独立委員の解任決議は、出席取締役の３分の２以上の賛成による。 

４．独立委員会の決議は、独立委員の過半数が出席する会議において、出席者の過半数が賛成する場

合に、採決される。 

５．上記４の決議において、議案に関し利害関係を有する独立委員は、決議に参加できず、またその

数は定足数より控除される。 

６．独立委員会は、必要に応じて、当社の費用負担において、投資銀行、証券会社、公認会計士、弁

護士等の外部専門家に助言を求めることができる。 

７．当社取締役会は、独立委員会から勧告等を受けた場合には、その内容を最大限尊重する。 

８．独立委員の選任基準 

当社取締役会は、独立委員を、以下に定める全ての基準を満たす社外取締役、社外監査役、有識

者、外部専門家等の中から選任する。 

(1) 現在及び過去において、当社又は当社の子会社の業務を行う取締役、執行役、従業員、若しくは

監査役、又はこれらの者の親族(「親族」とは、民法第725条に定める親族を意味し、以下同様とす

る。)ではないこと(ただし、当社の社外取締役及び社外監査役は除く。) 

(2) 主要な取引先の取締役、執行役若しくは従業員、又はこれらの者の親族ではないこと(「主要な

取引先」とは、過去５年間の当社の連結売上高の平均の２％を超える金額の取引を、当社との間で

行う取引先(仕入先等を含むが、これに限られない。)を意味し、以下同様とする。) 

(3) 当社及び主要な取引先の外部アドバイザー(「外部アドバイザー」については当社の社内規定に

おいてその詳細を定める。)又はその親族ではないこと 

(4) 当社の代表取締役が取締役を兼任している会社の取締役、執行役、従業員若しくは外部アドバイ

ザー、又はこれらの者の親族ではないこと 

  



(資料３) 独立委員略歴 

  

 
  

 
  

 
  

佐々木 有 昭和５年７月30日生

職歴 昭和28年４月 大蔵省入省

昭和49年12月 大蔵省退任(大臣官房参事官)

昭和52年11月 呉市長就任

平成５年11月 呉市長退任

平成11年６月 広島ガス株式会社社外監査役就任

平成17年６月 同社外監査役退任

大田 哲哉 昭和15年12月23日生

職歴 昭和38年３月 広島電鉄株式会社入社

平成３年６月 同取締役就任

平成８年４月 同代表取締役社長就任

平成15年６月 広島ガス株式会社社外監査役就任

平成17年６月 同社外監査役退任

平成17年６月 同社外取締役就任(現在に至る)

片木 晴彦 昭和31年８月７日生

職歴 平成８年４月 広島大学法学部教授就任

平成12月４月 広島大学大学院社会科学研究科教授就任

平成16年４月 同法務研究科教授就任(現在に至る)



４ 【事業等のリスク】 

当社グループ(当社及び連結子会社)の経営成績及び財政状態等に影響を及ぼす可能性のあるリスクには

以下のようなものがある。なお、将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものであ

る。 

(1) ガス需要に対する気温・水温の変動 

ガス事業の性質上、天候における気温・水温の変動は、ガスの需要に影響を及ぼす可能性がある。 

(2) 業務用のお客さまの動向 

当社のガス販売量は、業務用のお客さまの占める割合が高く、不況や産業構造の変化等により、ガス

の需要に影響を及ぼす可能性がある。 

(3) 原料調達に対する原料価格の変動 

原料価格への原油価格・為替相場等の影響については、原料費調整制度の適用により、ガス販売価格

に反映して相殺することが可能であるが、原油価格の高騰が続いた場合、又はガス販売価格への反映ま

でのタイムラグにより、業績に影響を及ぼす可能性がある。 

(4) 原料調達支障による影響 

ガスの原料であるＬＮＧは海外から輸入しているため、原料調達先の設備や操業等に関する事故等に

よって、業績に影響を受ける可能性がある。 

(5) 資金調達に対する金利の変動 

資金調達に対する金利の変動により、業績に影響を受ける可能性がある。ただし、有利子負債の大部

分は固定金利で調達していることから、金利変動による影響は限定的である。 

(6) 自然災害・事故等による影響 

地震等の自然災害や事故等により、当社グループ及びお客さま設備に被害が発生した場合、業績に影

響を受ける可能性がある。 

(7) ガス消費機器・設備のトラブルによる影響 

ガス消費機器・設備に重大なトラブルが発生した場合、業績に影響を受ける可能性がある。 

(8) 情報漏洩 

お客さまの個人情報が外部へ漏洩した場合、対応に要する費用に加え、社会的信用力の低下等によ

り、業績に影響を受ける可能性がある。 

(9) 規制緩和の進展に伴うエネルギー間競争の激化・制度変更について 

① 競争激化 

規制緩和による自由化範囲の拡大は、新たなビジネスチャンスである反面、競争によるお客さまの

離脱や販売価格低下のリスクも併存する。 

② 制度変更 

都市ガス事業及び簡易ガス事業は、ガス事業法上、合併・解散・事業の休廃止・事業又は設備の譲

渡及び譲受・ガス料金・その他の供給条件等について、経済産業大臣又は中国経済産業局長に対し届

出を行い、許認可を受けるものがある。 

また、事業遂行について、ガス事業法その他の法令や制度等に従っているため、規制緩和によるそ

れら法令・制度の変更が、対応コスト発生等の影響を及ぼす可能性がある。 

  



５ 【経営上の重要な契約等】 

該当する事項はない。 

  

６ 【研究開発活動】 

当社グループ(当社及び連結子会社)における研究開発活動は、主に連結財務諸表を作成する当社がガス

事業について行っており、当連結会計年度における研究開発費の総額は130百万円である。 

当社はガスの製造・供給技術及び新規のガス利用技術の調査・導入に関する研究開発に取り組んでい

る。これまでにもガス空調システム、天然ガス自動車、ガスコージェネレーションシステム等の技術調

査、導入・試験研究を実施するとともに、㈳日本ガス協会、同業他社及びメーカーとの共同開発を通じ、

地方のニーズに対応した幅広い活動を行ってきたが、技術研究体制の更なる強化を目的とし平成13年度に

技術研究所を設立した。 

技術研究所の主要取組みテーマは、家庭用燃料電池を筆頭に省エネ性、環境特性等に優れた小型ガスコ

ージェネレーションシステム及び家庭用・業務用・工業用ガス消費機器に係る調査や試験研究を行う「ガ

ス利用技術」、ガスの製造・供給設備に係るコストダウンや新工法の開発検討等を行う「供給インフラ技

術」、資源循環利用、温室効果ガス発生抑制等の「環境技術」の３分野を柱に進めている。 

応用的な研究開発を主体とし新技術の蓄積・開発を図るとともに、生活環境に係るエネルギー利用実態

調査や新型機器を中心とした評価研究、ガス消費機器の効率的利用方法の検証、試験データをベースとし

た家庭用ガスコージェネレーションシステム等の導入効果シミュレーションソフトの開発及び省エネ・低

コスト型の業務用ガス機器開発等にも取り組んでいる。また、地域の産学官連携等の共同研究及び研究会

にも積極的に参画しているが、これらの社外会議でも、家庭用燃料電池や天然ガスからの水素製造・供給

が占めるウエイトは大きく、天然ガス利用技術と絡めながら社内外への情報発信を行っている。そして、

研究開発を通じて得た知見を基に、営業部門と連携し、お客さまにより快適な暮らしをご提案するととも

に、クリーンエネルギー天然ガスの普及に努めている。さらには、地球温暖化対策の一環として、天然ガ

スを熱源としたエコ・リサイクル技術研究や石炭乾留技術を応用したバイオマス等の炭化・乾留ガス利用

研究、バイオガス専燃ロータリーエンジンコージェネレーションシステム開発、天然ガスハイドレード利

用研究等、未利用エネルギーの実用化に向けた共同開発を行うとともに、㈳日本ガス協会を通じて将来の

水素社会構築に備えた供給システムや水素の挙動特性等の技術調査等にも取り組んでいる。 

  



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

(1) 経営成績の分析 

当社グループの当連結会計年度の売上高は、ガス事業の売上高増加等により、前連結会計年度に比べ

2,028百万円増加(＋2.6％)の80,942百万円となった。  

 利益については、原材料費の増加はあったが、経営全般にわたる効率化等により、営業利益が前連結

会計年度に比べ185百万円増加(＋12.1％)の1,722百万円、経常利益が前連結会計年度に比べ237百万円

増加(＋13.2％)の2,040百万円となった。当期純利益は前連結会計年度に比べ339百万円増加(＋42.7％)

の1,136百万円となった。  

なお、事業別の売上高及び営業利益の概況については、「第２ 事業の状況 １ 業績等の概要」に

記載している。 

  

(2) 経営成績に重要な影響を与える要因 

当社グループの中心であるガス事業の性質上、天候における気温・水温の変動は、ガスの需要に大き

く影響する。この気温・水温の影響については、デリバティブ商品等の活用により、その一部をヘッジ

している。 

また、為替や原油価格の変動は、原料価格に大きく影響する。この原料価格については、原油価格に

関するスワップ等の活用により、そのリスクをヘッジしている。 

デリバティブ取引については、実需に基づくリスクヘッジを目的としており、投機目的でのデリバテ

ィブ取引は行っていない。また、当社グループでは、デリバティブ取引の市場価値について定期的な評

価を行い、市場リスクを継続的に監視している。これらのデリバティブについては、内部規程に定めた

要件に従い、信用力があると判断できる金融機関等とのみ取引を行うこととしており、取引先に係る信

用リスクは僅少であると考えている。 

  

(3) 財政状態の分析 

① 貸借対照表の分析 

当社グループの当連結会計年度末の総資産は、前連結会計年度末に比べ5,197百万円減少(△4.3％)

の114,544百万円となった。 

固定資産は、前連結会計年度末に比べ196百万円増加(＋0.2％)の83,559百万円となった。 

流動資産は、原油価格変動等のリスクヘッジによるデリバティブ債権の減少や現金及び預金の圧縮

等により、前連結会計年度末に比べ5,394百万円減少(△14.8％)の30,984百万円となった。 

当連結会計年度末の負債合計は、前連結会計年度末に比べ12,373百万円減少(△13.9％)の76,576百

万円となった。 

固定負債は、前連結会計年度末に比べ37百万円増加(＋0.1％)の48,203百万円となった。 

流動負債は、デリバティブ債権の相手勘定である繰延ヘッジ利益が純資産の部へ移行したこと等に

より、前連結会計年度末に比べ12,411百万円減少(△30.4％)の28,373百万円となった。 

当連結会計年度末の純資産合計は、負債の部からの移行による繰延ヘッジ損益5,891百万円があ

り、37,967百万円となった。 

この結果、当連結会計年度末の自己資本比率は、32.2％となった。 

  



② キャッシュ・フローの分析 

当社グループの資金状況は、営業活動によるキャッシュ・フローが、預り金残高の減少等により、

前連結会計年度に比べ5,553百万円減少の5,882百万円となった。投資活動によるキャッシュ・フロー

は有形固定資産の取得による支出が減少したこと等により、前連結会計年度に比べ1,988百万円増加

の8,328百万円の支出となった。財務活動によるキャッシュ・フローは、コマーシャル・ペーパーが

減少したこと等により、前連結会計年度に比べ826百万円減少の68百万円となった。  

これらの結果、現金及び現金同等物の当連結会計年度末残高は、前連結会計年度末と比べ2,377百

万円減少の4,632百万円となった。 

  

当社グループのキャッシュ・フロー指標は次のとおりである。 

  

 
(注) １ 各指標はいずれも連結ベースの財務数値により、以下の方法で計算している。 

     自己資本比率：自己資本／総資産 

     時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

     キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

     インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

２ 株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算している。キャッシュ・フローは、連結キ

ャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを利用している。有利子負債は連結貸借対

照表に計上されている負債のうち、利子を支払っている全ての負債を対象としている。 

  

(4) 経営者の問題認識と今後の方針について 

当社グループを取り巻くエネルギー業界は、原油価格の高騰に伴う原料費の上昇に加え、規制緩和の

進展により、業種や地域といった既存の枠組みを超えてのサービス、価格競争が一段と厳しくなってい

る。ガス事業においては、平成19年４月に４回目の自由化範囲の拡大に伴うガス事業法の改正が行わ

れ、取り巻く環境は大変厳しいものであるといえる。 

 当社グループは、こうした厳しい経営環境を踏まえ、平成17年度からの新３ヶ年計画「創生２００

５」の最終年に当たる平成19年度中期経営計画を策定した。今後も経営諸課題に対し、積極的に取り組

んで行くことでグループの企業価値を向上させ、お客さまに選択いただける会社を目指していく。  

  

前連結会計年度 当連結会計年度

自己資本比率(％) 24.9 32.2

時価ベースの自己資本比率(％) 22.0 18.0

キャッシュ・フロー対有利子負債比率(年) 4.7 8.6

インタレスト・カバレッジ・レシオ(倍) 11.6 6.8



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当社グループ(当社及び連結子会社)では需要の拡大を基本戦略として、当連結会計年度はガス事業を中

心に全体で7,682百万円の設備投資(有形固定資産及び無形固定資産への投資)を行った。 

製造設備においては、天然ガスの安定供給のために東広島製造所の建設等への投資を行った。 

供給設備においては、天然ガスの普及拡大のための営業開発工事、保安確保及び供給能力増強のための

供給改善工事等への投資を行った。その結果、前連結会計年度に比べ本支管は30km増加し、当連結会計年

度末延長数は3,946kmとなった。 

 また、連結子会社である瀬戸内パイプライン㈱において、天然ガス輸送幹線等の建設を行った。 

無形固定資産においては、お客さまの多様なニーズに対応するためにお客さま情報管理システムの構築

を行い、平成19年１月に運用を開始した。 

その結果、ガス事業における設備投資金額は6,989百万円であり、ガス事業以外の事業においては、記

載すべき重要な投資はない。 

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

  

２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 帳簿価額のうち「その他」は、構築物、船舶、工具器具備品及び無形固定資産等であり、建設仮勘定を含ん

でいない。また、金額には消費税等は含まれていない。 

２ 連結会社以外への主な賃貸設備は< >で内書している。 

３ 連結会社以外からの主な賃借設備は次のとおりである。 

  

 
  

事業所名 
(所在地)

事業の種
類別セグ
メントの
名称

設備の 
内容

帳簿価額(百万円) 従業
員数 
(名)土地 

(面積千㎡)
建物 機械装置 導管

ガス
メーター

その他 合計

廿日市工場 
(広島県 
廿日市市他)

ガス事業
及び 
その他の
事業

製造設備
及び 
その他の
事業設備

1,881
(53)
<16>

933 3,331 ― ― 14,642
20,788

<16>
44

備後工場 
(広島県三原市)

ガス事業 製造設備
637
(38)

189 580 ― ― 101 1,508 15

東広島製造所 
(広島県 
東広島市)

ガス事業 製造設備
74
(6)

16 467 ― ― 64 623 5

広島地区 
(広島市南区他)

ガス事業
供給設備
及び 
業務設備

767
(43)
<0>

653
<0>

667 19,111 22 2,833
24,056

<0>
377

呉地区 
(広島県呉市他)

ガス事業
供給設備
及び 
業務設備

54
(8)
<0>

86
<19>

123 4,239 6 33
4,543
<19>

35

尾道地区 
(広島県尾道市 
他)

ガス事業
供給設備
及び 
業務設備

302
(26)
<31>

111
<0>

335 3,065 5 22
3,842
<32>

24

本社地区 
(広島市南区他)

ガス事業 
及び全社

業務設備
907
(83)
<67>

1,010
<0> 

78 ― ― 371
2,367
<68>

155

事業所名 

(所在地)

事業の種類別 

セグメントの名称
設備の内容

年間リース料 

(百万円)

本社地区 

(広島市南区)
全社

業務設備 

ＯＡ機器等
126

廿日市工場 

(広島県廿日市市)
ガス事業

製造設備 

廿日市工場第２ＬＮＧ貯槽
449



(2) 国内子会社 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 帳簿価額のうち「その他」は、構築物、工具器具備品及び無形固定資産等であり、建設仮勘定を含んでいな

い。また、金額には消費税等は含まれていない。 

２ 連結会社以外への主な賃貸設備は<  >で内書している。 

  

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

当社グループ(当社及び連結子会社)の当連結会計年度末現在における設備の新設、除却等については、

主に当社がガス事業について計画しており、重要な設備の新設等の計画は次のとおりである。また、重要

な設備の除却等の計画はない。 

当社における平成19年度の設備投資額は3,700百万円を計画しており、その資金については、自己資金

1,200百万円、借入金2,500百万円でまかなう予定である。 

  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

  

会社名
事業所名 
(所在地)

事業の種
類別セグ
メントの
名称

設備の 
内容

帳簿価額(百万円) 従業
員数 
(名)土地 

(面積千㎡)
建物 機械装置 導管 その他 合計

広島ガスプ
ロパン㈱

物流センター 
(広島県安芸郡 
海田町)

ＬＰＧ事
業

その他の
事業設備

―
378
<36>

278 ― 169
825
<36>

47

福山支店 
(広島県福山市)

ＬＰＧ事
業

その他の
事業設備

97
(5)

93 1 ― 33 226 4

岡山支店 
(岡山県岡山市)

ＬＰＧ事
業

その他の
事業設備

73
(9)

101
<15>

11 ― 14
200
<15>

1

北部センター 
(広島市 
安佐南区)

ＬＰＧ事
業

その他の
事業設備

―
83

<24>
― ― 2

85
<24>

22

呉センター 
(広島県呉市)

ＬＰＧ事
業

その他の
事業設備

―
117
<64>

44 ― 21
183
<64>

0

東広島センター 

(広島県 

東広島市)

ＬＰＧ事
業

その他の
事業設備

65
（8)

200
<52>

― ― 26
291
<52>

7

三次支店 

(広島県三次市)
ＬＰＧ事
業

その他の
事業設備

80
(6)

79
<24>

12 ― 8
180
<24>

7

広島ガス開
発㈱

広島ガス開発㈱ 
(広島市南区)

その他の
事業

その他の
事業設備

318
(0)

1 1 ― 16 337 94

広島ガステ
クノ㈱

広島ガステクノ
㈱ 
(広島県安芸郡 
海田町)

その他の
事業

その他の
事業設備

― 115 452 ― 3 571 15

瀬戸内パイ
プライン㈱

水島事業所 
(岡山県倉敷市)

ガス事業
製造設備
及び 
供給設備

― 84 6,548 ― 42 6,674 3

広島ガスエ
ナジー㈱

広島ガスエナジ
ー㈱ 
(鳥取県米子市)

ＬＰＧ事
業

その他の
事業設備

241
(12)

69 26 25 72 435 51

会社名
事業所名 
(所在地)

事業の種
類別セグ
メントの
名称

設備の 
内容

投資予定額(百万円)
資金調
達方法

着手年月
完了予定 
年月

完成後の
増加能力

総額 既支払額

提出会社

広島地区他 
(広島市 
南区他)

ガス事業 営業開発投資 1,600 ―
自己資金及び
借入金

平成19年４月 平成20年３月 ―

広島地区他 
(広島市 
南区他)

ガス事業 供給改善投資 1,304 ―
自己資金及び
借入金

平成19年４月 平成20年３月 ―

東広島製造
所 
(広島県 
東広島市)

ガス事業
ＬＮＧ貯蔵設備
及び気化設備

1,105 742
自己資金及び
借入金

平成17年12月 平成19年９月
製造能力 

696千ｍ3／日



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当する事項はない。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当する事項はない。 

  
  
(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
(注) １ 転換社債の株式転換による増加である。 

２ 転換社債の株式転換による増加である。ただし、資本準備金増減額のうち３百万円は、平成15年12月１日付

で広島ガス不動産㈱を吸収合併したことによる増加である。 

  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 240,000,000

計 240,000,000

種類
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成19年３月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年６月27日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 61,995,590 61,995,590
東京証券取引所
(市場第二部)

―

計 61,995,590 61,995,590 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成14年４月１日～
平成15年３月31日
(注)１

59,700 60,726,959 7 3,121 7 698

平成15年４月１日～
平成16年３月31日
(注)２

1,268,631 61,995,590 169 3,291 173 871



(5) 【所有者別状況】 

平成19年３月31日現在 

 
(注) 自己株式2,659,915株は「個人その他」欄に2,659単元、「単元未満株式の状況」欄に915株含まれている。 

  

(6) 【大株主の状況】 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 株式会社広島銀行の所有株式数には、株式会社広島銀行が退職給付信託の信託財産として拠出している当社

株式2,430千株(発行済株式総数に対する割合3.91％)を含んでいる(株主名簿上の名義は「日本マスタートラス

ト信託銀行株式会社(退職給付信託口・広島銀行口)」であるが、当該株式は、信託約款の定めにより、株式会

社広島銀行が議決権の指図権を留保している)。 

２ 上記のほか、当社所有の自己株式2,659千株(発行済株式総数に対する所有株式数の割合4.29％)がある。 

  

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)
単元未満
株式の状況

(株)
政府及び 
地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数 
(人)

0 24 7 78 4 0 1,640 1,753 ―

所有株式数 
(単元)

0 18,423 397 25,578 9 0 17,193 61,600 395,590

所有株式数 
の割合(％)

0.00 29.91 0.64 41.52 0.02 0.00 27.91 100 ―

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

岩谷産業株式会社 大阪市中央区本町三丁目４番８号 7,607 12.27

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内二丁目１番１号 3,855 6.21

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 2,970 4.79

株式会社広島銀行 広島市中区紙屋町一丁目３番８号 2,840 4.58

第一生命保険相互会社 東京都千代田区有楽町一丁目13番１号 2,540 4.09

三菱商事株式会社 東京都千代田区丸の内二丁目３番１号 2,091 3.37

米 田 正 幸 広島市西区 1,951 3.14

広島電鉄株式会社 広島市中区東千田町二丁目９番29号 1,860 3.00

西部瓦斯株式会社 福岡市博多区千代一丁目17番１号 1,420 2.29

双日株式会社 東京都港区赤坂六丁目１番20号 1,350 2.17

計 ― 28,484 45.94



(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年３月31日現在 

 
(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式915株が含まれている。 

  
② 【自己株式等】 

平成19年３月31日現在 

 
  

(8) 【ストックオプション制度の内容】 

該当する事項はない。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式 2,659,000
― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 58,941,000 58,941 ―

単元未満株式 普通株式 395,590 ― 一単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 61,995,590 ― ―

総株主の議決権 ― 58,941 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
広島ガス株式会社

広島市南区皆実町 
二丁目７番１号

2,659,000 0 2,659,000 4.28

計 ― 2,659,000 0 2,659,000 4.28



２ 【自己株式の取得等の状況】 
  

   
(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

    該当する事項はない。 

  

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

    該当する事項はない。 

  

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

  

 
(注) 「当期間における取得自己株式」には、平成19年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取りによる株式数は含めていない。 

  

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

  

 
(注) 当期間における「その他(単元未満株式の売渡請求)」には、平成19年６月１日から有価証券報告書提出日まで

の単元未満株式の売渡しによる株式数は含めていない。また、当期間における「保有自己株式数」には、平成19

年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り及び売渡しによる株式数は含めていない。 

  

【株式の種類等】 会社法第155条第７号による普通株式の取得

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

当事業年度における取得自己株式 12,244 4,539

当期間における取得自己株式 7,890 2,730

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(千円)
株式数(株)

処分価額の総額 
(千円)

引き受ける者の募集を行った 
取得自己株式

2,100,000 766,500 ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る 
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他(単元未満株式の売渡請求) 1,441 508 991 345

保有自己株式数 2,659,915 ― 2,666,814 ―



３ 【配当政策】 

当社は、財務体質と経営基盤の強化を図りつつ、株主に対する利益還元を重要な政策と位置付け、安定

配当を継続してきた。今後とも徹底した経営効率化を進め積極的な営業活動を展開し、安定配当の継続を

基本方針とし、将来を見据えた設備投資や研究開発、財務状態や利益水準等を総合的に勘案することとし

ている。 

当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を基本的な方針としており、配当の決定機関は

取締役会である。 

当事業年度の剰余金の配当については、当事業年度の業績、経営環境その他諸般の事情を勘案して、１

株当たり２円50銭とし、中間配当金(２円50銭)と合わせて５円とした。 

内部留保資金については、製造・供給基盤の整備等の設備資金に充当する。 

なお、当社は株主総会決議によらず取締役会決議により剰余金の配当を行う旨を定款に定めている。 

  

(注) 基準日が当事業年度に属する剰余金の配当 
  

 
  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものである。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものである。 

  

決議
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

平成18年11月９日 取締役会 143 2.50

平成19年５月14日 取締役会 148 2.50

回次 第149期 第150期 第151期 第152期 第153期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

最高(円) 285 300 425 559 469

最低(円) 215 242 273 376 340

月別 平成18年10月 11月 12月 平成19年１月 ２月 ３月

最高(円) 417 395 400 362 362 358

最低(円) 376 376 352 345 345 340



５ 【役員の状況】 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

代表取締役

 
社長 

執行役員

深 山 英 樹 昭和16年10月25日生

昭和39年３月 当社入社

(注)３ 38

平成４年４月 総合企画部専門部長

  ４年６月 取締役総合企画部長

  ７年６月 取締役総合管理本部副本部長兼総務

人事部長

  11年６月 常務取締役総合管理本部長

  12年６月 専務取締役総合管理本部長

  13年６月 代表取締役社長

  17年６月 広島ガスサービス㈱取締役会長(兼

任)(現)

  17年６月 広島ガスリビング㈱取締役会長(兼

任)(現)

  17年６月 広島ガスメイト㈱取締役会長(兼任)

(現)

  19年６月 当社代表取締役社長執行役員(現)

  19年６月 広島ガスプロパン㈱取締役会長(兼

任)(現)

代表取締役

副社長 

執行役員

小 田 聖 義 昭和19年６月３日生

昭和38年３月 当社入社

(注)３ 21

  63年６月 営業本部営業管理部長

平成11年６月 取締役総合管理本部副本部長兼総務

人事部長

  14年６月 取締役退任

  17年６月 取締役

  17年11月 取締役経営改革統括本部長代行

  18年４月 取締役副社長

  18年６月 瀬戸内パイプライン㈱代表取締役社

長(兼任)(現)

  19年６月 当社代表取締役副社長執行役員(現)

  19年６月 広島ガス開発㈱代表取締役会長(兼

任)(現)

取締役

常務 

執行役員

経営統括 
本部長

茂 見 孝 雄 昭和20年１月19日生

昭和44年４月 日本開発銀行(現日本政策投資銀行)

入行

(注)３ 19

平成８年５月 同審議役

  ８年７月 当社入社 総合企画部理事

  ９年６月 取締役事業開発部長

  12年６月 取締役総合企画部長

  13年６月 常務取締役総合企画部長

  14年６月 常務取締役経営企画部長

  16年４月 常務取締役

  17年11月 常務取締役経営改革統括本部長

  18年４月 常務取締役経営統括本部長

  19年６月 取締役常務執行役員経営統括本部長

(現)

取締役

常務 

執行役員

武 田 英 夫 昭和23年７月27日生

昭和46年３月 当社入社

(注)３ 29

平成６年４月 天然ガス転換本部転換推進部長

  11年６月 取締役天然ガス転換本部長

  14年６月 取締役人事部長

  16年４月 常務取締役経営企画部長

  17年６月 常務取締役

  17年11月 常務取締役原料対策本部長

  18年４月 常務取締役

  19年６月 取締役常務執行役員(現)

取締役 
 

常務 
執行役員

導管事業部長 山 本 敏 昭 昭和23年11月11日生

昭和49年３月 当社入社

(注)３ 14

平成10年４月 製造本部廿日市工場長

  16年４月 執行役員廿日市工場長

  17年６月 取締役導管事業部長

  19年６月 取締役常務執行役員導管事業部長

(現)



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役 
 

常務 
執行役員

エネルギー 
事業部長

中 丸 直 明 昭和25年７月27日生

昭和49年３月 当社入社

(注)３ 12

平成10年６月 秘書部長

  16年４月 執行役員総務部長

  17年６月 取締役総務部長

  18年４月 取締役経営統括本部総務部長

  19年６月 取締役常務執行役員エネルギー事業

部長(現)

取締役

執行役員

エネルギー 
事業部 

副事業部長
上 総 英 司 昭和25年12月23日生

昭和49年３月 当社入社

(注)３ 12

平成13年６月 営業本部都市エネルギー営業部長

  16年４月 執行役員エネルギー事業部営業計画

部長

  17年６月 取締役エネルギー事業部副事業部長

  19年６月 取締役執行役員エネルギー事業部副

事業部長(現)

取締役 
 

執行役員

経営統括本部
経営企画部長

佐 伯 正 夫 昭和27年１月４日生

昭和51年４月 当社入社

(注)３ 25

平成11年６月 秘書部長

  16年４月 執行役員経理部長

  18年４月 執行役員経営統括本部経営企画部長

  19年６月 取締役執行役員経営統括本部経営企

画部長(現)

取締役 領 木 新一郎 昭和５年１月22日生

昭和29年４月 大阪瓦斯㈱入社

(注)３ ―

平成３年１月 同代表取締役社長

  10年６月 同代表取締役会長

  15年６月 同相談役(現)

  17年６月 当社取締役(現)

取締役 大 田 哲 哉 昭和15年12月23日生

昭和38年３月 広島電鉄㈱入社

(注)３ ―
平成８年４月 同代表取締役社長(現)

  15年６月 当社監査役

  17年６月 当社取締役(現)

取締役 角 廣   勲 昭和19年１月１日生

昭和42年４月 ㈱広島銀行入行

(注)３ ―平成18年６月 同代表取締役頭取(現)

  19年６月 当社取締役(現)

取締役 山 下   隆 昭和18年11月20日生

昭和41年４月 中国電力㈱入社

(注)３ ―平成18年６月 同代表取締役社長(現)

  19年６月 当社取締役(現)

常勤監査役 神 田 正 和 昭和23年２月29日生

昭和46年３月 当社入社

(注)４ 26

平成８年４月 秘書部長

  10年６月 取締役総合管理本部副本部長兼経理

購買部長

  12年６月 常勤監査役(現)

  12年６月 広島ガス開発㈱監査役(兼任)(現)

  12年６月 広島ガスサービス㈱監査役(兼任)

(現)

  12年６月 広島ガスリビング㈱監査役(兼任)

(現)

  12年６月 広島ガスメイト㈱監査役(兼任)(現)

  12年６月 広島ガステクノ㈱監査役(兼任)(現)

  15年５月 瀬戸内パイプライン㈱監査役(兼任)

(現)

常勤監査役 桂   秀 昭 昭和28年12月２日生

昭和51年４月 当社入社

(注)４ 10平成17年４月 秘書部長

  19年６月 常勤監査役(現)

監査役 平 山 良 明 昭和６年11月４日生

昭和29年４月 西部瓦斯㈱入社

(注)５ ―
平成10年６月 同代表取締役社長

  15年６月 同代表取締役会長(現)

  17年６月 当社監査役(現)

監査役 武 井 康 年 昭和26年４月２日生
昭和54年４月 弁護士登録(現)

(注)５ ―
平成17年６月 当社監査役(現)

計 209



(注) １ 取締役 領木新一郎、大田哲哉、角廣 勲及び山下 隆は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であ

る。 

２ 監査役 平山良明及び武井康年は、会社法第２条第16号に定める社外監査役である。 

３ 取締役の任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成20年３月期に係る定時株主総会終結

の時までである。 

４ 監査役 神田正和及び桂 秀昭の任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成23年３月期

に係る定時株主総会終結の時までである。 

５ 監査役 平山良明及び武井康年の任期は、平成17年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成21年３月期

に係る定時株主総会終結の時までである。 

６ 当社は、執行役員制度を導入している。執行役員(取締役兼務者は除く)は次のとおりである。 

 
７ 当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項に定める補欠監査

役を１名選任している。補欠監査役の略歴は次のとおりである。 
  

 
  (注) 補欠監査役の任期は、就任した時から退任した監査役の任期の満了の時までである。 

  

６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、「お客さま、地域社会、株主の皆さまの信頼に応える行動を通じて、選択される企業を目指

す」という経営方針のもと、継続的な企業価値の向上を図るべく、経営の健全性・透明性の確保に向け

た実効性あるコーポレート・ガバナンスの充実に取り組んでいく。 

  

(2) コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

当社の取締役会は、有価証券報告書提出日現在において社外取締役４名を含む取締役12名から構成さ

れている。社外取締役選任の目的は、経営の透明性、業務執行監督機能の強化、充実を図ることにあ

る。  

併せて、執行役員制度を採用し、大幅な権限委譲のもと、経営と執行の分離意識を高め、経営の意思

決定の効率化、迅速化を図っている。 

 また、社外取締役と業務執行を担う取締役の責任を明確にするため、平成19年６月26日をもって執行

役員制度の改定を実施している。 

なお、取締役の定員は15名以内としており、取締役及び執行役員の任期については、事業年度におけ

る各々の責任を明確にするため、１年としている。 

当社の監査役会は４名で構成されており、その内２名は社外監査役である。各監査役は、監査役会が

定めた監査方針及び監査計画等に基づき実施する調査や取締役会等の重要な会議へ出席し、業務及び財

産の状況調査を通じて、取締役の業務執行を監査している。また、子会社については、必要に応じて子

会社から営業の報告を求めるとともに、業務及び財産の状況を調査している。 

内部監査部門として、社長直属の監査部(４名)を設置している。監査部は年間監査計画等に基づき、

業務活動が法令、内部規程等に則り適正かつ効率的に実施されているか監査し、その結果を社長及び監

査役に報告するとともに、社内組織に助言・勧告を行っている。 

社外取締役である角廣勲は、㈱広島銀行の代表取締役頭取であり、当社は同行との間に定型的な銀行

取引がある。また、社外取締役である山下隆は、中国電力㈱の代表取締役社長であり、当社は同社と一

部の取引(エネルギー供給等)につき競業関係にある。なお、その他の社外取締役２名及び社外監査役２

名と当社との間には特別な人的関係、資本取引関係又は取引関係その他の利害関係はない。 

導管事業部供給設備部長 堂 本 慎 一

原料部長 田 村 興 造

経営統括本部経営企画部経営調査担当部長 小 寺   豊

経営統括本部総務部長兼総務部法務室長 中 村   治

氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数 

(千株)

片 木 晴 彦 昭和31年８月７日生

平成８年４月 広島大学法学部教授

(注) ―  12年４月 広島大学大学院社会科学研究科教授

  16年４月 同法務研究科教授(現)



また、当社は、社外取締役４名及び社外監査役２名との間において、会社法第423条第１項の賠償責

任を法令の定める限度まで限定する契約を締結している。 

会計監査人については、あずさ監査法人と監査契約を締結している。監査役と会計監査人は監査方針

及び監査報告等について定期的に会合を持ち、意見交換を行っている。当社の会計監査業務を執行した

公認会計士は濱田芳弘及び宮本敬久であり、あずさ監査法人に所属している。また、当社の会計監査業

務に係る補助者は、公認会計士５名、会計士補１名、その他１名である。  

当社では、コンプライアンス体制を構築するため、その体制の核となる企業倫理委員会を設置し、社

員相談報告制度も併せて開設している。この相談窓口には、本制度の実効性・透明性を高めるため、社

外の弁護士２名も加えており、法令違反等によるリスクの発生を未然に防止し、組織の自浄作用の強化

を図っている。 

また、個人情報保護体制の一層の強化を図るため、「広島ガス情報セキュリティ理念」を定め、人

的・物理的・技術的セキュリティを強化した新たな情報管理体制を構築している。 

当社は、平成17年６月に導入し、昨年５月に再導入した、当社の企業価値を破壊するおそれのある買

収(以下、「不適切な買収」という。)を未然に防止することを目的とした、事前警告型買収防衛策「停

止条件付ライツ・プラン」(以下、「本ライツ・プラン」という。)について、株主の総体的な意思をよ

り明確に反映するため、平成19年６月26日開催の定時株主総会において再導入している。 

 本ライツ・プランにおいては、その客観性と合理性を確保するため、「停止条件付ライツ・プランの

運用に関するガイドライン」(以下、「本ガイドライン」という。)において発動又は不発動の基準等を

定めるとともに、当社取締役会から独立した第三者機関として、独立委員会を設置する旨を定めてい

る。独立委員会は、不適切な買収が行われたとき(行われようとしたときを含む。)、本ガイドライン等

に定める所定の手続きに従って、当社取締役会に対し、本ライツ・プランの発動又は不発動を勧告す

る。 

当社取締役会は、独立委員会の勧告を最大限尊重し、発動又は不発動の決議を行う。なお、当社取締

役会は、本ライツ・プランの発動を決議した場合であっても、買収者から合理的かつ妥当な買収提案が

なされたと自ら判断し、又は独立委員会からかかる勧告がなされた場合等においては、独立委員会の意

見又は勧告を尊重した上で、本ライツ・プランの発動の中止等を決定することができる。 

  

(3) 剰余金の配当等の決定機関 

当社は、機動的な配当の実施を可能にするため、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める

事項については、法令に別段の定めがある場合を除き、株主総会決議によらず取締役会決議により定め

ることとする旨を定款に定めている。 

  

(4) 役員報酬の内容 

 
  

(5) 監査報酬の内容 

 
  

  

取締役に支払った報酬 129百万円(うち社外取締役 20百万円)

監査役に支払った報酬 28百万円(うち社外監査役 ９百万円)

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 17百万円

上記以外の報酬 ―百万円



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省

令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)及び「ガス事業会計規則」(昭和29年通商産業省令第15

号)に準拠して作成している。 

なお、前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則

及びガス事業会計規則に基づき、当連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改

正後の連結財務諸表規則及びガス事業会計規則に基づいて作成している。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下、「財務諸表等規則」という。)及び「ガス事業会計規則」(昭和29年通商産業省令第15号)に

準拠して作成している。 

なお、前事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則及びガ

ス事業会計規則に基づき、当事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の財務

諸表等規則及びガス事業会計規則に基づいて作成している。 

  

(3) 当社の連結財務諸表及び財務諸表に掲記される科目その他の事項の金額は、従来、千円単位で記載し

ていたが、当連結会計年度及び当事業年度より百万円単位で記載することに変更した。 

なお、比較を容易にするため、前連結会計年度及び前事業年度についても百万円単位に組替表示して

いる。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月

31日まで)及び前事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)の連結財務諸表及び財務諸表に

ついては、中央青山監査法人により監査を受け、当連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31

日まで)及び当事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)の連結財務諸表及び財務諸表につ

いては、あずさ監査法人により監査を受けている。 

なお、当社の監査人は次のとおり交代している。 

 前連結会計年度及び前事業年度        中央青山監査法人(現 みすず監査法人) 

 当連結会計年度及び当事業年度        あずさ監査法人 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  
前連結会計年度

(平成18年３月31日)
当連結会計年度 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 固定資産

 (1) 有形固定資産 ※１

  １ 製造設備 23,364 23,358

  ２ 供給設備 29,585 33,870

  ３ 業務設備 3,940 3,736

  ４ その他の事業設備 6,940 7,175

  ５ 建設仮勘定 5,865 599

   有形固定資産合計 69,696 58.2 68,740 60.0

 (2) 無形固定資産 2,127 1.8 2,824 2.4

 (3) 投資その他の資産

  １ 投資有価証券 ※２ 8,820 9,430

  ２ 長期貸付金 44 45

  ３ 繰延税金資産 1,408 1,136

  ４ その他の投資 ※３ 1,421 1,547

    貸倒引当金 △156 △165

   投資その他の資産合計 11,539 9.6 11,994 10.5

   固定資産合計 83,362 69.6 83,559 72.9

Ⅱ 流動資産

  １ 現金及び預金 7,215 4,838

  ２ 受取手形及び売掛金 ※４ 11,590 11,314

  ３ たな卸資産 3,074 4,328

  ４ 繰延税金資産 654 ―

  ５ デリバティブ債権 11,967 9,253

  ６ その他の流動資産 2,176 1,493

    貸倒引当金 △300 △243

   流動資産合計 36,379 30.4 30,984 27.1

   資産合計 119,742 100.0 114,544 100.0



前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 固定負債

  １ 社債 22,000 19,000

  ２ 長期借入金 19,694 23,839

  ３ 退職給付引当金 5,129 4,442

  ４ 役員退職慰労引当金 518 ―

  ５ ガスホルダー修繕 
    引当金

449 437

  ６ 保安対策引当金 ― 121

  ７ その他の固定負債 374 362

   固定負債合計 48,165 40.2 48,203 42.1

Ⅱ 流動負債

  １ １年以内に期限到来の 
    固定負債

4,369 5,788

  ２ 支払手形及び買掛金 ※４ 9,827 11,049

  ３ 短期借入金 30 30

  ４ 未払法人税等 765 992

  ５ 繰延税金負債 ― 2,391

  ６ 預り金 5,040 2,395

  ７ コマーシャル・ 
    ペーパー

3,000 ―

  ８ 繰延ヘッジ利益 11,967 ―

  ９ その他の流動負債 5,783 5,725

   流動負債合計 40,784 34.1 28,373 24.8

   負債合計 88,950 74.3 76,576 66.9

(少数株主持分)

  少数株主持分 1,012 0.8 ― ―

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※５ 3,291 2.8 ― ―

Ⅱ 資本剰余金 872 0.7 ― ―

Ⅲ 利益剰余金 24,298 20.3 ― ―

Ⅳ その他有価証券評価差額金 2,781 2.3 ― ―

Ⅴ 自己株式 ※６ △1,465 △1.2 ― ―

   資本合計 29,779 24.9 ― ―

   負債、少数株主持分 
   及び資本合計

119,742 100.0 ― ―



 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

  １ 資本金 ― 3,291

  ２ 資本剰余金 ― 990

  ３ 利益剰余金 ― 25,068

  ４ 自己株式 ― △821

   株主資本合計 ― ― 28,530 24.9

Ⅱ 評価・換算差額等

  １ その他有価証券 
    評価差額金

― 2,500

  ２ 繰延ヘッジ損益 ― 5,891

   評価・換算差額等合計 ― ― 8,392 7.3

Ⅲ 少数株主持分 ― ― 1,045 0.9

   純資産合計 ― ― 37,967 33.1

   負債純資産合計 ― ― 114,544 100.0



② 【連結損益計算書】 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 78,913 100.0 80,942 100.0

Ⅱ 売上原価 54,819 69.5 56,966 70.4

  売上総利益 24,093 30.5 23,976 29.6

Ⅲ 供給販売費及び一般管理費

 １ 供給販売費 ※1,2 17,891 17,442

 ２ 一般管理費 ※1,2 4,665 22,556 28.6 4,811 22,253 27.5

  営業利益 1,536 1.9 1,722 2.1

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 102 21

 ２ 受取配当金 70 93

 ３ 賃貸料 119 137

 ４ 持分法による投資利益 99 58

 ５ 熱量変更支援収入 539 547

 ６ 雑収入 403 1,334 1.7 389 1,247 1.5

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 986 844

 ２ 雑支出 81 1,068 1.3 84 929 1.1

  経常利益 1,803 2.3 2,040 2.5

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ※３ ― 98

 ２ 投資有価証券売却益 207 50

 ３ 関係会社株式売却益 ― 35

 ４ 未決算特別勘定取崩益 145 352 0.4 38 223 0.3

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産売却損 ※４ ― 1

 ２ 固定資産減損損失 ※５ 123 ―

 ３ 投資有価証券評価損 132 11

 ４ 役員退職慰労金 ※６ ― 110

 ５ 固定資産圧縮損 ※７ 145 400 0.5 38 161 0.2

  税金等調整前当期純利益 1,754 2.2 2,102 2.6

  法人税、住民税及び事業税 717 810

  法人税等調整額 203 921 1.2 132 942 1.2

  少数株主利益 36 0.0 23 0.0

  当期純利益 796 1.0 1,136 1.4



③ 【連結剰余金計算書】 

  

 

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 872

Ⅱ 資本剰余金増加高

   自己株式処分差益 0 0

Ⅲ 資本剰余金期末残高 872

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 24,126

Ⅱ 利益剰余金増加高

   当期純利益 796 796

Ⅲ 利益剰余金減少高

 １ 配当金 429

 ２ 役員賞与金 104

 ３ 連結子会社増加に伴う 
   減少高

90 624

Ⅳ 利益剰余金期末残高 24,298



④ 【連結株主資本等変動計算書】 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
(注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目である。 

  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 3,291 872 24,298 △1,465 26,997

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当 (注) △143 △143

 剰余金の配当 △143 △143

 役員賞与 (注) △79 △79

 当期純利益 1,136 1,136

 自己株式の取得 △4 △4

 自己株式の処分 118 648 767

 株主資本以外の項目の連結 
 会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

― 118 770 643 1,532

平成19年３月31日残高(百万円) 3,291 990 25,068 △821 28,530

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証券 
評価差額金

繰延ヘッジ 
損益

評価・換算 
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 2,781 ― 2,781 1,012 30,791

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当 (注) △143

 剰余金の配当 △143

 役員賞与 (注) △79

 当期純利益 1,136

 自己株式の取得 △4

 自己株式の処分 767

 株主資本以外の項目の連結 
 会計年度中の変動額(純額)

△280 5,891 5,610 32 5,643

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

△280 5,891 5,610 32 7,175

平成19年３月31日残高(百万円) 2,500 5,891 8,392 1,045 37,967



⑤ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

 １ 税金等調整前当期純利益 1,754 2,102

 ２ 減価償却費 7,190 7,051

 ３ 固定資産減損損失 123 ―

 ４ 退職給付引当金の減少額 △538 △687

 ５ 貸倒引当金の増減額(減少は△) 2 △47

 ６ 保安対策引当金の増加額 ― 121

 ７ 受取利息及び受取配当金 △173 △115

 ８ 支払利息 986 844

 ９ 持分法による投資利益 △99 △58

 10 投資有価証券売却益 △207 △50

 11 関係会社株式売却益 ― △35

 12 投資有価証券評価損 132 11

 13 売上債権の増減額(増加は△) △818 276

 14 たな卸資産の増減額(増加は△) 316 △1,253

 15 仕入債務の増減額(減少は△) △1,016 1,221

 16 未払消費税等の増加額 44 49

 17 預り金の増減額(減少は△) 4,604 △2,645

 18 その他 748 420

    小計 13,048 7,206

 19 利息及び配当金の受取額 195 136

 20 利息の支払額 △977 △863

 21 法人税等の支払額 △830 △596

   営業活動によるキャッシュ・フロー 11,435 5,882

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

 １ 投資有価証券の取得による支出 △71 △1,048

 ２ 投資有価証券の売却による収入 254 67

 ３ 有形固定資産の取得による支出 △8,616 △6,843

 ４ 有形固定資産の売却による収入 201 559

 ５ 無形固定資産の取得による支出 △1,454 △881

 ６ 貸付けによる支出 △21 △19

 ７ 貸付金の回収による収入 319 19

 ８ 長期前払費用に関する支出 △196 △314

 ９ その他 △731 131

   投資活動によるキャッシュ・フロー △10,317 △8,328

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

 １ 短期借入金の純減少額 △70 ―
 ２ コマーシャル・ペーパーの純増減額 
   (減少は△)

1,000 △3,000

 ３ 長期借入れによる収入 4,894 7,547

 ４ 長期借入金の返済による支出 △4,481 △4,981

 ５ 自己株式の取得による支出 △7 △4

 ６ 自己株式の売却による収入 0 767

 ７ 配当金の支払額 △428 △286

 ８ 少数株主への配当金の支払額 △11 △11

 ９ 少数株主からの株式払込による収入 ― 39

   財務活動によるキャッシュ・フロー 895 68

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額 2,013 △2,377

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 4,961 7,009

Ⅵ 新規連結に伴う現金及び現金同等物の 
  増加額

34 ―

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 7,009 4,632



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項
 
(1) 連結子会社の数 18社

主要な連結子会社名は、「第

１ 企業の概況 ４ 関係会社の状

況」に記載している。

なお、非連結子会社であった㈱ラ

ネット及び㈱ビー・スマイルについ

ては、重要性が増加したため、当連

結会計年度より連結子会社に含めて

いる。 

 また、連結子会社である広島ガス

岡山販売㈱及び広島ガス備後㈱は、

平成18年１月１日付で合併し、広島

ガス東中国㈱となっており、平成18

年３月31日時点では連結子会社の数

は17社となっている。

 
(1) 連結子会社の数 17社

主要な連結子会社名は、「第

１ 企業の概況 ４ 関係会社の状

況」に記載している。

なお、前連結会計年度まで連結子

会社であった広島ガス岡山販売㈱及

び広島ガス備後㈱は、平成18年１月

１日付で合併し、広島ガス東中国㈱

となっている。 

 また、広島ガス東中国㈱と広島ガ

ス府中芦品販売㈱は、平成19年１月

１日付で広島ガス東中国㈱を存続会

社として合併しており、平成19年３

月31日時点では連結子会社の数は16

社となっている。

(2) 主要な非連結子会社名

   広島ガス竹原販売㈱

   ㈱ガスショップ尾道

(2) 主要な非連結子会社名

同左

  (連結の範囲から除いた理由)

  非連結子会社は、いずれも小規模

であり、総資産、売上高、当期純損

益(持分に見合う額)及び利益剰余金

(持分に見合う額)等のそれぞれの合

計額は、いずれも連結財務諸表に重

要な影響を及ぼしていないためであ

る。

  (連結の範囲から除いた理由)

同左

２ 持分法の適用に関する事

項

 非連結子会社及び関連会社に対する

投資については、下記のとおり、持分

法を適用している。

(1) 持分法を適用した非連結子会社数

８社

  主要な会社等の名称

   広島ガス竹原販売㈱

   ㈱ガスショップ尾道

 非連結子会社及び関連会社に対する

投資については、下記のとおり、持分

法を適用している。

(1) 持分法を適用した非連結子会社数

８社

  主要な会社等の名称

同左

(2) 持分法を適用した関連会社数

４社

  主要な会社等の名称

   広島ガス北部販売㈱

   広島ガス東部㈱

(2) 持分法を適用した関連会社数

４社

  主要な会社等の名称

同左

(3) 持分法を適用しない非連結子会社

及び関連会社のうち主要な会社等の

名称

  ㈲広島エルピージー配送センター

  東部エルピージーセンター㈱

(3) 持分法を適用しない非連結子会社

及び関連会社のうち主要な会社等の

名称

        同左

  

  (持分法を適用しない理由)

  持分法非適用会社は、それぞれ当

期純損益及び利益剰余金等に及ぼす

影響が軽微であり、かつ全体として

も重要性がないため、持分法の適用

から除外している。

  (持分法を適用しない理由)

同左



項目
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項

 

 連結子会社の決算日が連結決算日と

異なる会社は次のとおりである。

(会社名) (決算日)

広島ガス可部販売㈱ 12月31日

広島ガスエナジー㈱ 12月31日

広島ガス備後㈱ 12月31日

広島ガス岡山販売㈱ 12月31日

広島ガス佐伯宮島販売㈱ 12月31日

広島ガスエネルギー㈱ 12月31日

広島ガス府中芦品販売㈱ 12月31日

広島ガスプロパン工業㈱ ２月28日

 連結財務諸表の作成にあたっては、

連結子会社の決算日現在の財務諸表を

使用し、連結決算日との間に生じた重

要な取引については、連結上必要な調

整を行っている。 

 なお、広島ガス岡山販売㈱及び広島

ガス備後㈱は、平成18年１月１日付で

合併し、広島ガス東中国㈱となってい

る。

 

 連結子会社の決算日が連結決算日と

異なる会社は次のとおりである。

(会社名) (決算日)

広島ガス可部販売㈱ 12月31日

広島ガスエナジー㈱ 12月31日

広島ガス東中国㈱ 12月31日

広島ガス佐伯宮島販売㈱ 12月31日

広島ガスエネルギー㈱ 12月31日

広島ガス府中芦品販売㈱ 12月31日

広島ガスプロパン工業㈱ ２月28日

 連結財務諸表の作成にあたっては、

連結子会社の決算日現在の財務諸表を

使用し、連結決算日との間に生じた重

要な取引については、連結上必要な調

整を行っている。 

 なお、広島ガス東中国㈱と広島ガス

府中芦品販売㈱は、平成19年１月１日

付で広島ガス東中国㈱を存続会社とし

て合併している。

４ 会計処理基準に関する事

項

 連結子会社は連結財務諸表提出会社

が採用する会計基準とおおむね同一の

会計処理基準を採用している。

 連結子会社は連結財務諸表提出会社

が採用する会計基準とおおむね同一の

会計処理基準を採用している。

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法

 ① 有価証券

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法

 ① 有価証券

   その他有価証券

    時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額は

全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定)

   その他有価証券

    時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額は

全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定)

    時価のないもの

     移動平均法による原価法

    時価のないもの

同左

 ② デリバティブ

   時価法

 ② デリバティブ

同左

 ③ たな卸資産

   移動平均法による原価法

 ③ たな卸資産

同左

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法

 ① 有形固定資産

定率法を採用している。

   ただし、廿日市工場の建物(建

物附属設備を除く)及び平成10年

４月１日以降に取得した建物(建

物附属設備を除く)並びに船舶に

ついては、定額法を採用してい

る。 

 耐用年数及び残存価額について

は、法人税法に規定する方法と同

一の基準によっている。なお、船

舶については、経済的耐用年数に

よっている。 

 取得価額10万円以上20万円未満

の減価償却資産については、一括

償却資産として３年間で均等償却

する方法によっている。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法

 ① 有形固定資産

定率法を採用している。

   ただし、廿日市工場の建物(建

物附属設備を除く)、平成10年４

月１日以降に取得した建物(建物

附属設備を除く)、船舶及び一部

の連結子会社の資産については、

定額法を採用している。 

 耐用年数及び残存価額について

は、法人税法に規定する方法と同

一の基準によっている。なお、船

舶及び一部の連結子会社の天然ガ

ス用幹線については、経済的耐用

年数によっている。 

 取得価額10万円以上20万円未満

の減価償却資産については、一括

償却資産として３年間で均等償却

する方法によっている。



項目
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 ② 無形固定資産

定額法を採用している。

なお、耐用年数については、法

人税法に規定する方法と同一の基

準によっている。

ただし、ソフトウェア(自社利

用分)については、社内における

利用可能期間(５年)に基づく定額

法を採用している。

 ② 無形固定資産

同左

(3) 重要な引当金の計上基準

 ① 貸倒引当金

   諸債権に対する貸倒損失に備え

るため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可

能性を検討し、回収不能見込額を

計上している。

(3) 重要な引当金の計上基準

 ① 貸倒引当金

同左

 ② 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上している。

過去勤務債務については、その

発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数(５年)

による定額法により按分した額を

費用減額処理している。

数理計算上の差異については、

各連結会計年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(10年)による定額法に

より按分した額をそれぞれ発生の

翌連結会計年度より費用処理して

いる。

また、執行役員の退職により支

給する退職慰労金に備えるため、

内規に基づく期末要支給額を計上

している。

 ② 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上している。

過去勤務債務については、その

発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数(５年)

による定額法により按分した額を

費用減額処理している。

数理計算上の差異については、

各連結会計年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(10年)による定額法に

より按分した額をそれぞれ発生の

翌連結会計年度より費用処理して

いる。

また、執行役員の退職により支

給する退職慰労金に備えるため、

内規に基づく期末要支給額を計上

していたが、平成18年６月27日の

定時株主総会において、役員退職

慰労金制度の廃止を決定したこと

に伴い、７月以降は引当計上を行

っていない。 

 この廃止に伴い、執行役員分の

退職給付引当金６月末残高24百万

円を流動負債の「その他の流動負

債」に含めて計上している。



項目
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

  (追加情報)

   当社は、退職年金の資産運用の

悪化が業績や財務状況を悪化させ

るリスクを軽減するため、平成17

年４月１日付で従来の退職金及び

適格退職年金制度を市場金利変動

型のキャッシュバランス型年金制

度に移行している。

   この変更により、退職給付債務

は1,189百万円減少し、この過去

勤務債務(退職給付債務の減少分)

を当連結会計年度より５年間で費

用減額処理している。これによ

り、従来の方法によった場合に比

べ、営業利益、経常利益及び税金

等調整前当期純利益はそれぞれ

237百万円多く計上されている。

   なお、セグメント情報に与える

影響については、当該箇所に記載

している。

 

   

   

 ③ 役員退職慰労引当金

   役員の退職により支給する退職

慰労金に備えるため、内規に基づ

く期末要支給額を計上している。

 ③ 役員退職慰労引当金

   役員の退職により支給する退職

慰労金に備えるため、内規に基づ

く期末要支給額を計上していた

が、平成18年６月27日の定時株主

総会において、役員退職慰労金制

度の廃止を決定したことに伴い、

７月以降は引当計上を行っていな

い。 

 この廃止に伴い、役員退職慰労

引当金６月末残高516百万円のう

ち、取締役分452百万円を流動負

債の「その他の流動負債」に、監

査役分64百万円を固定負債の「そ

の他の固定負債」に含めて計上し

ている。

 ④ ガスホルダー修繕引当金

   球形ガスホルダー等の周期的な

修繕に要する費用の支出に備える

ため、次回の修繕見積額を、次回

修繕までの期間に配分して計上し

ている。

 ④ ガスホルダー修繕引当金

同左

 ⑤     ―――  ⑤ 保安対策引当金

   安全なガス消費機器への取替促

進等、消費者の安全確保に要する

費用の支出に備えるため、当連結

会計年度末における費用の見積額

を計上している。

(4) 重要なリース取引の処理方法

  リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっている。

(4) 重要なリース取引の処理方法

同左



 
  

項目
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(5) 重要なヘッジ会計の方法

 ① ヘッジ会計の手法

   繰延ヘッジ処理によっている。

なお、為替予約については、振当

処理の要件を満たしている場合は

振当処理を、金利スワップについ

ては、特例処理の要件を満たして

いる場合は特例処理を採用してい

る。

(5) 重要なヘッジ会計の方法

 ① ヘッジ会計の手法

       同左

 

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象

(ヘッジ手段) (ヘッジ対象)

原油価格に関す
るスワップ

原料購入代金

為替予約 外貨建金銭債務
(ＬＮＧ船取得 
代金)

金利スワップ 借入金

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象

(ヘッジ手段) (ヘッジ対象)

原油価格に関す 
るスワップ

原料購入代金

為替予約 外貨建金銭債務 
(ＬＮＧ船取得 
代金及び原料購 
入代金)

金利スワップ 借入金

 ③ ヘッジ方針

   リスクに関する内部規程に基づ

き、原油価格変動リスク、為替変

動リスク及び金利変動リスクをヘ

ッジしている。なお、実需に関係

のないデリバティブ取引は行って

いない。

 ④ ヘッジ有効性評価の方法

   ヘッジ手段とヘッジ対象の対応

関係を確認することにより行って

いる。ただし、振当処理の要件を

満たしている為替予約及び特例処

理の要件を満たしている金利スワ

ップについては、有効性の評価を

省略している。

(6) その他連結財務諸表作成のための

重要な事項

  消費税等の会計処理

   消費税及び地方消費税の会計処

理は、税抜方式によっている。

 ③ ヘッジ方針

        同左 

  

  

  

  

 

 ④ ヘッジ有効性評価の方法

        同左 

  

  

  

  

  

 

(6) その他連結財務諸表作成のための

重要な事項

  消費税等の会計処理

        同左 

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

 連結子会社の資産及び負債の評価方

法は、全面時価評価法を採用してい

る。

同左

６ 連結調整勘定の償却に関

する事項

 連結調整勘定の償却方法について

は、10年間で均等償却している。 

 ただし、連結調整勘定の金額に重要

性が乏しい場合には、当該勘定が生じ

た年度の損益として処理している。

       ―――

７ 利益処分項目等の取扱に

関する事項

 連結剰余金計算書は、連結会社の利

益処分について、連結会計年度中に確

定した利益処分により作成している。

―――

８ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範囲

 手許現金、要求払預金及び容易に換

金可能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に満期日の到来する短

期的な投資を資金範囲としている。

同左



会計処理の変更 

  

 
  

表示方法の変更 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(固定資産の減損に係る会計基準)

 当連結会計年度から「固定資産の減損に係る会計基

準」(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」(企業会計審議会 平成14年８月９日))及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会

計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指

針第６号)を適用している。

 これにより、税金等調整前当期純利益が123百万円減

少している。

 なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務

諸表規則に基づき当該各資産の金額から直接控除してい

る。

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準)

 当連結会計年度から「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会

計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指

針第８号)を適用している。

 従来の資本の部の合計に相当する金額は31,031百万円

である。

 なお、連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年

度における連結財務諸表は、改正後の連結財務諸表規則

により作成している。

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(連結貸借対照表)

 預り金については、当連結会計年度末において重要性

が増したため、区分掲記している。 

 なお、前連結会計年度末は預り金(436百万円)をその

他の流動負債に含めて表示している。

(連結キャッシュ・フロー計算書)

 預り金の増加額については、当連結会計年度において

重要性が増したため、区分掲記している。 

 なお、前連結会計年度は預り金の増加額(55百万円)を

営業活動によるキャッシュ・フローのその他に含めて表

示している。

           ―――

 



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

 
  

(連結損益計算書関係) 

  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度
(平成19年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は下記のとおりで

ある。

減価償却累計額 122,356百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は下記のとおりで

ある。

減価償却累計額 128,650百万円

※２ 投資有価証券には、非連結子会社及び関連会社に

対する株式が2,062百万円含まれている。

※２ 投資有価証券には、非連結子会社及び関連会社に

対する株式が2,097百万円含まれている。

※３ その他の投資には、非連結子会社及び関連会社に

対する出資金が７百万円含まれている。

※３ その他の投資には、非連結子会社及び関連会社に

対する出資金が７百万円含まれている。

※４         ――― ※４ 連結会計年度末日満期手形については、手形交換

日をもって決済処理している。なお、当連結会計年

度の末日は金融機関が休日であったため、次の満期

手形が当連結会計年度末残高に含まれている。

受取手形 115百万円

支払手形 310百万円

※５ 当社の発行済株式総数は、普通株式61,995,590株

である。

※５          ―――

 

※６ 連結会社が保有する連結財務諸表提出会社の株式

の数は、普通株式4,749,112株である。

 ７ 偶発債務

   連結子会社以外の会社の金融機関からの借入金に

対して次のとおり債務保証を行っている。

MAPLE LNG TRANSPORT INC. 293百万円

※６          ――― 

 

 ７ 偶発債務

   連結子会社以外の会社の金融機関からの借入金に

対して次のとおり債務保証を行っている。

MAPLE LNG TRANSPORT INC. 1,860百万円

水島エルエヌジー販売㈱ 105百万円

合計 1,965百万円

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

※１ 供給販売費及び一般管理費のうち主要な費目は次

のとおりである。

科目
供給販売費 
(百万円)

一般管理費
(百万円)

給料 3,666 1,032

退職給付引当金引当額 △261 △164

役員退職慰労引当金 
引当額

― 113

ガスホルダー修繕引当金 
引当額

42 ―

貸倒引当金引当額 0 1

減価償却費 4,735 277

※１ 供給販売費及び一般管理費のうち主要な費目は次

のとおりである。

科目
供給販売費 
(百万円)

一般管理費 
(百万円)

給料 3,615 1,083

退職給付引当金引当額 △386 △197

役員退職慰労引当金
引当額

― 22

ガスホルダー修繕引当金
引当額

39 ―

保安対策引当金引当額 121 ―

貸倒引当金引当額 0 ―

減価償却費 4,651 247



 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※２ 研究開発費の総額は次のとおりである。

供給販売費 3百万円

一般管理費 128百万円

計 132百万円

※２ 研究開発費の総額は次のとおりである。

供給販売費 2百万円

一般管理費 128百万円

計 130百万円

※３         ――― ※３ 固定資産売却益 

   土地(74百万円)及び建物等(24百万円)の売却益で

ある。

※４         ――― ※４ 固定資産売却損

    土地の売却損である。

 

※５ 固定資産減損損失

   当社グループは、減損損失の算定に当たって、ガ

ス事業に使用している固定資産は、ガスの製造から

供給販売まですべての資産が一体となってキャッシ

ュ・フローを生成していることから、全体を１つの

資産グループとしている。それ以外の事業用固定資

産については、原則として個々の事業毎に１つの資

産グループとしている。その他の固定資産について

は、原則として個別の資産単位でグルーピングを行

っている。その結果、当連結会計年度において、下

記の資産について減損損失を計上した。

資産 場所 種類
減損損失
(百万円)

遊休土地
広島県 
廿日市市

その他の 
事業設備

95

遊休土地 
(全３件)

鳥取県 
米子市他

その他の 
事業設備

27

   これらの資産に係る回収可能価額は、正味売却価

額により測定しており、時価の算定は原則として不

動産鑑定評価額によっている。 

 これらの資産は、建設工事用設備等を建設するた

めに先行的に取得した後、経済環境が変化したこと

等により具体的な使用計画がなくなり、投資の回収

が困難と判断されることから、帳簿価額を回収可能

価額まで減額し、当該減少額を固定資産減損損失

(123百万円)として特別損失に計上している。

※５         ―――

   

   

※６         ――― ※６ 役員退職慰労金 

 平成18年６月27日付で役員退職慰労金制度を廃止

したことに伴い、一部の子会社において内規に基づ

き算定された支払予定額の過年度分を一括計上した

ものである。 

※７ 固定資産圧縮損

   代替資産として取得した土地の取得価額から直接

減額した価額である。

※７ 固定資産圧縮損

   代替資産として取得した建物の取得価額から直接

減額した価額である。 



(連結株主資本等変動計算書関係) 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
  

２ 自己株式に関する事項 

 
(変動事由の概要) 

 増加数の内訳は、次のとおりである。 

  単元未満株式の買取による増加 12,244株 

 減少数の内訳は、次のとおりである。 

  売却処分による減少 2,100,000株 

  単元未満株式の売渡請求による減少 1,441株 

  

３ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 61,995,590 ― ― 61,995,590

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 4,749,112 12,244 2,101,441 2,659,915

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月27日 
定時株主総会

普通株式 143 2.50 平成18年３月31日 平成18年６月28日

平成18年11月９日 
取締役会

普通株式 143 2.50 平成18年９月30日 平成18年12月１日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年５月14日 
取締役会

普通株式 利益剰余金 148 2.50 平成19年３月31日 平成19年６月８日

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 7,215百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △205百万円

現金及び現金同等物 7,009百万円
  

 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 4,838百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △206百万円

現金及び現金同等物 4,632百万円



(リース取引関係) 

  
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

 (借主側)

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

供給設備 63 40 23

業務設備 1,277 338 939

その他の 
事業設備

485 220 264

合計 1,826 598 1,227

 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

 (借主側)

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高 
相当額 
(百万円)

供給設備 177 64 113

業務設備 1,337 424 912

その他の
事業設備

531 267 263

合計 2,046 756 1,290

 (2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 273百万円

１年超 954百万円

合計 1,227百万円

 (2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 311百万円

１年超 978百万円

合計 1,290百万円

   (注) 取得価額相当額及び未経過リース料期末残

高相当額の算定は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法によっている。

   (注)       同左

 (3) 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 258百万円

減価償却費相当額 258百万円

 (3) 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 325百万円

減価償却費相当額 325百万円

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっている。

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

 

 (貸主側)

   未経過リース料期末残高相当額

１年内 20百万円

１年超 142百万円

合計 162百万円

   (注) 上記は、転貸リース取引に係る貸主側の未

経過リース料期末残高相当額である。なお、

借主側の残高はほぼ同額であり、上記の借主

側の未経過リース料期末残高相当額に含まれ

ている。 

 また、未経過リース料期末残高相当額は、

未経過リース料期末残高及び見積残存価額の

残高の合計額が営業債権の期末残高等に占め

る割合が低いため、受取利子込み法により算

定している。

 

 (貸主側)

   未経過リース料期末残高相当額

１年内 20百万円

１年超 122百万円

合計 142百万円

   (注)       同左



次へ 

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

２ オペレーティング・リース取引

  当社は、廿日市工場第２ＬＮＧ貯槽設備の信託受益

権を譲渡し、当該設備をリース契約(リース期間15年)

にて賃借している。このリース契約については、オペ

レーティング・リース取引として会計処理を行ってい

る。

  リース料は、単位リース料とリース料計算期間の原

料使用量を基礎として計算される。ただし、リース料

には上限リース料と下限リース料が定められており、

原料使用量の増減によりリース料計算期間のリース料

が上限リース料を超えまたは下限リース料を下回ると

きは、リース料はそれぞれ上限リース料または下限リ

ース料の額となる。

  このリース契約に基づき将来支払われる下限リース

料は次のとおりである。

１年内 382百万円

１年超 4,394百万円

合計 4,776百万円

２ オペレーティング・リース取引

  当社は、廿日市工場第２ＬＮＧ貯槽設備の信託受益

権を譲渡し、当該設備をリース契約(リース期間15年)

にて賃借している。このリース契約については、オペ

レーティング・リース取引として会計処理を行ってい

る。

  リース料は、単位リース料とリース料計算期間の原

料使用量を基礎として計算される。ただし、リース料

には上限リース料と下限リース料が定められており、

原料使用量の増減によりリース料計算期間のリース料

が上限リース料を超えまたは下限リース料を下回ると

きは、リース料はそれぞれ上限リース料または下限リ

ース料の額となる。

  このリース契約に基づき将来支払われる下限リース

料は次のとおりである。

１年内 382百万円

１年超 4,012百万円

合計 4,394百万円



次へ 

(有価証券関係) 

  

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

 
  

３ 時価評価されていない有価証券 

  

 
  

     

  

       

  

区分

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

取得原価 
(百万円)

連結貸借対
照表計上額
(百万円)

差額
(百万円)

取得原価
(百万円)

連結貸借対
照表計上額 
(百万円)

差額 
(百万円)

連結貸借対照表計
上額が取得原価を
超えるもの

  株式 1,718 6,072 4,353 2,536 6,465 3,928

小計 1,718 6,072 4,353 2,536 6,465 3,928

連結貸借対照表計
上額が取得原価を
超えないもの

  株式 46 44 △2 267 240 △26

小計 46 44 △2 267 240 △26

合計 1,765 6,117 4,351 2,803 6,706 3,902

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

売却額 
(百万円)

売却益の合計額
(百万円)

売却損の合計額
(百万円)

売却額
(百万円)

売却益の合計額
(百万円)

売却損の合計額
(百万円)

241 207 ― 67 50 ―

内容

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

連結貸借対照表計上額(百万円) 連結貸借対照表計上額(百万円)

その他有価証券

  非上場株式 641 626



前へ   次へ 

(デリバティブ取引関係) 

１ 取引の状況に関する事項 

  

 
  

２ 取引の時価等に関する事項 

  

 

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(1) 取引の内容及び利用目的等

  当社は、原油の市場変動リスク、外貨建金銭債務の

為替変動リスク、金利変動リスク及び天候による収支

変動リスクをヘッジし、リスク管理を効率的に行うた

めにデリバティブ取引を導入している。現在利用して

いるデリバティブ取引は、原料購入代金を対象とした

原油価格に関するスワップ、外貨建金銭債務を対象と

した為替予約、借入金を対象とした金利スワップ及び

ガス売上高を対象とした天候デリバティブである。

  なお、原油価格に関するスワップ、為替予約及び金

利スワップのデリバティブ取引を利用するに当たっ

て、ヘッジ会計を適用しておりその方法等は「連結財

務諸表作成のための基本となる重要な事項」４(5)に

記載したとおりである。

(1) 取引の内容及び利用目的等

同左

  

  

(2) 取引に対する取組方針

  当社におけるデリバティブ取引は、原料購入代金、

為替、金利及び天候の変動リスクを回避するために行

っており、投機目的のための取引は行っていない。

(2) 取引に対する取組方針

同左

  

(3) 取引に係るリスクの内容

  取引相手が倒産等によって契約不履行となることで

被る損失に係わる信用リスクについては、デリバティ

ブ取引を信用度の高い金融機関等と行っており、取引

相手方の債務不履行による損失の発生の可能性は極め

て低いと判断している。

  原油価格に関するスワップ取引には、将来の原油価

格変動に係る市場リスクがあるが、これはヘッジ対象

である原料購入代金の変動リスクと相殺する関係にあ

る。

  為替予約取引には、将来の為替変動に係る市場リス

クがあるが、これはヘッジ対象である外貨建金銭債務

のキャッシュ・フローを固定化する効果がある。

  金利スワップ取引には、将来の金利変動に係る市場

リスクがあるが、これは長期的資金調達コストの削減

のために合理的に取り得るリスクである。

  天候デリバティブには、天候の変動によって支払い

が発生するリスクがあるが、収支に与える影響を軽減

する効果がある。

(3) 取引に係るリスクの内容

同左

  

  

  

  

  

(4) 取引に係るリスク管理体制

  デリバティブ取引の実行及び管理は、内部規程に基

づき当社の経理部門にて行われている。

(4) 取引に係るリスク管理体制

同左

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度
(平成19年３月31日)

 デリバティブ取引には、ヘッジ会計を適用しているの

で、該当する事項はない。

同左



前へ   次へ 

(退職給付関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 採用している退職給付制度の概要

   当社は、平成17年４月より退職一時金制度及び適

格退職年金制度を市場連動型のキャッシュバランス

型年金制度に移行している。 

 この変更による損益に与える影響は、連結財務諸

表作成のための基本となる重要な事項の「４ 会計

処理基準に関する事項」(3)に記載のとおりであ

る。 

 連結子会社においては、主として確定給付型の制

度である適格退職年金制度及び退職一時金制度を設

けている。

１ 採用している退職給付制度の概要

   当社は、市場連動型のキャッシュバランス型年金

制度を採用している。 

 連結子会社においては、主として確定給付型の制

度である適格退職年金制度及び退職一時金制度を設

けている。

           

 

２ 退職給付債務に関する事項

退職給付債務 △11,277百万円

年金資産 7,550百万円

未積立退職給付債務 △3,726百万円

未認識過去勤務債務 △1,105百万円

未認識数理計算上の差異 △297百万円

退職給付引当金 △5,129百万円

(注) 連結子会社は、退職給付債務の算定にあた

り、簡便法を採用している。

 

２ 退職給付債務に関する事項

退職給付債務 △11,539百万円

年金資産 8,412百万円

未積立退職給付債務 △3,126百万円

未認識過去勤務債務 △775百万円

未認識数理計算上の差異 △540百万円

退職給付引当金 △4,442百万円

(注)       同左

 

３ 退職給付費用に関する事項

勤務費用 425百万円

利息費用 247百万円

期待運用収益 △102百万円

過去勤務債務の費用処理額 △330百万円

数理計算上の差異の 
費用処理額

167百万円

退職給付費用 407百万円

(注) 簡便法を採用している連結子会社の退職給

付費用は、「勤務費用」に計上している。

 

３ 退職給付費用に関する事項

勤務費用 425百万円

利息費用 245百万円

期待運用収益 △132百万円

過去勤務債務の費用処理額 △330百万円

数理計算上の差異の
費用処理額

44百万円

退職給付費用 253百万円

(注)       同左

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

退職給付見込額の期 
間配分方法

期間定額基準

割引率 2.5％

期待運用収益率 2.0％
過去勤務債務の額の 
処理年数

５年 

(発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定

の年数による定額法によ

り按分した額を費用減額

処理する方法)

数理計算上の差異の 
処理年数

10年 

(各連結会計年度の発生

時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数

による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の

翌連結会計年度から費用

処理する方法)

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

退職給付見込額の期
間配分方法

期間定額基準

割引率 2.5％

期待運用収益率 2.0％
過去勤務債務の額の
処理年数

５年 

(発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内

の一定の年数による定額

法により按分した額を費

用減額処理する方法)

数理計算上の差異の
処理年数

10年 

(各連結会計年度の発生

時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定

の年数による定額法によ

り按分した額をそれぞれ

発生の翌連結会計年度か

ら費用処理する方法)



前へ 

(税効果会計関係) 

  

 
  

  

  

  

  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度
(平成19年３月31日)

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産)

退職給付引当金損金不算入額 1,828百万円

固定資産に係る未実現利益 473百万円

未払賞与損金不算入額 272百万円

役員退職慰労引当金損金不算入額 191百万円

減価償却損金算入限度超過額 167百万円

特別修繕引当金損金算入限度超過額 128百万円

未払事業税損金不算入額 121百万円

投資有価証券評価損損金不算入額 120百万円

未払固定資産税損金不算入額 60百万円

その他 553百万円

 繰延税金資産小計 3,918百万円

評価性引当額 △316百万円

 繰延税金資産合計 3,602百万円

(繰延税金負債)

その他有価証券評価差額金 △1,579百万円

特定ガス導管工事償却準備金 △15百万円

その他 △0百万円

 繰延税金負債合計 △1,595百万円

 繰延税金資産の純額 2,007百万円

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産)

退職給付引当金 1,580百万円

固定資産に係る未実現利益 615百万円

未払賞与 306百万円

未払役員退職慰労金 275百万円

繰越欠損金 204百万円

減価償却費 190百万円

投資有価証券評価損 126百万円

未払事業税 126百万円

特別修繕引当金 105百万円

その他 661百万円

 繰延税金資産小計 4,192百万円

評価性引当額 △714百万円

 繰延税金資産合計 3,477百万円

(繰延税金負債)

繰延ヘッジ利益 △3,345百万円

その他有価証券評価差額金 △1,421百万円

その他 △5百万円

 繰延税金負債合計 △4,772百万円

 繰延税金負債の純額 △1,294百万円

 

(注) 繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項

目に含まれている。

流動資産－繰延税金資産 654百万円

固定資産－繰延税金資産 1,408百万円

流動負債－繰延税金負債 －百万円

固定負債－繰延税金負債 △56百万円

       (「その他の固定負債」に含まれる)
 

(注) 繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項

目に含まれている。

流動資産－繰延税金資産 －百万円

固定資産－繰延税金資産 1,136百万円

流動負債－繰延税金負債 △2,391百万円

固定負債－繰延税金負債 △39百万円

       (「その他の固定負債」に含まれる)

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 36.1％

(調整)

交際費等永久に損金に算入されない 
項目

3.3％

受取配当金等永久に益金に算入され 
ない項目

△2.4％

適用税率の差異 3.4％

評価性引当額 10.8％

その他 1.3％

 税効果会計適用後の法人税等の 
 負担率

52.5％

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 36.1％

(調整)

交際費等永久に損金に算入されない 
項目

1.9％

受取配当金等永久に益金に算入され 
ない項目

△2.3％

適用税率の差異 1.7％

評価性引当額 4.4％

その他 3.0％

税効果会計適用後の法人税等の 
 負担率

44.8％



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

 
(注) １ 事業区分の方法及び各区分に属する主要な製品の名称 

(1) 事業区分の方法については、ガス事業(ガス)、営業雑事業(受注工事・器具)及び附帯事業(ＬＰＧ)の事業

別とした。 

(2) 各区分に属する主要な製品の名称等 

 
２ 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(4,237百万円)の主なものは、連結財務諸表

提出会社の管理部門に係る費用である。 

３ 資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産(34,829百万円)の主なものは、連結財務諸表提出会社で

の余資運用資金(現金及び預金)、繰延税金資産、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等で

ある。 

４ 会計処理基準等の変更  

 (1) 退職給付制度の変更  

   連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の「４ 会計処理基準に関する事項」(3)に記載のとお

り、当社は、退職年金の資産運用の悪化が業績や財務状況を悪化させるリスクを軽減するため、平成17年４

月１日付で従来の退職金及び適格退職年金制度を市場金利連動型のキャッシュバランス型年金制度に移行し

ている。  

  この変更により、退職給付債務は1,189百万円減少し、この過去勤務債務(退職給付債務の減少分)を当連結

会計年度より５年間で費用減額処理している。これにより、従来の方法によった場合に比べ、ガス事業につ

いて、営業費用は164百万円少なく、営業利益は164百万円多く、「消去又は全社」に含まれる配賦不能営業

費用は73百万円少なく、営業利益は73百万円多く計上されている。  

 (2) 固定資産の減損に係る会計基準  

  会計処理の変更に記載のとおり、当連結会計年度から固定資産の減損に係る会計基準(「固定資産の減損に

係る会計基準の設定に関する意見書」)及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」を適用してい

る。  

  なお、この変更によるセグメント情報への影響は、本表に記載のとおりである。  
  

ガス事業 
(百万円)

工事・器具 
事業 

(百万円)

ＬＰＧ事業
(百万円)

その他の
事業 

(百万円)

計
(百万円)

消去又は 
全社 

(百万円)

連結 
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

  売上高

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高

41,089 7,522 9,192 21,108 78,913 ― 78,913

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

― 172 34 2,538 2,745 (2,745) ―

計 41,089 7,695 9,226 23,646 81,658 (2,745) 78,913

  営業費用 37,710 7,397 8,444 22,799 76,351 1,024 77,376

  営業利益 3,379 298 782 846 5,306 (3,769) 1,536

Ⅱ 資産、減価償却費、 
  減損損失及び資本的 
  支出

  資産 68,432 1,736 7,912 9,737 87,819 31,922 119,742

  減価償却費 6,363 ― 350 138 6,852 337 7,190

  減損損失 ― ― 27 ― 27 95 123

  資本的支出 8,484 ― 273 531 9,289 628 9,917

事業区分 主要な製品の名称等

ガス事業 ガス導管を通じて供給する都市ガス及び簡易ガス

工事・器具事業
工事……………お客さまガス設備
器具……………給湯器、ガスコンロ等ガス器具

ＬＰＧ事業 ブタン及びプロパン

その他の事業
ガスボンベ充填、プロパン容器検査、検針・保安業務受託、建設工事、
住宅関連機器他



当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
(注) １ 事業区分の方法及び各区分に属する主要な製品の名称 

(1) 事業区分の方法については、ガス事業(ガス)、営業雑事業(受注工事・器具)及び附帯事業(ＬＰＧ)の事業

別とした。 

(2) 各区分に属する主要な製品の名称等 

 
２ 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(4,226百万円)の主なものは、連結財務諸表

提出会社の管理部門に係る費用である。 

３ 資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産(28,868百万円)の主なものは、連結財務諸表提出会社で

の余資運用資金(現金及び預金)、繰延税金資産、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等で

ある。 

    

ガス事業 
(百万円)

工事・器具 
事業 

(百万円)

ＬＰＧ事業
(百万円)

その他の
事業 

(百万円)

計
(百万円)

消去又は 
全社 

(百万円)

連結 
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

  売上高

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高

45,328 6,639 9,993 18,980 80,942 ― 80,942

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

17 142 41 2,524 2,726 (2,726) ―

計 45,345 6,782 10,035 21,505 83,668 (2,726) 80,942

  営業費用 41,474 6,601 9,286 20,887 78,249 969 79,219

  営業利益 3,871 181 748 617 5,418 (3,696) 1,722

Ⅱ 資産、減価償却費 
  及び資本的支出

  資産 70,713 1,512 7,645 9,088 88,960 25,583 114,544

  減価償却費 6,259 ― 331 155 6,746 305 7,051

  資本的支出 6,989 ― 207 218 7,415 266 7,682

事業区分 主要な製品の名称等

ガス事業 ガス導管を通じて供給する都市ガス及び簡易ガス

工事・器具事業
工事……………お客さまガス設備
器具……………給湯器、ガスコンロ等ガス器具

ＬＰＧ事業 ブタン及びプロパン

その他の事業
ガスボンベ充填、プロパン容器検査、検針・保安業務受託、建設工事、
住宅関連機器他



【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

在外連結子会社及び在外支店がないため、開示の対象となる事項はない。 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

在外連結子会社及び在外支店がないため、開示の対象となる事項はない。 

  

【海外売上高】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

海外での営業活動を行っていないため、開示の対象となる事項はない。 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

海外での営業活動を行っていないため、開示の対象となる事項はない。 

  

【関連当事者との取引】 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 関連当事者との取引について、注記すべき重要なもの

はない。

同左



(１株当たり情報) 

  

 
(注) 算定上の基礎 

  
１ １株当たり純資産額 
  

 

２ １株当たり当期純利益 
  

 
  

(重要な後発事象) 

該当する事項はない。 

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

１株当たり純資産額 518円75銭

１株当たり当期純利益 12円46銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益につい

ては、潜在株式が存在しないため記載していない。

 

１株当たり純資産額 622円27銭

１株当たり当期純利益 19円55銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益につい

ては、潜在株式が存在しないため記載していない。

(追加情報) 

 当連結会計年度から、改正後の「１株当たり当期純

利益に関する会計基準」(企業会計基準委員会 最終

改正平成18年１月31日 企業会計基準第２号)及び

「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指

針」(企業会計基準委員会 最終改正平成18年１月31

日 企業会計基準適用指針第４号)を適用している。 

 なお、前連結会計年度と同様の方法により算定した

当連結会計年度の１株当たり純資産額は、522円98銭

である。

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度
(平成19年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) ― 37,967

普通株主に係る純資産額 
(百万円)

― 36,922

差額の内訳(百万円)

 少数株主持分 ― 1,045

普通株式の発行済株式数(株) ― 61,995,590

普通株式の自己株式数(株) ― 2,659,915

１株当たり純資産額の算定に 
用いられた普通株式の数(株)

― 59,335,675

 

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

当期純利益(百万円) 796 1,136

普通株主に帰属しない金額(百万円) 82 ―

 利益処分による役員賞与金(百万円) 82 ―

普通株式に係る当期純利益(百万円) 713 1,136

普通株式の期中平均株式数(株) 57,254,485 58,110,882



⑥ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

  

 
(注) １ 「当期末残高」欄の(内書)は、１年内償還予定の金額である。 

   ２ 連結決算日後５年内における１年ごとの償還予定額は次のとおりである。 

  

 
  

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

利率
(％)

担保 償還期限

当社
第２回無担保社債
(社債間限定同順
位特約付)

平成 年 月 日  年 平成 年 月 日

12.12.14 3,000
3,000
(3,000)

1.65 無担保社債 19.12.14

当社
第３回無担保社債
(社債間限定同順
位特約付)

13.７.23 5,000 5,000 1.00 無担保社債 20.７.23

当社
第４回無担保社債
(社債間限定同順
位特約付)

14.７.23 3,000 3,000 1.10 無担保社債 21.７.23

当社
第５回無担保社債
(社債間限定同順
位特約付)

15.８.14 3,000 3,000 1.53 無担保社債 27.８.14

当社
第６回無担保社債
(社債間限定同順
位特約付)

16.５.12 3,000 3,000 1.83 無担保社債 26.５.12

当社
第７回無担保社債
(社債間限定同順
位特約付)

17.３.３ 5,000 5,000 2.05 無担保社債 32.３.19

合計 ― ― 22,000 22,000
(3,000)

― ― ―

１年以内 
(百万円)

１年超２年以内 
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内 
(百万円)

3,000 5,000 3,000 ― ―



【借入金等明細表】 

  

 
(注) １ 「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載している。 

２ 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおり

である。 
  

 
３ 預り金については、デリバティブ債権に係る預り保証金であり、原料価格の変動により週単位で精算を行っ

ており、返済期限は設定されていない。 

  

(2) 【その他】 

該当する事項はない。 

  

区分
前期末残高 
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 30 30 0.90 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 4,364 2,783 2.67 ―

長期借入金(１年以内に返済予定の
ものを除く。)

19,694 23,839 1.78
平成20年４月 
 ～38年９月

その他の有利子負債 
 コマーシャル・ペーパー 
 (１年以内)

3,000 ― ― ―

 預り金 (注)３ 4,670 2,030 0.72 ―

合計 31,758 28,683 ― ―

１年超２年以内 
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内 
(百万円)

長期借入金 2,362 4,973 2,099 3,334



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 固定資産

 (1) 有形固定資産 ※1,2

  １ 製造設備 23,385 22,431

  ２ 供給設備 30,923 29,429

  ３ 業務設備 3,968 3,766

  ４ 附帯事業設備 922 824

  ５ 建設仮勘定 573 549

   有形固定資産合計 59,773 60.9 57,002 62.4

 (2) 無形固定資産

    １ ソフトウェア 2,051 2,749

   ２ その他無形固定資産 22 19

   無形固定資産合計 2,073 2.1 2,769 3.0

 (3) 投資その他の資産

  １ 投資有価証券 6,051 6,603

  ２ 関係会社投資 767 872

  ３ 社内長期貸付金 18 13

  ４ 関係会社長期貸付金 3,485 2,238

  ５ 長期前払費用 202 180

  ６ 繰延税金資産 710 508

  ７ その他投資 825 823

  ８ 貸倒引当金 △61 △53

   投資その他の資産合計 11,999 12.2 11,187 12.3

   固定資産合計 73,846 75.2 70,959 77.7

Ⅱ 流動資産

  １ 現金及び預金 5,189 2,779

  ２ 受取手形 59 43

  ３ 売掛金 3,201 3,380

  ４ 関係会社売掛金 280 269

  ５ 未収入金 444 385

  ６ 製品 28 30

  ７ 原料 1,874 3,238

  ８ 貯蔵品 162 155

  ９ 前払費用 24 4

  10 関係会社短期債権 727 700

  11 繰延税金資産 441 ―

  12 デリバティブ債権 11,967 9,253

  13 その他流動資産 124 215

  14 貸倒引当金 △173 △112

   流動資産合計 24,354 24.8 20,345 22.3

   資産合計 98,201 100.0 91,305 100.0



前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 固定負債

  １ 社債 22,000 19,000

  ２ 長期借入金 18,817 18,762

  ３ 退職給付引当金 4,634 3,944

  ４ 役員退職慰労引当金 437 ―

  ５ ガスホルダー修繕 
    引当金

449 437

  ６ 保安対策引当金 ― 121

  ７ その他固定負債 19 102

   固定負債合計 46,358 47.2 42,368 46.4

Ⅱ 流動負債

  １ １年以内に期限到来の 
    固定負債

※３ 4,353 5,788

  ２ 買掛金 623 1,482

  ３ 未払金 286 406

  ４ 未払費用 2,642 2,708

  ５ 未払法人税等 555 749

  ６ 繰延税金負債 ― 2,693

  ７ 前受金 189 173

  ８ 預り金 4,993 2,329

  ９ 関係会社短期借入金 1,518 2,965

  10 関係会社未払金 ― 1,206

  11 関係会社短期債務 1,883 1,450

  12 コマーシャル・ 
    ペーパー

3,000 ―

  13 繰延ヘッジ利益 11,967 ―

  14 その他流動負債 38 26

   流動負債合計 32,052 32.6 21,981 24.1

   負債合計 78,411 79.8 64,349 70.5

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※４ 3,291 3.4 ― ―

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 871 ―

 ２ その他資本剰余金

    自己株式処分差益 0 ―

   資本剰余金合計 872 0.9 ― ―

Ⅲ 利益剰余金

 １ 利益準備金 729 ―

 ２ 任意積立金

  (1) 特定ガス導管工事 
    償却準備金

53 ―

  (2) 別途積立金 12,010 ―

 ３ 当期未処分利益 1,752 ―

   利益剰余金合計 14,544 14.8 ― ―

Ⅳ その他有価証券評価差額金 2,546 2.6 ― ―

Ⅴ 自己株式 ※５ △1,465 △1.5 ― ―

   資本合計 ※６ 19,790 20.2 ― ―

   負債・資本合計 98,201 100.0 ― ―



 
  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

  １ 資本金 ― 3,291

  ２ 資本剰余金

   (1) 資本準備金 ― 871

   (2) その他資本剰余金 ― 118

   資本剰余金合計 ― 990

  ３ 利益剰余金

   (1) 利益準備金 ― 729

   (2) その他利益剰余金

     別途積立金 ― 12,010

     繰越利益剰余金 ― 2,550

   利益剰余金合計 ― 15,290

  ４ 自己株式 ― △821

   株主資本合計 ― ― 18,751 20.5

Ⅱ 評価・換算差額等

  １ その他有価証券 
    評価差額金

― 2,311

  ２ 繰延ヘッジ損益 ― 5,891

   評価・換算差額等 
   合計

― ― 8,203 9.0

   純資産合計 ― ― 26,955 29.5

   負債純資産合計 ― ― 91,305 100.0



② 【損益計算書】 

  
前事業年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 製品売上

    ガス売上 40,082 40,082 100.0 44,304 44,304 100.0

Ⅱ  売上原価

  １ 期首たな卸高 23 28

  ２ 当期製品製造原価 22,129 26,197

  ３ 当期製品自家使用高 624 643

  ４ 期末たな卸高 28 21,500 53.6 30 25,551 57.7

  売上総利益 18,582 46.4 18,753 42.3

Ⅲ  供給販売費 ※１ 15,359 14,759

Ⅳ  一般管理費 ※１ 3,341 18,700 46.7 3,495 18,255 41.2

  事業利益又は 
  事業損失(△)

△117 △0.3 498 1.1

Ⅴ  営業雑収益

  １ 受注工事収益 1,880 1,650

  ２ 器具販売収益 3,770 3,379

  ３ その他営業雑収益 1 5,652 14.1 0 5,030 11.4

Ⅵ  営業雑費用

  １ 受注工事費用 1,745 1,497

  ２ 器具販売費用 3,615 5,360 13.4 3,228 4,725 10.7

Ⅶ  附帯事業収益 882 2.2 856 1.9

Ⅷ  附帯事業費用 808 2.0 818 1.8

   営業利益 247 0.6 841 1.9

Ⅸ  営業外収益

  １ 受取利息 ※２ 132 105

  ２ 有価証券利息 14 ―

  ３ 受取配当金 ※２ 140 165

  ４ 賃貸料 ※３ 413 435

  ５ 熱量変更支援収入 539 547

  ６ 雑収入 ※２ 333 1,573 3.9 319 1,573 3.6

Ⅹ  営業外費用

  １ 支払利息 640 475

  ２ 社債利息 335 335

  ３ 雑支出 35 1,012 2.5 62 872 2.0

   経常利益 809 2.0 1,542 3.5



 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅺ 特別利益

  １ 固定資産売却益 ※４ ― 91

  ２ 投資有価証券売却益 204 ―

  ３ 未決算特別勘定取崩益 145 349 0.9 38 130 0.3

Ⅻ  特別損失

  １ 固定資産売却損 ※５ ― 1

  ２ 投資有価証券評価損 132 5

  ３ 固定資産圧縮損 ※６ 145 277 0.7 38 45 0.1

  税引前当期純利益 880 2.2 1,627 3.7

  法人税等 295 460

  法人税等調整額 75 370 0.9 135 595 1.4

  当期純利益 510 1.3 1,031 2.3

  前期繰越利益 1,384 ―

    中間配当額 143 ―

  当期未処分利益 1,752 ―



(附表) 

営業費明細表 

  
前事業年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

製造費 
(百万円)

供給販売費 
(百万円)

一般管理費
(百万円)

合計
(百万円)

製造費
(百万円)

供給販売費
(百万円)

一般管理費 
(百万円)

合計 
(百万円)

原材料費 18,158 ― ― 18,158 22,516 ― ― 22,516

 原料費 17,893 ― ― 17,893 22,213 ― ― 22,213

 加熱燃料費 254 ― ― 254 293 ― ― 293

 補助材料費 10 ― ― 10 9 ― ― 9

労務費 502 3,718 1,335 5,556 536 3,588 1,291 5,416

 役員給与 ― ― 115 115 ― ― 140 140

 給料 303 2,317 728 3,350 329 2,271 767 3,368

 雑給 2 4 46 53 2 3 42 47

 賞与手当 99 683 179 961 115 717 199 1,032

 法定福利費 55 413 136 604 62 416 153 632

 厚生福利費 17 147 76 241 17 132 69 219

 退職手当 ※２ 24 152 △37 139 10 46 △100 △43

 役員退職慰労 
 引当金引当額

― ― 90 90 ― ― 18 18

諸経費 1,410 7,201 1,759 10,372 1,215 6,800 1,990 10,006

 修繕費 229 1,117 35 1,382 249 949 60 1,259

 ガスホルダー修繕 
 引当金引当額

23 42 ― 66 24 39 ― 63

 電力料 52 26 26 105 58 27 27 113

 水道料 4 8 7 20 3 7 7 19

 使用ガス費 12 69 5 87 13 92 6 112

 消耗品費 41 522 45 609 28 524 47 600

 運賃 204 3 0 208 74 2 1 78

 旅費交通費 8 64 67 140 4 53 59 116

 通信費 5 120 23 150 5 123 26 155

 保険料 16 3 10 30 16 3 14 34



 
(注) １ 原価計算は、単純総合原価計算により行っている。 

※２ 退職手当には、退職給付引当金引当額(前事業年度 △484百万円、当事業年度 △665百万円)を含んでいる。

※３ 租税課金の内容は下記のとおりである。 

  

 
※４ 減価償却費には、租税特別措置法に基づく特別償却額(前事業年度 224百万円、当事業年度 67百万円)を含

んでいる。 

  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

製造費 
(百万円)

供給販売費 
(百万円)

一般管理費
(百万円)

合計
(百万円)

製造費
(百万円)

供給販売費
(百万円)

一般管理費 
(百万円)

合計 
(百万円)

 賃借料 451 338 117 907 463 297 142 903

 委託作業費 96 1,913 377 2,387 79 1,972 516 2,568

 租税課金 ※３ 165 850 174 1,190 155 875 168 1,200

 事業税 ― ― 521 521 ― ― 574 574

 試験研究費 ― 0 130 131 ― 1 130 132

 教育費 2 140 56 199 2 128 48 179

 需要開発費 ― 1,714 ― 1,714 ― 1,240 ― 1,240

 保安対策引当金 
 引当額

― ― ― ― ― 121 ― 121

 たな卸減耗費 ― 0 ― 0 ― 0 ― 0

 固定資産除却費 75 126 2 204 15 211 22 250

 貸倒償却 ― 21 ― 21 ― 25 ― 25

 貸倒引当金引当額 ― 0 ― 0 ― 2 ― 2

 雑費 21 113 154 290 19 99 135 254

減価償却費 ※４ 2,057 4,438 246 6,742 1,928 4,370 213 6,512

計 22,129 15,359 3,341 40,829 26,197 14,759 3,495 44,452

科目 前事業年度(百万円) 当事業年度(百万円)

租税課金

 固定資産税 672 655

 道路占用料 454 479

 その他 63 64

計 1,190 1,200



③ 【利益処分計算書】 

  

 
(注) １ 日付は株主総会承認年月日である。 

２ その他資本剰余金は、全額を次期に繰り越している。 

  

前事業年度
(平成18年６月27日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)

Ⅰ 当期未処分利益 1,752

Ⅱ 特定ガス導管工事償却 
  準備金取崩し

26

合計 1,778

Ⅲ 利益処分額

   配当金
143

(１株につき２円50銭)
143

Ⅳ 次期繰越利益 1,635



④ 【株主資本等変動計算書】 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
(注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目である。 

  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本  
準備金

その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

利益  
準備金

その他利益剰余金

利益剰余金
合計

特定ガス
導管工事

償却準備金
別途積立金

繰越利益 
剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 3,291 871  0 872 729 53 12,010 1,752 14,544

事業年度中の変動額

 特定ガス導管工事償却 
 準備金の取崩し (注)

△26 26 ―

 特定ガス導管工事償却 
 準備金の取崩し

△26 26 ―

 剰余金の配当 (注) △143 △143

 剰余金の配当  △143 △143

 当期純利益 1,031 1,031

 自己株式の取得

 自己株式の処分 118 118

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計 
(百万円)

― ― 118 118 ― △53 ― 798 745

平成19年３月31日残高(百万円) 3,291 871 118 990 729 ― 12,010 2,550 15,290

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計

自己株式
株主資本 
合計

その他  
有価証券

評価差額金

繰延ヘッジ
損益

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) △1,465 17,243 2,546 ― 2,546 19,790

事業年度中の変動額

 特定ガス導管工事償却 
 準備金の取崩し (注)

― ―

 特定ガス導管工事償却 
 準備金の取崩し 

― ―

 剰余金の配当 (注) △143 △143

 剰余金の配当 △143 △143

 当期純利益 1,031 1,031

 自己株式の取得 △4 △4 △4

 自己株式の処分 648 767 767

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

△234 5,891 5,656 5,656

事業年度中の変動額合計 
(百万円)

643 1,508 △234 5,891 5,656 7,165

平成19年３月31日残高(百万円) △821 18,751 2,311 5,891 8,203 26,955



重要な会計方針 

  

項目
前事業年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

  移動平均法による原価法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

同左

(2) その他有価証券

  時価のあるもの

   決算期末日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部資本

直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定)

(2) その他有価証券

  時価のあるもの

   決算期末日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定)

  時価のないもの

   移動平均法による原価法

  時価のないもの

同左

２ デリバティブの評価基準

及び評価方法

 時価法によっている。 同左

３ たな卸資産の評価基準及

び評価方法

 移動平均法による原価法である。 同左

４ 固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

  定率法を採用している。

  ただし、廿日市工場の建物(建物

附属設備を除く)及び平成10年４月

１日以降に取得した建物(建物附属

設備を除く)並びに船舶について

は、定額法を採用している。

  耐用年数及び残存価額について

は、法人税法に規定する方法と同一

の基準によっている。なお、船舶に

ついては、経済的耐用年数によって

いる。

  取得価額10万円以上20万円未満の

減価償却資産については、一括償却

資産として３年間で均等償却する方

法によっている。

(1) 有形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

  定額法を採用している。

  なお、耐用年数については、法人

税法に規定する方法と同一の基準に

よっている。

  ただし、ソフトウェア(自社利用

分)については、社内における利用

可能期間(５年)に基づく定額法を採

用している。

(2) 無形固定資産

同左



項目
前事業年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

５ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

  諸債権に対する貸倒損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上してい

る。

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき計上

している。

  過去勤務債務については、その発

生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(５年)による

定額法により按分した額を費用減額

処理している。

  数理計算上の差異については、各

事業年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年数

(10年)による定額法により按分した

額をそれぞれ発生の翌事業年度より

費用処理している。

  また、執行役員の退職により支給

する退職慰労金に備えるため、内規

に基づく期末要支給額を計上してい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 (追加情報)

  退職給付の資産運用の悪化が業績

や財務状況を悪化させるリスクを軽

減するため、平成17年４月１日付で

従来の退職金及び適格退職年金制度

を市場金利連動型のキャッシュバラ

ンス型年金制度に移行している。 

 この変更により、退職給付債務は

1,189百万円減少し、この過去勤務

債務(退職給付債務の減少分)を当期

より５年間で費用減額処理してい

る。これにより、従来の方法によっ

た場合に比べ、営業利益、経常利益

及び税引前当期純利益はそれぞれ

237百万円多く計上されている。

(2) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき計上

している。

  過去勤務債務については、その発

生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(５年)による

定額法により按分した額を費用減額

処理している。

  数理計算上の差異については、各

事業年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年数

(10年)による定額法により按分した

額をそれぞれ発生の翌事業年度より

費用処理している。

  また、執行役員の退職により支給

する退職慰労金に備えるため、内規

に基づく期末要支給額を計上してい

たが、平成18年６月27日の定時株主

総会において、役員退職慰労金制度

の廃止を決定したことに伴い、７月

以降は引当計上を行っていない。 

 この廃止に伴い、執行役員分の退

職給付引当金６月末残高24百万円を

流動負債の「未払費用」に含めて計

上している。

  



項目
前事業年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(3) 役員退職慰労引当金

  役員の退職により支給する退職慰

労金に備えるため、内規に基づく期

末要支給額を計上している。

(3) 役員退職慰労引当金

  役員の退職により支給する退職慰

労金に備えるため、内規に基づく期

末要支給額を計上していたが、平成

18年６月27日の定時株主総会におい

て、役員退職慰労金制度の廃止を決

定したことに伴い、７月以降は引当

計上を行っていない。 

 この廃止に伴い、役員退職慰労引

当金６月末残高437百万円のうち、

取締役分384百万円を流動負債の

「未払費用」に、監査役分52百万円

を固定負債の「その他固定負債」に

含めて計上している。

(4) ガスホルダー修繕引当金

  球形ガスホルダー等の周期的な修

繕に要する費用の支出に備えるた

め、次回の修繕見積額を、次回修繕

までの期間に配分して計上してい

る。

(4) ガスホルダー修繕引当金

同左

(5)      ――― (5) 保安対策引当金

  安全なガス消費機器への取替促進

等、消費者の安全確保に要する費用

の支出に備えるため、当事業年度末

における費用の見積額を計上してい

る。

６ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっている。

同左

７ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の手法

  繰延ヘッジ処理によっている。な

お、為替予約については、振当処理

の要件を満たしている場合は振当処

理を、金利スワップについては、特

例処理の要件を満たしている場合は

特例処理を採用している。

(1) ヘッジ会計の手法

同左

 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

(ヘッジ手段) (ヘッジ対象)

原油価格に関す 

るスワップ

原料購入代金

為替予約 外貨建金銭債務 

(ＬＮＧ船取得 

代金)

金利スワップ 借入金

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

(ヘッジ手段) (ヘッジ対象)

原油価格に関す 

るスワップ

原料購入代金

為替予約 外貨建金銭債務 

(ＬＮＧ船取得 

代金及び原料購 

入代金)

金利スワップ 借入金

(3) ヘッジ方針

  リスクに関する内部規程に基づ

き、原油価格変動リスク、為替変動

リスク及び金利変動リスクをヘッジ

している。なお、実需に関係のない

デリバティブ取引は行っていない。

(3) ヘッジ方針

同左



 
  

(会計処理の変更) 

  

 
  

(表示方法の変更) 

  

 
  

項目
前事業年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(4) ヘッジ有効性評価の方法

  ヘッジ手段とヘッジ対象の対応関

係を確認することにより行ってい

る。ただし、振当処理の要件を満た

している為替予約及び特例処理の要

件を満たしている金利スワップにつ

いては、有効性の評価を省略してい

る。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

        同左

８ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

 消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっている。

消費税等の会計処理

同左

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」

(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」(企業会計審議会 平成14年８月９日))及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準

委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第６

号)を適用している。 

 これによる損益に与える影響はない。

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準) 

 当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」(企業会計基準委員会 平成17年12月９

日 企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基

準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第

８号)を適用している。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は21,063百万円

である。 

 なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度にお

ける財務諸表は、改正後の財務諸表等規則により作成し

ている。

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(貸借対照表)

１ ソフトウェアについては、当事業年度末においてそ

の金額が資産の総額の100分の１を超えることとなっ

たため、ガス事業会計規則により区分掲記している。 

 なお、前事業年度末はソフトウェア(658百万円)を

その他無形固定資産に含めて表示している。

２ 関係会社買掛金(962百万円)については、当事業年

度末においてその金額が負債及び資本の合計額の100

分の１以下となったため、ガス事業会計規則により関

係会社短期債務に含めて表示している。

３ 関係会社短期借入金については、当事業年度末にお

いてその金額が負債及び資本の合計額の100分の１を

超えることとなったため、ガス事業会計規則により区

分掲記している。 

 なお、前事業年度末は関係会社短期借入金(400百万

円)を関係会社短期債務に含めて表示している。

(貸借対照表)

 関係会社未払金については、当事業年度末においてそ

の金額が負債及び純資産の合計額の100分の１を超える

こととなったため、ガス事業会計規則により区分掲記し

ている。 

 なお、前事業年度末は関係会社未払金(533百万円)を

関係会社短期債務に含めて表示している。



注記事項 

(貸借対照表関係) 
  

 
  

前事業年度 
(平成18年３月31日)

当事業年度
(平成19年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は下記のとおりで

ある。

減価償却累計額 118,401百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は下記のとおりで

ある。

減価償却累計額 124,412百万円

※２ (1) 製造設備の取得価額は下記の金額だけ工事負

担金受入等のため圧縮記帳されている。

 圧縮記帳累計額 2百万円

※２ (1) 製造設備の取得価額は下記の金額だけ工事負

担金受入等のため圧縮記帳されている。

 圧縮記帳累計額 2百万円

   (2) 供給設備の取得価額は下記の金額だけ工事負

担金受入等のため圧縮記帳されている。

 圧縮記帳累計額 11,647百万円

   (2) 供給設備の取得価額は下記の金額だけ工事負

担金受入等のため圧縮記帳されている。

 圧縮記帳累計額 11,701百万円

 

   (3) 業務設備の取得価額は下記の金額だけ工事負

担金受入等のため圧縮記帳されている。

 圧縮記帳累計額 214百万円

   (4) 附帯事業設備の取得価額は下記の金額だけ工

事負担金受入等のため圧縮記帳されている。

 圧縮記帳累計額 274百万円

 

   (3) 業務設備の取得価額は下記の金額だけ工事負

担金受入等のため圧縮記帳されている。

 圧縮記帳累計額 213百万円

   (4) 附帯事業設備の取得価額は下記の金額だけ工

事負担金受入等のため圧縮記帳されている。

 圧縮記帳累計額 274百万円

   (5) 収用に伴い、業務設備の取得価額から控除し

た圧縮記帳額は145百万円である。

   (5) 収用に伴い、製造設備の取得価額から控除し

た圧縮記帳額は38百万円である。

 

※３ １年以内に期限到来の固定負債の内訳は、下記の

とおりである。

長期借入金 4,348百万円

その他 5百万円

合計 4,353百万円

※３ １年以内に期限到来の固定負債の内訳は、下記の

とおりである。

社債 3,000百万円

長期借入金 2,783百万円

その他 5百万円

合計 5,788百万円

※４ 発行する株式の総数 普通株式 240,000,000株

   発行済株式数 普通株式 61,995,590株

※４         ―――

※５ 自己株式の保有数 普通株式 4,749,112株 ※５         ―――

 

※６ 商法施行規則第124条第３号に規定する純資産の

増加額は2,546百万円である。

 ７ 偶発債務

   下記の会社の金融機関からの借入金に対して、次

のとおり債務保証を行っている。

MAPLE LNG TRANSPORT INC. 293百万円

※６         ――― 

 

 ７ 偶発債務

   下記の会社の金融機関からの借入金に対して、次

のとおり債務保証を行っている。

瀬戸内パイプライン㈱ 2,800百万円

MAPLE LNG TRANSPORT INC. 1,860百万円

水島エルエヌジー販売㈱ 105百万円

合計 4,765百万円



(損益計算書関係) 
  

 
  

(株主資本等変動計算書関係) 

当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

自己株式に関する事項 

 
(変動事由の概要) 

 増加数の内訳は、次のとおりである。 

  単元未満株式の買取による増加 12,244株 

 減少数の内訳は、次のとおりである。 

  売却処分による減少 2,100,000株 

  単元未満株式の売渡請求による減少 1,441株 

  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 研究開発費の総額は131百万円である。 ※１ 研究開発費の総額は132百万円である。

※２ 受取利息、受取配当金及び雑収入のうち、関係会

社に係る金額は220百万円である。

※２ 受取利息、受取配当金及び雑収入のうち、関係会

社に係る金額は284百万円である。

※３ 賃貸料のうち、関係会社に係る金額は358百万円

である。

※３ 賃貸料のうち、関係会社に係る金額は368百万円

である。

※４         ――― 

  

 

※５         ―――

※６ 固定資産圧縮損

   代替資産として取得した土地の取得価額から直接

減額した価額である。

※４ 固定資産売却益

   土地(74百万円)及び建物等(17百万円)の売却益で

ある。

※５ 固定資産売却損

   土地の売却損である。

※６ 固定資産圧縮損

   代替資産として取得した建物の取得価額から直接

減額した価額である。

株式の種類 前事業年度末   増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 4,749,112  12,244 2,101,441 2,659,915



(リース取引関係) 

  
前事業年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

 (借主側)

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

供給設備 63 40 23

業務設備 1,277 338 939

附帯事業
設備

118 21 96

合計 1,459 400 1,059

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

 (借主側)

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高 
相当額 
(百万円)

供給設備 177 64 113

業務設備 1,337 424 912

附帯事業
設備

118 36 81

合計 1,633 525 1,108

 

 (2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 208百万円

１年超 850百万円

合計 1,059百万円

   (注) 取得価額相当額及び未経過リース料期末残

高相当額の算定は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法によっている。

 

 (2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 234百万円

１年超 873百万円

合計 1,108百万円

   (注)       同左

 (3) 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 193百万円

減価償却費相当額 193百万円

 (3) 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 243百万円

減価償却費相当額 243百万円

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっている。

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

 

 (貸主側)

   未経過リース料期末残高相当額

１年内 20百万円

１年超 142百万円

合計 162百万円

   (注) 上記は、転貸リース取引に係る貸主側の未

経過リース料期末残高相当額である。なお、

借主側の残高はほぼ同額であり、上記の借主

側の未経過リース料期末残高相当額に含まれ

ている。 

 また、未経過リース料期末残高相当額は、

未経過リース料期末残高及び見積残存価額の

残高の合計額が営業債権の期末残高等に占め

る割合が低いため、受取利子込み法により算

定している。

 

 (貸主側)

   未経過リース料期末残高相当額

１年内 20百万円

１年超 122百万円

合計 142百万円

   (注)       同左



 
  

(有価証券関係) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

２ オペレーティング・リース取引

  廿日市工場第２ＬＮＧ貯槽設備の信託受益権を譲渡

し、当該設備をリース契約(リース期間15年)にて賃借

している。このリース契約については、オペレーティ

ング・リース取引として会計処理を行っている。

  リース料は、単位リース料とリース料計算期間の原

料使用量を基礎として計算される。ただし、リース料

には上限リース料と下限リース料が定められており、

原料使用量の増減によりリース料計算期間のリース料

が上限リース料を超えまたは下限リース料を下回ると

きは、リース料はそれぞれ上限リース料または下限リ

ース料の額となる。

  このリース契約に基づき将来支払われる下限リース

料は次のとおりである。

１年内 382百万円

１年超 4,394百万円

合計 4,776百万円

２ オペレーティング・リース取引

  廿日市工場第２ＬＮＧ貯槽設備の信託受益権を譲渡

し、当該設備をリース契約(リース期間15年)にて賃借

している。このリース契約については、オペレーティ

ング・リース取引として会計処理を行っている。

  リース料は、単位リース料とリース料計算期間の原

料使用量を基礎として計算される。ただし、リース料

には上限リース料と下限リース料が定められており、

原料使用量の増減によりリース料計算期間のリース料

が上限リース料を超えまたは下限リース料を下回ると

きは、リース料はそれぞれ上限リース料または下限リ

ース料の額となる。

  このリース契約に基づき将来支払われる下限リース

料は次のとおりである。

１年内 382百万円

１年超 4,012百万円

合計 4,394百万円

前事業年度 
(平成18年３月31日)

当事業年度
(平成19年３月31日)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはな

い。

同左



(税効果会計関係) 

  

 
  

前事業年度 
(平成18年３月31日)

当事業年度
(平成19年３月31日)

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

 (繰延税金資産)

退職給付引当金損金不算入額 1,675百万円

未払賞与損金不算入額 162百万円

減価償却損金算入限度超過額 159百万円

役員退職慰労引当金損金 
不算入額

158百万円

特別修繕引当金損金算入限度 
超過額

128百万円

未払事業税損金不算入額 106百万円

投資有価証券評価損損金 
不算入額

104百万円

未払固定資産税損金不算入額 60百万円

その他 283百万円

 繰延税金資産小計 2,839百万円

評価性引当額 △250百万円

 繰延税金資産合計 2,589百万円

(繰延税金負債)

その他有価証券評価差額金 △1,421百万円

特定ガス導管工事償却準備金 △15百万円

その他 △0百万円

 繰延税金負債合計 △1,436百万円

 繰延税金資産の純額 1,152百万円

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

 (繰延税金資産)

退職給付引当金 1,425百万円

未払賞与 192百万円

減価償却費 183百万円

未払役員退職慰労金 166百万円

未払事業税 111百万円

投資有価証券評価損 106百万円

特別修繕引当金 105百万円

未払固定資産税 62百万円

その他 360百万円

 繰延税金資産小計 2,715百万円

評価性引当額 △258百万円

 繰延税金資産合計 2,457百万円

(繰延税金負債)

繰延ヘッジ利益 △3,345百万円

その他有価証券評価差額金 △1,297百万円

その他 △0百万円

 繰延税金負債合計 △4,642百万円

 繰延税金負債の純額 △2,185百万円

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 36.1％

(調整)

交際費等永久に損金に算入され
ない項目

3.5％

受取配当金等永久に益金に算入
されない項目

△3.5％

評価性引当額 6.6％

その他 △0.7％

税効果会計適用後の法人税等
の負担率

42.0％

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 36.1％

(調整)

交際費等永久に損金に算入され
ない項目

1.0％

受取配当金等永久に益金に算入
されない項目

△2.2％

評価性引当額 0.4％

その他 1.2％

税効果会計適用後の法人税等
の負担率

36.5％



(１株当たり情報) 

  

 
(注) 算定上の基礎 

  
１ １株当たり純資産額 
  

 

 ２ １株当たり当期純利益 
  

 
  

(重要な後発事象) 

該当する事項はない。 

  

  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

１株当たり純資産額 345円70銭

１株当たり当期純利益 8円92銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益につい

ては、潜在株式が存在しないため記載していない。

 

１株当たり純資産額 454円28銭

１株当たり当期純利益 17円76銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益につい

ては、潜在株式が存在しないため記載していない。

(追加情報) 

 当事業年度から、改正後の「１株当たり当期純利益

に関する会計基準」(企業会計基準委員会 最終改正

平成18年１月31日 企業会計基準第２号)及び「１株

当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企

業会計基準委員会 最終改正平成18年１月31日 企業

会計基準適用指針第４号)を適用している。 

 なお、前事業年度と同様の方法により算定した当事

業年度の１株当たり純資産額は、354円99銭である。

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度
(平成19年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) ― 26,955

普通株主に係る純資産額 
(百万円)

― 26,955

普通株式の発行済株式数(株) ― 61,995,590

普通株式の自己株式数(株) ― 2,659,915

１株当たり純資産額の算定に 
用いられた普通株式の数(株)

― 59,335,675

 

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

当期純利益(百万円) 510 1,031

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る当期純利益(百万円) 510 1,031

普通株式の期中平均株式数(株) 57,254,485 58,110,882



⑤ 【附属明細表】 

【固定資産等明細表】 

  

 
(注) １ 資産の種類ごとの当期増加額又は当期減少額が期首の資産の総額の100分の１を超えるものは別表のとおり

である。 

２ 工事負担金等の受入れにより、有形固定資産の取得に要した額から控除している期末の圧縮累計額は摘要欄

に記載しており、( )内は当期圧縮額である。 

３ 収用に伴う資産の買換えにより、有形固定資産の取得に要した額から控除している当期圧縮額は摘要欄に記

載している。 
  

別表 
  

 
  

資産の種類
期首残高 
(百万円)

当期増加額 
(百万円)

当期減少額 
(百万円)

期末残高
(百万円)

減価償却
累計額 

又は償却 
累計額 

(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引期末 
残高 

(百万円)
摘要

有形固定資産

 製造設備 
 (内 土地)

45,194
(2,523)

968
(74)

67
(―)

46,095
(2,598)

23,664 1,910
22,431
(2,598)

工事負担金等  
2百万円

(―百万円)
 収用    38百万円

 供給設備 
 (内 土地)

121,545
(932)

2,731
(4)

248
(10)

124,027
(926)

94,598 4,187
29,429
(926)

工事負担金等 
11,701百万円

(74百万円)

 業務設備 
 (内 土地)

8,934
(1,338)

234
(10)

303
(74)

8,865
(1,273)

5,098 265
3,766

(1,273)

工事負担金等 
213百万円
(―百万円)

 附帯事業設備 
 (内 土地)

1,926
(0)

75
(―)

126
(―)

1,876
(0)

1,051 84
824
(0)

工事負担金等
274百万円
(―百万円)

 建設仮勘定 
 (内 土地)

573
(―)

3,743
(―)

3,766
(―)

549
(―)

549
(―)

有形固定資産計 
(内 土地)

178,174
(4,794)

7,753
(89)

4,512
(85)

181,415
(4,799)

124,412 6,448
57,002
(4,799)

―

無形固定資産

 ソフトウェア 2,199 860 ― 3,059 310 162 2,749 定額法

 その他無形固 
 定資産

42 ― ― 42 22 2 19

無形固定資産計 2,241 860 ― 3,102 332 165 2,769 ―

長期前払費用 410 161 ― 572 391 183 180

均等償却 
 共同溝等 
 負担金 
 一括償却資産

繰延資産 ―
該当する事項は
ない

繰延資産計 ― ―

資産の種類

増加 減少

件名 取得時期
取得価額
(百万円)

減価償却
累計額 

(百万円)
件名 減少時期

取得価額 
(百万円)

減価償却
累計額 
(百万円)

有形固定資産

 供給設備 導管工事 4月～3月 2,591 170

 建設仮勘定
導管工事 4月～3月 2,927 ―

東広島製造所建設工事 4月～10月 629 ―



【有価証券明細表】 

【株式】 

  

 
  

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円)

投資有価証券

(その他有価証券)

 株式会社広島銀行 2,321,036 1,506

 野村ホールディングス株式会社 323,761 794

 西部瓦斯株式会社 2,000,000 566

  広島電鉄株式会社 1,200,000 462

 中国電力株式会社 156,615 412

 大阪瓦斯株式会社 849,000 387

 株式会社 
 エヌ・ティ・ティ・ドコモ

1,682 366

 東京瓦斯株式会社 475,000 312

 大和重工株式会社 625,000 192

 東洋証券株式会社 272,947 148

 株式会社Ｆ＆Ａ 
 アクアホールディングス

140,000 138

 株式会社三菱ＵＦＪ 
 フィナンシャル・グループ

98 130

 株式会社三井住友 
 フィナンシャルグループ

120 128

 福山瓦斯株式会社 460,000 115

 株式会社広島ホームテレビ 40,000 80

 株式会社山口フィナンシャルグループ 47,785 75

 住友信託銀行株式会社 60,948 74

 リンナイ株式会社 21,260 66

 株式会社ロイヤルホテル 176,000 55

 みずほ信託銀行株式会社 193,172 50

 株式会社山口フィナンシャルグループ 
 (優先株式)

50 50

 四国瓦斯株式会社 200,000 44

 広島空港ビルディング株式会社 68,000 39

 株式会社テレビ新広島  20,000 35

 新コスモス電機株式会社 25,000 33

 株式会社ふれあいチャンネル 545 33

 その他  39銘柄 320,037 303

計 9,998,056 6,603



【引当金明細表】 
  

 
  

科目
前期繰越高
(百万円)

当期増加額 
(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他) 
(百万円)

期末残高
(百万円)

摘要

貸倒引当金

 投資その他の資産 61 3 ― 10 53

当期減少額(その他)は、
当期末における一般債権
の貸倒実績率による洗替
額である。

 流動資産 173 ― 0 60 112

当期減少額(その他)は、
当期末における一般債権
の貸倒実績率による洗替
額及び貸倒懸念債権等特
定の債権に係る回収不能
見込額の見直しによるも
のである。 
 

 小計 234 3 0 71 166

役員退職慰労引当金 437 18 18 437 ―

当期減少額(その他)は、
役員退職慰労金制度の廃
止による未払費用及びそ
の他固定負債への振替額
である。 
 

ガスホルダー 
修繕引当金

449 63 74 ― 437

保安対策引当金 ― 121 ― ― 121

退職給付引当金 4,634 169 859 3,944

当期減少額のうち24百万
円は、役員退職慰労金制
度の廃止による執行役員
分の引当額の未払費用へ
の振替額である。 
 



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

前記附属明細表に記載してあるものについては、以下その説明を省略した。 

  

① 流動資産 

ａ 現金及び預金 

  

 
  

ｂ 受取手形 

(ａ)相手先別内訳 

  

 
  

(ｂ)期日別内訳 

  

 
  

内訳 金額(百万円)

現金 16

預金

 当座預金 2,722

 普通預金 11

 定期預金 30

計 2,763

合計 2,779

相手先名 金額(百万円)

三建設備工業㈱ 14

東亜建設工業㈱ 9

㈱トータテハウジング 6

㈱桐田商会 5

㈱アリキ 2

その他 4

計 43

期日 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 計

金額(百万円) 5 12 20 3 43



ｃ 売掛金 

(ａ)相手先別内訳 
  

 
  

(ｂ)売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 
  

 
  

ｄ 関係会社売掛金 

(ａ)相手先別内訳 
  

 
  

(ｂ)売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 
  

 
  

相手先名 金額(百万円)

広島エルピーダメモリ㈱ 426

㈱ＤＮＰプレシジョンデバイス 154

マツダ㈱ 123

福山瓦斯㈱ 81

㈱中電工 70

その他 2,523

計 3,380

科目
期首残高(Ａ) 
(百万円)

発生高(Ｂ) 
(百万円)

回収高(Ｃ)
(百万円)

貸倒償却
(百万円)

期末残高
(百万円)  

(C)
×100

(A)＋(B)
(％)

ガス 2,425 46,517 46,154 25 2,762 94.3

受注工事 190 1,727 1,794 0 123 93.6

器具 523 2,535 2,625 0 432 85.8

その他 62 819 820 ― 61 93.0

計 3,201 51,600 51,395 26 3,380 93.8

相手先名 金額(百万円)

広島ガス北部販売㈱ 70

広島ガス東部㈱ 60

広島ガス西部ショップ㈱ 55

広島ガス呉ショップ㈱ 34

広島ガス開発㈱ 18

その他 30

計 269

科目
期首残高(Ａ) 
(百万円)

発生高(Ｂ)
(百万円)

回収高(Ｃ)
(百万円)

期末残高
(百万円)  

(C)
×100

(A)＋(B)
(％)

関係会社売掛金 280 1,101 1,112 269 80.5



ｅ 製品 

  

 
  

ｆ 原料 

  

 
  

ｇ 貯蔵品 

  

 
(注) ポリエチレン管、鋳鉄管、鋼管等 

  

ｈ デリバティブ債権 

  

 
  

品名 数量(千ｍ3) 金額(百万円)

ガス 545 30

計 545 30

品名 数量(ｔ) 金額(百万円)

原料ガス 49,391 3,238

計 49,391 3,238

品名 金額(百万円)

興業用品(注) 83

熱変調整部品 51

ガスメーター 15

その他 4

計 155

内訳 金額(百万円)

原油価格に関するスワップ 8,819

為替予約 433

計 9,253



② 固定負債 

a 社債 

  

 
  

b 長期借入金 

  

 
  

③ 流動負債 

ａ １年以内に期限到来の固定負債 

  

 
(注) 長期借入金の内訳は、②固定負債 b 長期借入金に記載している。 

  

銘柄 金額(百万円) 償還期限

第３回無担保社債 5,000 平成20年７月

第４回無担保社債 3,000 平成21年７月

第５回無担保社債 3,000 平成27年８月

第６回無担保社債 3,000 平成26年５月

第７回無担保社債 5,000 平成32年３月

計 19,000

借入先名
長期借入金 
(百万円)

１年以内に期限
到来の固定負債 

(百万円)

期末残高
(百万円)

使途

日本政策投資銀行 7,355 2,174 9,529 設備資金

信金中央金庫 3,500 ― 3,500 〃

(株)広島銀行 3,050 130 3,180 〃

明治安田生命保険(相) 1,476 120 1,596 〃

日本生命保険(相) 1,466 105 1,572 〃

その他 1,915 253 2,168

計 18,762 2,783 21,546

科目 金額(百万円)

社債 3,000

長期借入金(注) 2,783

その他 5

計 5,788



ｂ 買掛金 

  

 
  

  

(3) 【その他】 

該当する事項はない。 

  

相手先名 金額(百万円)

原料

 エルエヌジージャパン㈱ 594

 水島エルエヌジー販売㈱ 216

 豊田通商㈱ 108

 その他 127

計 1,047

貯蔵品

 新和産業㈱ 144

 大和燃料㈱ 88

 ㈱金門製作所 81

 その他 120

計 434

合計 1,482



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
(注) １ 当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができな

い。 

      会社法第189条第２項各号に掲げる権利 

      会社法第166条第１項の規定による請求をする権利 

      株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利 

      株主の有する単元未満株式の数と併せて単元株式数となる数の株式を売り渡すことを請求する権利 

   ２ 平成19年４月26日開催の取締役会において、株主名簿管理人事務取扱場所の変更が決議され、次のとおり

となっている。(平成19年５月７日から実施) 

      取扱場所     大阪市北区堂島浜一丁目１番５号 

           三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 大阪証券代行部 

      株主名簿管理人  東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

           三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

      取次所      三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社  本店・支店 

           野村證券株式会社  本店・支店 

  

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類
１株券 ５株券 10株券 50株券 100株券 500株券 1,000株券 10,000株券 
上記のほか100株未満の株数を表示する株券

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え

  取扱場所 大阪市中央区伏見町三丁目６番３号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 大阪証券代行部

  株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

  取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社  本店・支店
野村證券株式会社    本店・支店

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料 新株券の発行に係る印紙税相当額

株券喪失登録

  株券喪失登録申請料 １件につき 10,500円 (消費税等を含む)

  株券登録料 １枚につき   525円 (消費税等を含む)

単元未満株式の買取り・
売渡し

  取扱場所 大阪市中央区伏見町三丁目６番３号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 大阪証券代行部

  株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

  取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社  本店・支店
野村證券株式会社    本店・支店

  買取・売渡手数料

 

 以下の算式により１単元当たりの金額を算定し、これを買い取り又は売り渡した単
元未満株式の数で按分した金額とする。
(算式) １株当たりの買取・売渡価格に１単元の株式数を乗じた合計金額のうち

100万円以下の金額につき 1.150％
100万円を超え500万円以下の金額につき 0.900％
(円未満の端数が生じた場合には切り捨てる。)

ただし、１単元当たりの算定金額が2,500円に満たない場合には、2,500円
とする。

(これに別途消費税等が加算される。)
  売渡請求の受付停止 
  期間

当社基準日の12営業日前から基準日まで

公告掲載方法 日本経済新聞、広島市で発行される中国新聞

株主に対する特典 なし



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、親会社等はない。 

  

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

  

 
  

 
  

 
  

 
  

 
  

 
  

  

(1) 発行登録書(新株予約権) 
及びその添付書類

平成18年５月15日 
中国財務局長に提出。

(2) 有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 
(第152期)

自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日

平成18年６月28日 
中国財務局長に提出。

(3) 訂正発行登録書(社債) 平成18年６月28日 
平成18年12月18日 
中国財務局長に提出。

(4) 訂正発行登録書(新株予約権) 平成18年６月28日 
平成18年12月18日 
中国財務局長に提出。

(5) 半期報告書 (第153期中) 自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日

平成18年12月18日 
中国財務局長に提出。

(6) 発行登録書(社債) 
及びその添付書類

平成19年２月９日 
中国財務局長に提出。



該当する事項はない。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２７日

広 島 ガ ス 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている広島ガス株式会社の

平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、

連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、広島ガス株式会

社及び連結子会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

会計処理の変更に記載のとおり、会社は、固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により連結財務諸表

を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 和 泉 年 昭 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 下 西 富 男 

      



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成19年６月26日

広島ガス株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている広島ガス株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、す

なわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及

び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、広島ガス株式会社及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているも

のと認める。 

  

追記情報 

会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当連結会計年度から貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準を適用しているため、当該会計基準により連結財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

あ ず さ 監 査 法 人

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士  濱  田  芳  弘  ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士  宮  本  敬  久  ㊞

(※) 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２７日

広 島 ガ ス 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている広島ガス株式会社の

平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第１５２期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処

分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務

諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、広島ガス株式会社の

平成１８年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示してい

るものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 和 泉 年 昭 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 下 西 富 男 

      



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成19年６月26日

広島ガス株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている広島ガス株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第153期事業年度の財務諸表、す

なわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、広島ガス株式会社の平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当事業年度から貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準を適用しているため、当該会計基準により財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

あ ず さ 監 査 法 人

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士  濱  田  芳  弘  ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士  宮  本  敬  久  ㊞

(※) 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。
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